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ウィズ /ポストコロナ時代における都市政策
自治体シェアリングエコノミー

　日本都市センターと全国市長会が共同設置する「都市分権政策センター」では、2022 年 11 月 17 日に「デ
ジタル化・DX の取組みにおいて都市自治体の現場が抱える課題」をテーマに、第 32 回都市分権政策センター会
議を開催した。会議では、須藤修 中央大学国際情報学部教授（中央大学 ELSI センター所長 兼 （公財）東京財団
政策研究所研究主幹）による講演がなされ、委員である市長及び学識者による意見交換を行った。本稿では、その
概要について紹介する。

デジタル化・DXと都市自治体
中央大学国際情報学部教授　

中央大学 ELSI センター所長　
東京財団政策研究所研究主幹　

東京大学特任教授

須藤　修

講演：「デジタル化・DXと都市自治体」
（1）デジタル技術の現状と課題
　国は「デジタル田園都市国家インフラ整備計画」
の中で 5G の促進を掲げ、2023 年度までに全国に
アンテナや基盤、基地局を整備し、人口カバー率
95％を目標としている。5G で使用される高い周波
数帯は直進性が高く、アンテナを大量に設置しない
とうまく機能しないため、目標達成のためには、ビ
ルの壁面をアンテナ化する素材を開発して普及させ
ていくなどの工夫が求められている。しかし、この
ところの燃料価格高騰などを受けて、通信事業者は
相当大変な経営状況にある。採算性のある大都市部
のみならず、地方や郊外などへの普及のためにも、
補助等を活用しつつ普及を考えていかなければなら
ない。
　また、国土交通省をはじめ、デジタルツイン1 の

1　デジタルツインとは？やさしく解説 https://www.softbank.jp/biz/future_stride/entry/technology/20200919/（最終閲覧日 :2022 年
12 月 23 日）デジタルツインとは、IoT や AI、AR 等の技術を用いて仮想空間に物理空間の環境を再現し、あらゆるシミュレートを行い、
将来を予測することに役立つ新しい技術。製造業や都市開発、医療分野など、様々な分野で利用が広がっており、DX を加速する手
段として期待されている。

2　日本 DMAT は発災後 72 時間以内に必要な医療措置を行う事が負傷者の生存率を高めるポイントになるとしている。

活用が進められている。これは、IoT で取得した様々
なデータをクラウド上のサーバにリアルタイムで送
信し、AI が分析処理することで、地域において将
来起こり得る変化を仮想空間上で推定し、それに備
えることを可能にする。中でも期待されているのは
災害分野での活用である。例えば、東京 23 区にあ
るビルの中には、耐震基準が強化される前に建てら
れたビルも多く、首都直下型地震の際にビルのガラ
スが壊れて上空から槍のように降ってくるようなこ
とも想定される。こうした想定の下で避難経路を考
えたり、DMAT（災害派遣医療チーム）の救助活
動2のシミュレーションに活用したりすることなど
が期待されている。

（2）スマートシティについて
　2008 年頃から世界各地で始まったスマートシ
ティの取組みはベンダー優位、テクノロジー優先で

第 32 回都市分権政策センター会議講演
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進められてきた。しかし、住民参加の側面は脆弱な
場合が多く、住民の同意が得られず頓挫したトロン
トのようなケースもある。そこで参考になるのはア
ムステルダムの事例3 である。アムステルダムでは、
ウォーターフロントエリアの倉庫街を改修して居住
空間に切り替える際、環境保全、IT、エネルギー、
そして地域のコミュニティについて検討する体制を
つくった。そこに市役所と住民、そして協力企業群
を含めた多様なステークホルダーが参画し、徹底的
な対話や議論を重ねることで世界的な成功を収めた
のである。
　日本においても、住民の参加や協力を重視した取
組みが進められている。例えば、徳島県美波町では、
南海トラフ地震の際に最大でマグニチュード 9 規模
の巨大地震が発生すると想定されており、住民の
50% を占める高齢者の危機意識の向上、避難時の健
康管理が喫緊の課題となっている。そこで、町では
インターネット機能を搭載したテレビ画面上で、個
人名を付けて避難勧告を出すことで危機意識に効果
的に働きかけ、早期避難を促す取組みを行っている。
また、避難時の健康管理については、マイナンバー
カードがあれば医療機関受診記録や投薬記録のデー
タを確認できるため、避難時にカードを持参しても
らうことで、避難所で適切な治療と看護を受けられ
る体制づくりを住民の協力を得ながら進めている。
　そして、安全・安心の取組みに力を入れている兵
庫県加古川市では、バルセロナやヘルシンキなど海
外の自治体で利用されている市民参加型合意形成プ
ラットフォーム「Decidim」を日本で初めて導入し
ている。実際に 2021 年の「加古川スマートシティ
構想」策定の際には、Decidim を利用してオンライ
ン上で住民からアイデアや意見を収集し、それを構
想に反映している。

（3）オープンAPI
　前述の美波町のような小規模自治体が最先端のシ
ステムを一から開発・導入することは、コスト面や
技術面からみても現実的には難しい。そこで活用す

3　スマートシティにおける「モデル都市」ともいわれるアムステルダム。詳しい内容は「Amsterdam Smart City Program」https://
amsterdamsmartcity.com/（最終閲覧日 :2022 年 12 月 13 日）を参照されたい。

4　e-Stat「政府統計の総合窓口」https://www.e-stat.go.jp/（最終閲覧日 :2022 年 12 月 13 日）を参照。
5　RESAS「地域経済分析システム」https://resas.go.jp/#/13/13101（最終閲覧日 :2022 年 12 月 20 日）を参照。

べき技術が GitHub をはじめとするオープン API で
ある。オープン API は既存の API を連携させるこ
とで開発を効率化でき、コストを削減できるだけで
なく、ソースコードが公開されているため容易に横
展開が可能となる。例えば、横浜市のコミュニティ
サイクルの駐車管理システムは、地図に Google 
Maps API を使うことでサービス開発費用を抑える
ことに成功している。
　また、私が開発に携わった「VoiceTra」も無料
で利用できる翻訳アプリで、外国語話者を対象とし
た東京都の災害時の避難誘導や神戸市の法律相談窓
口などに活用されている。他にも、総務省統計局が
提供している e-Stat4（政府統計の総合窓口）や内閣
官房および経済産業省が提供する RESAS5（地域
経済分析システム）等、自治体が活用できる無料の
システムはすでにいくつもあるので、自治体関係者
はどんどん取り入れて活用してほしい。

（4）情報セキュリティ
　個人情報を含むデータを活用する際には、いか
にプライバシーを保護するかが重要だが、近年
注目されているのは、PETs（Privacy Enhancing 
Technologies）と呼ばれる、プライバシーを保護し
たままデータ分析を行う技術である。いままで情報
セキュリティといえば認証やデジタル署名、ブロッ
クチェーンが重要であったが、今後は人工知能が
データの暗号を解かないままシミュレーションでき
る秘密計算や、特定期間に変化したデータだけを扱
う差分プライバシー、複数の機関のデータをクラウ
ド上で暗号化したまま預けておき、秘密計算を行う
連合学習等の PETs が重要になっていくと考えられ
る。すでにアメリカではかなり研究が進んでいる一
方、日本の情報セキュリティ研究はまだまだ手薄だ
と感じている。

（5）ノーコードの活用
　職員が自ら開発できるノーコード・ローコードア
プリケーションソフトの導入は重要である。ノー
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コード（開発）とは、ソースコードの記述をせずに
アプリや Web サービスの開発を可能とする手法で
ある。2021 年に株式会社 LIXIL が社員向けにノー
コード開発研修を実施したところ、たった 9 か月で
非デジタル部門の社員が 1 万 7,000 本以上のソフト
ウェアを開発し、そのうち 700 件が実際に運用され
た6。この事例からわかるように、ノーコードを活
用すれば大学や専門機関で IT を学んでいない人で
も簡単にアプリや Web サービスの開発ができる。
すでに東京都では今年度から、ノーコード・ローコー
ド 7 ツールを活用したワークショップ型の研修を実
施して、事務職などの職員から IT 人材を養成する
仕組みを構築しはじめている。データサイエンスや
人工知能を職場で実際に使うのは主として事務系職
種であり、理系人材の育成や教育のみならず、ロー
コードのように文系人材が理系的知識を簡便に身に
付ける工夫も重要である。

（6）思いやり（コンパッション）は消えない
　ジュネーブ高等国際問題開発研究所のリチャー
ド・E・ボールドウィン教授はデジタル技術の未来
について以下のように語っている8。「デジタル技
術は、最初はなかなか進まず、あるときから極端に
成長し始め、そこでディスラプション（破壊的創造）
が起きる。未来では、ソフトウェア・ロボットで自
動化できる仕事は人の手を離れる。新興市場の安価
な労働力に任せられる仕事は、オフショアされるで
あろう。しかし、倫理、創造性、好奇心、モチベーショ
ンなど、人間的で複雑なものに関するビッグデータ
を収集することは、リモート・インテリジェンスや

6　藤本京子「LIXIL がノーコード開発を推進－デジタルの民主化で 1 万 7,000 個のアプリが誕生」ZD Net Japan,https://japan.zdnet.
com/article/35189523/（最終閲覧日 :2023 年１月 19 日）。デジタル化へのニーズはより一層高まっており、デジタル部門だけで全て
のアプリ開発に対応するには限界があった。この課題に対応すべく、デジタル部門の人数を増やすのではなく、非デジタル部門の人
がアプリを開発できるようノーコードによるアプリ開発プロジェクトを実施した。

7　NRI 用語解説ローコード https://www.nri.com/jp/knowledge/glossary/lst/ra/low_code（最終閲覧日 :2022 年 12 月 23 日）ローコー
ドとは、必要最小限のソースコード開発でソフトウェア・アプリ開発を行う手法である。ローコードツールでは多くの機能が提供さ
れており、それらを組み合わせることで高速かつ簡単にアプリを構築できる。

8　リチャード・ボールドウィン「AI, globalization, and the future of work」国際シンポジウム「AI ネットワーク社会フォーラム
2022」https://www.soumu.go.jp/main_content/000811064.pdf( 最終閲覧日 :2022 年 12 月 13 日 ) を参照。

9　Rishi　Bommasani「On the Opportunities and Risks of Foundation Models」arxiv, https://arxiv.org/abs/2108.07258（最終閲覧日:2022
年 12 月 22 日）ファウンデーション（基盤）モデルとは、大量かつ多様なデータで訓練された様々なアプリケーションの基盤とでき
る大規模な AI モデルである。AI モデルは近い将来、少ない手間であらゆる産業やタスクに柔軟に適用できるようになっていくと考
えられる。

10　2023 年に入って世界的な驚きとして話題となっているオープン AI（NPO）の ChatGPT はその初期的な AI といえよう。

AI には困難である」。つまり、AI は最適化行為を
得意とするが、思いやり（コンパッション）や最適
化の対極にある創造力を持っていない。そのため、
AI にはクリエイティブな専門家をサポートする周
辺業務や定型業務を任せるべきである。そして、思
いやりを必要とし、対人コミュニケーションが求め
られる学校の先生、ソーシャルワーカー、窓口で相
談を受ける職員や行政員のような人材については彼
らの職務をサポートできるように AI を強化すべき
だと考える。

（7）新たな人工知能
　今までの人工知能は特定の目的に合わせた最適化
行為を行うものであった。それに対して、現在開
発が進められているのは、非特定目的 AI（Beyond 
specific purpose AI）と呼ばれる人工知能9の実現
に向けた一段レベルの高い AI である。この種の
AI は、人間のように次元の違うものを連携、関連
づけて人間よりも高度な判断を高速に行うことが可
能になると考えられている。あらかじめ文字、画
像、音声、構造化データなど多種多様なデータを学
習させたファウンデーションモデルを基盤に、これ
まで個々の AI が行っていたセンチメント分析や画
像キャプション生成、物体認識などをまとめて扱う
ことが可能になる。この人工知能の技術が実現され
れば、様々な分野でイノベーションが起きるだろ
う10。例えば、教育の分野において、子どもの学力
に応じて必要なサポートを簡単に得られるようにな
る。四則演算や九九をただ暗記させるのではなく、
化学と社会、歴史を関係づけた学習方法や、ゲノム
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と英語を関係づけた学習方法など、様々な教育がで
きるようになると考える。

（8）都市自治体のDXとデジタル田園都市国家構想
　日本における DX の定義は、経済産業省が「企業
がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデ
ジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、
製品やサービス、ビジネスモデルを変革するととも
に、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・
風土を変革し、競争上の優位性を確立すること」11

としている。これは企業の生産性向上による付加価
値の向上を念頭に置いたものである。
　経済産業省は、産業の活性化、経済の伸長、それ
から中小企業の育成等を使命とし、その点に基づい
て DX を上記のように定義し、推進のためのマニュア
ルも発表した。このような取組みは経済産業省の使

11　経済産業省「デジタルガバナンス・コード 2.0」https://www.meti.go.jp/policy/it_policy/investment/dgc/dgc.html（最終閲覧日
2022 年 12 月 26 日）

12　Erik Stolterman,Information Technology and The Good Life, ,2004

命からすれば適切なものであり、抜本的な企業組織、
企業間取引等の改革の狙いがあったと考えている。
　一方、2004 年にスウェーデンの研究者エリック・
ストルターマン氏が提唱した DX は、「IT の浸透が
人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させ
ること12」と定義されており、いわゆる well-being
の向上に役立つようにデジタル技術をうまく誘導し
て使うということを重視した概念である。
　企業の使命は、最適化や効率化によって、利益を
最大化することであり、その意味では、経済産業省
の定義は産業政策をはじめとした行政が進める DX
にも部分的には当てはまる。ただし、企業と違って
都市自治体は市民や地域コミュニティの well-being
向上という、より広い観点からの戦略が必要になる。
　そこで登場したのが、現在、国が打ち出している
デジタル田園都市国家構想である。これはデジタル

図 1　デジタル田園都市国家構想の取組みイメージ 13
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技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地
方の社会課題の解決、地域の魅力づくりといった住
民の well-being の向上を実現し、地方活性化を加速
させようというものである。構想の実現にはデータ
連携基盤をはじめ、共通サービスを支える協調領域
のデジタル基盤が重要である

13

（図 1）。
　各都市自治体は、国が下支えするガバメントクラ
ウドやマイナンバーカードといったデジタル基盤の
サポートを受けて、住民や民間企業と連携しながら
魅力あふれる地域づくりに励んでいただきたい。

2 意見交換
○辻委員（和泉市長）：DX の推進には人材育成と
外部人材の活用が必要になるが、自治体にはそうし
た人材がなかなかいない。そして、優秀な IT 人材
は民間企業との争奪戦で、待遇面で硬直的な自治体
では確保が困難である。やはり国、都道府県のリー
ダーシップで市町村と連携しながら人材確保を進め
る等、DX を進めるための体制をつくってほしい。
○須藤講師：DX を進めるには複数の自治体が連携
することが重要である。学識者、工学系の専門家や
エンジニア等に自治体職員の意見を聞いてもらい、
現場との橋渡しをしてもらうと良い。また、他の自
治体から情報収集したり、業務の効率化やシステム
の導入を検討する際にはコンサルタントの意見を取
り入れたりするなど、近視眼的にならず、広い視野
で見られると良い。
○中野委員（一宮市長）：マイナンバーカード普及
の見通しについて伺いたい。市民の素朴な疑問とし
て、最近ではスーパーやドラッグストアでもポイン
トカードがスマホのアプリに搭載されているのに、
なぜいまさら現物のカードを作らなければならない
のかという意見がある。カードのチップに格納され
ている電子証明書機能を配りたいということであれ
ば、スマホに搭載する方法でも良いのではないか。
デジタル庁は 2023 年 5 月にアンドロイドスマホに
電子証明書機能を搭載すると言うが、カード普及率
は 2022 年 11 月時点でようやく 5 割を超えたところ

13　 デジタル庁「デジタル田園都市国家構想」https://www.digital.go.jp/policies/digital_garden_city_nation/ を参照（最終閲覧日 :2022
年 12 月 26 日）を参照。

である。今後は健康保険証や運転免許証との一体化
を進めるつもりのようだが、2、3 年経てば目論見
通り 100% カードが普及するのか、それともカード
が普及しない状況の中で、アプリで代替する等の方
法に切り替わっていくのか。
○須藤講師：現在は、カード本体をスマホで認証し
て、マイナポータル等のアプリを操作する形をとっ
ており、アプリの機能充実を図っているところであ
る。しかし、長期的にはアプリの機能充実だけでは
なく、カードそのものをどうするかも含めて検討が
必要だろう。
　以前、ウクライナから避難した学生を日本学術会
議にゲストとして招いて話を聞いたところ「日本は
IT 先進国だと思っていたが、こんなに遅れている
とは思わなかった。ウクライナではスマホで何でも
できるのに日本では何もできない」と言われた。ウ
クライナでも国民はカードを持っているが、それを
持ち歩くことはせず、スマホにカード機能を付けて
カード本体は家で保管しているという。J-LIS も同
様の発想で、カード本体はいざというときの重要な
本人確認の手段として家に保管しておき、データの
持ち歩きはスマホで実装していくことを考えている
ようである。
○太田委員（真庭市長）：厚生労働省が国民健康保
険システムを標準化したとき、人口規模が 20 万人
の自治体と 3 万人の自治体とで、似たような負担で
計算がされていた。岡山県の場合、国の示した機器
調達仕様書に沿った調達をすると、小規模自治体の
負担が増大する内容になっている。自治体の予算規
模に配慮した経費負担を考えてほしい。
　また、自動運転について、真庭市が管理する
1,200km の市道は山林に占める割合が多いため、草
木の葉や障害物により、自動運転に必要なカメラや
センサーが機能しなくなってしまう。高速道路では
有効だと思うがそのあたりの実態を伺いたい。
○須藤講師：国はシステムの標準化・共通化を進め
るうえで、システム更新にかかる負担額を、人口規
模の小さな自治体と大きな自治体で一律に扱わない
ように考慮しているが、具体的な事例を出さないと
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理解してもらえないと感じる。
　自動運転については、前処理として AI に映像を
見せて、道路か道路以外かを判定し学習させるのだ
が、相当なコストがかかる。例えば、道路と壁の色
が同じだと壁も道路だと認識して壁に突っ込んでし
まうので、壁は道路ではないと認識させることが必
要である。また、草や樹木は季節によって色や状態
が異なるなど、時間経過で周辺環境は変わってしま
うため、そのような環境要因を学習させていたら膨
大なコストがかかり実現は難しいだろう。自動運転
の実現可能性が高いとされている高速道路であって
も、入口における合流という障壁があり、自動運転
実現に向けて解決しなければならない課題は山積し
ている。
○蝦名委員（釧路市長）：デジタル田園都市国家構
想においても、競争や効率化が重視されている。そ
れ自体は必要だとは思うが、それよりも、自治体は
そもそも何を目指すべきかといった将来像が明確に
示されていないように感じられる。
○須藤講師：それについては、アムステルダムの進
め方が参考になる。住民や市役所をはじめとした多
様なステークホルダーがまちづくりに主体的に参画
し、例えば IT を使ってごみの出し方の効率化を図
る等の最適化を進めている。住民が望むようなまち
づくりをどのようにアレンジするかは、市長のまち
に対する強い思いが重要と考える。
○大杉委員：東京都の「未来型オフィス実現プロジェ
クト」では、2021 年に職員自らが豊洲市場の水産
物等の衛生監視業務のデジタル化を進めた。職員自
らがシステムを構築するため、現場のユーザーの意
見を反映させながら改善を重ねることができ、現場
が求めるデジタル化が達成できた。やはり、業務の
デジタル化は、個々の職場の中で生かしていけるよ
うなものを着地点として見出していかなければなら
ないと感じた事例である。
　しかし、実際に現場の職員がアプリケーションを
開発することは容易なことではなく、東京都の事例
についても民間のソフトウェア会社出身のデジタル
人材が中心となって実現した部分もあり、自治体に
おいては取組みが進んでいないのが現状だと思う。
LIXIL のノーコード開発のように比較的軽易に自治
体職員が自らの業務を改善することができるように

なると大変すばらしいと考えるが、現実的に職員が
ノーコードツール等を活用して業務の最適化を行っ
ていくことの見通しをどう考えているか。
○須藤講師：現場の創意工夫を生かすという意味で
も、自治体においてノーコードツールの利用価値は
高いと考える。業務効率の向上が求められている行
政現場において、デジタルの専門知識を必要とせず、
個々の職場に応じた業務改善が実施できるノーコー
ドツールは非常に重要なツールになるだろう。
○大杉委員：行政の現場において、職員の DX やデ
ジタルに対するアレルギー、抵抗感がある中で、ノー
コードやローコードツールが活用できれば、各自治
体においてデジタル人材の育成が進み、職員のデジ
タルに対する意識も変わってくると思う。
○須藤講師：デジタル化・DX においては主体性を
持った取組みが重要であり、ノーコード・ローコー
ドツール等を活用して主体的にデジタル化に取り組
む姿勢が求められる。このような技術は、自分たち
の創意工夫が発揮できるツールであることを職員に
示し、デジタル化に対する抵抗感を取り除きながら、
各行政現場においてデジタル化・DX を推進してほ
しい。

※文責：日本都市センター研究員　佐々木　伸
※委員の所属先、肩書等は当時のもの。



テーマ

　ナッジとは「ひじでそっと突く」、「そっと押して動かす」と
いう意味で、行動科学の知見の活用により人々がより良い選択
を自発的に取れるように手助けする政策手法である。
　2017 年のリチャード・セイラー教授のノーベル経済学賞受
賞が話題となり、新型コロナウイルス対策への活用がメディア
で取り上げられるなど、近年国内でもナッジへの認知度が高まっ
てきている。
　ナッジは比較的少ない費用負担で市民の自発的な望ましい行
動を促すことができることから行政施策との相性が良いとされ
ているが、規制手法として人々の意思決定を操作し、自由や自
主性を侵害しているという批判もあり、ナッジの運用には透明
性と説明責任が求められる。
　そこで、今回は「自治体におけるナッジ」をテーマとし、ナッ
ジに取り組む体制づくりや活用事例を取り上げ、都市自治体に
おける取組みのあり方を考えたい。

自治体におけるナッジ
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認知バイアスとナッジ

青森大学客員教授　竹林　正樹

テーマ

　正しい知識を得ても行動をしない一因に、認知バイアス（系統的な認知の歪み）がある。認知バイアスの特性に沿っ
て人を動かす設計がナッジである。ナッジにより費用対効果が高い形で行動へ一歩踏み出すことができ、更に普及
啓発と組み合わせることで行動定着へ繋がることが期待される。
キーワード　認知バイアス、直感、ナッジ、異時点間の選択、エビデンス

1　はじめに
　自治体では人員・物資・予算が限られている一方
で、高い成果が求められている。この難題の解決に
は既存の手法だけでは限界がある。本稿ではナッジ

（nudge）を用いた解決策を提案する。ナッジは「ひ
じで軽くつつく」を意味する英語で、学術的には「選
択を禁じることも経済的なインセンティブを大きく
変えることもなく人々の行動を予測可能な形で変え
る選択的アーキテクチャのあらゆる要素 1」と定義さ
れる。この定義が難解なためなのか、ナッジへの誤
解が散見される。これは研究者として、実に悲しい。
本稿では「なぜナッジで人は動くのか？」のメカニ
ズムをシンプルに解説する。難しいものを難しいま
ま紹介するのはナッジの理念に反するため、本稿で
は難解な経済学用語も数式も使っていない。ナッジ
の定義も本文中で平易な表現で置き換えている。気
軽に読み進めてほしい。
　ナッジをイメージするため、2 つの実験を紹介する。

1　セイラー RH，サンスティーン CR．遠藤真美訳（2009）『実践行動経済学』日経 BP 社、pp.17-18.
2　Wells GL. Petty RE （1980） The effects of overt head movements on persuasion: compatibility and incompatibility of responses, 

Basic and Applied Social Phychology1, 1, pp.219-230.
3　Redelmeier DA. Kahneman D（1996）. Patients' memories of painful medical treatments: real-time and retrospective evaluations 

of two minimally invasive procedures. PAIN. 66. pp.3-8.

実験 1　被験者を 2 つのグループに分け、A グ
ループは頭を上下に揺らし頷くジェスチャー
で、B グループは頭を左右に揺らして拒絶する
ようなジャスチャーでラジオの演説番組を聴く
ように指示した。その後、番組の意見を尋ねた
ところ、A グループの賛成者が明らかに多かっ
た 2。
実験 2　患者 C と患者 D が内視鏡検査を受け
た。患者 C の方が短時間で終わり、痛みのピー
ク回　数もトータルの痛みも少なかったが、内
視鏡を抜く時の痛みは患者 C の方が強かった。
終了後に両者に感想を聞いたところ、患者 C
の方が苦痛を訴えた 3。

　実験 1 ではジェスチャーという最初の刺激によっ
て判断が変わり、実験 2 では最後の印象が記憶に
残った様子が観察された。これらを住民向けの説明
会に応用する。最初と最後をポジティブな印象を与
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える設計にすることで、住民は内容を好意的に受け
止め、行動にも繋がりやすくなるだろう。このよう
に心理傾向の特性を踏まえて望ましい行動へと促
す設計がナッジである。
　ナッジ提唱者の R. セイラーがノーベル経済学賞
を受賞したこともあり、ナッジはエビデンスに基づ
く行動促進手法として存在感を増している。本稿で
はエビデンスの多いヘルスケア部門でのナッジを
中心に紹介する。ただし、他分野の人も楽しめるよ
うに工夫している。読み終わった時に「ナッジを
使ってみたい」と感じていただけたら、嬉しく思う。

2　心と行動
（1）知識と行動のギャップ
　人はなぜ望ましくない行動をするのだろうか？
知識がないからだろうか？　がん検診受診をテー
マに考える。
　日本では 2004 年の乳がん検診受診率は 20％、
2005 年のマンモグラフィ有用性の認知度は 55％
だった。そこでピンクリボンキャンペーンを中心と
した意識啓発を行ったところ、2007 年には認知度
が 70％まで高まったが、乳がん検診受診率は 20％
だった4。同年、内閣府が未受診理由を調査した結果、
1 位は「たまたま受けていない」だった。人は正し
い知識を得ても、必ずしも命を守る行動をするわけ
ではないようだ。

（2）直感と認知バイアスと理性
　頭でわかっていても望ましい行動ができない背
景を「直感と理性」という脳のメカニズムからひも
解いていく。直感は日常判断を担当し、存在感があ
り本能的で力が強いため、「象」に例えられる5。直
感は働き者だが、本能的であるためによく歪んだ解
釈をする。系統的に歪んだ解釈をする心理傾向を

「認知バイアス」と呼ぶ。
　それに対して理性は「象使い」のイメージで、自

4　希望の虹プロジェクト . 受診率を上げるための基礎知識 . https://rokproject.jp/kenshin/knowledge2.html
5　Haidt J （2013） The righteous mind: why good people are divided by politics and religion, Vintage. 
6　Baumeister RF, Bratslavsky E, Muraven M, et al （1998）. Ego depletion: Is the active self a limited resource? Journal of 

Personality and Social Psychology, 74（5）, pp.1252–1265. https://doi.org/10.1037/0022-3514.74.5.1252
7　Danziger S, Levav J Avnaim-Pesso L （2011） Extraneous factors in judicial decisions, Proceedings of the National Academy of 

Sciences, 108 （17）, pp.6889-6892.

制を司る。理性の発動には多大なエネルギーを要す
るため、普段は休んでおり、直感だけでは手に負
えない場面で出現する（図 1）。理性は有限であり、
一定量を使うと枯渇する6。このため、日常判断の多
くは直感が行い、重要な判断になると理性が出現
する。多くの人は昼食を選ぶ場面では直感が決め、
志望大学を選ぶ場面では理性が決める。
　なお、文献によっては「直感と理性」のことを「シ
ステム 1 とシステム 2」、「ヒューリスティックシス
テムとシステマティックシステム」「ホットシステ
ムとクールシステム」「経験的システムと合理的シ
ステム」などと表現するものもある。これらの表現
が出てきたら、「直感と理性」と置き換えるとイメー
ジしやすくなるだろう。

図 1　直感と認知バイアスと理性
	 （イラスト　すなやまえみこ）

問 1　イスラエルでは裁判官による仮釈放申請
の承認率は、昼休み直後は 65％だった。では
昼休み直前は何％だったか？
① 0％　② 40％　③ 80％

　正解は①のほぼ 0％だった 7。昼食前は理性がうま
く機能せずに認知バイアスに影響され、却下という
楽な判断を選んだ。これに対し、昼食後は理性が機
能して柔軟な判断になった。裁判官でも認知バイア
スの影響を受けた判断をしたことは、示唆に富む。
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（3）代表的な認知バイアス
　認知バイアスを理解することで、行動の背景が見
えてくる可能性がある。代表的な認知バイアスを表
1 に示す。
　このうち、特に行動の阻害要因になりやすい 3 つ
の認知バイアスを紹介する。
ア　現状維持バイアス
　現状維持バイアスが強いと、頭では変化の必要性
を理解しても、現状を変えたがらなくなる。
イ　現在バイアス
　喫煙者 X 氏はタバコを 1 本吸う快楽を 100、将
来、肺がんになる場合の苦痛を 1 億と見積もったと
する。X 氏は長期的な視点からは、1 億の苦痛を避
ける方を選ぶべきである。しかし、現在バイアスに
影響されると目の前の誘惑に衝動的に飛びつきやす
くなり、禁煙を先送りしてしまう。実際に、喫煙者
や肥満者は現在バイアスが強いことが報告されてい
る8。
ウ　楽観性バイアス
　A 氏は自分の将来の糖尿病リスクを 40％、B 氏
は 10％と見積もったとする。ここで 2 人に「平均
は 30％」と伝えたところ、A 氏はリスクを 31％へ

8　 Lawless L, Drichoutis AC Nayga RM （2013） Time preferences and health behaviour: A review. Agricultural and Food Economics, 
1（1）: 17.

9　阿部修士 （2018） より良い意思決定の実現に向けて：脳とこころの傾向と対策．日本健康教育学会誌 , 26, pp.404-410.

と下げたが、B 氏は 14％と少ししか上げなかった9。
B 氏のように楽観性バイアスが強い人は、正しい情
報を得ても自分事としてとらえないため、望ましい
行動に繋がりにくくなる。

（4）異時点間の選択
　がん検診受診は命に関わるものであり、理性が判
断するべきテーマである。一方、検診は「面倒が発
生するのは今、効果出現は将来」という「異時点間
の選択」の性格を有し、認知バイアスに影響されや
すい。がん検診の重要さを理解しても「今まで受け
なかったし、別に今でなくてもいいか」という認知
バイアス的思考になると、受診を先送りにしてしま
うだろう。それでもがんになった時に、自分の選択
に悔いが残らなければ問題は少ないのかもしれな
い。しかし、多くの人はがんになった時に「検診を
受けておけばよかった」と後悔する。そして、社会
保障費は火の車である。このため、受診へ促すこと
は長期的に本人や社会のためになると言えよう。

表 1　代表的な認知バイアス

認知バイアス 特徴

損失回避バイアス
現状維持バイアス　　　
投影バイアス　　　　　
現在バイアス　　　　　
楽観性バイアス　　　　
正常性バイアス　　　　
自信過剰バイアス　　
確証バイアス　　　　　
同調バイアス　　　　　
後知恵バイアス
先行刺激バイアス
ピークエンドバイアス

利得よりも損失を強く感じる心理傾向
現状維持を好む心理傾向
現在の状況を将来に過度に投影し、未来を正しく予測できない心理傾向
将来の大きなメリットよりも目先のメリットを優先する心理傾向

「自分は大丈夫」と根拠なく楽観視する心理傾向
予想外の事態でも、正常時と同様の判断をしてしまう心理傾向
自分に関することを高く評価する心理傾向
自分に都合の良い情報ばかりを集め、反証する情報を軽視する心理傾向
他人と同じ行動をしたくなる心理傾向
結果を知った後に「自分は予測できていた」と考える心理傾向
最初に受けた刺激によってその後の行動が影響される心理傾向
物事のピークと最後の印象を思い出す心理傾向
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３　人を動かす手法
（1）介入の 5 段階
　人を動かす方法には、大別して「正しい情報を提
供する（普及啓発）」「行動したくなる環境を整える

（ナッジ）」「褒美を与える（インセンティブ）」「罰
を与える（逆インセンティブ）」「選択を禁止する（強
制）」の 5 つの段階がある10。逆インセンティブや強
制は確かに効果的な手法だが、権限の裏付けが必要
であり、実施できる場面は限られる。普及啓発やイ
ンセンティブで行動に移るとよいのだが、前述の乳
がん検診の事例のように、認知バイアスに影響され
ると効果が見られない場合がある。

（2）ナッジ
　私はかつて「認知バイアスが諸悪の根源であり、
根絶させるべき」と考えた時期もあった。しかし、
研究を重ねるにつれ、この考えが誤っていたことに
気づいた。認知バイアスの影響を完全に排除するに
は、常に理性が作動しなければならず、現実的では
ない。そして認知バイアスには行動に必要な面もあ
る。現状維持バイアスがあるから一度決めたことを
やり抜く心が生まれ、現在バイアスがあるから目の
前のことに集中でき、楽観性バイアスがなければ私
たちは過度に悲観的になって一歩も動けないかもし
れない。そのため、「認知バイアスとどう付き合え
ばいいのか？」を考えていく必要がある。
　ここで基本に戻ろう。認知バイアスは「系統的な
認知の歪み」である。系統的ということは、「この
タイミングで、この刺激が加わると、直感はこのよ
うに反応する」ということが一定の確率で予測でき
ることを意味する。その結果、行動の阻害要因とな
る認知バイアスを抑制し、促進要因となる認知バイ
アスを味方につけることで、望ましい行動へと促す
設計が可能になった。この設計がナッジである（図
2 参照）。これまでの説明から、ナッジの定義を平
易な表現で換言すると図 3 のとおりになる。

（3）EAST の枠組み
　ナッジを設計しようにも、相手がどんな認知バイ

10　Prochaska JO, Velicer WF （1997） The transtheoretical model of health behavior change. American Journal of Health Promotion 
12（1）, pp38-48.

図 2　	認知バイアスとナッジ（イラスト　すなやまえみこ）

図 3　ナッジの定義の平易な言い換え

「選択を禁じることも経済的なインセンティブ
を大きく変えることもなく」
→強制や罰、褒美を使わず

「人々の行動を予測可能な形で変える選択的
アーキテクチャのあらゆる要素」
→認知バイアスの特性に沿った設計



都市とガバナンス Vol.3912

自治体におけるナッジ

アスを持っているかが具体的にわからないことも少
なからずある。その場合、「多くの人が持つ認知バ
イアスに対応した汎用性のあるナッジ」が使いや
すい。汎用性のあるナッジの枠組みとして、EAST

（Easy：簡単に、Attractive：印象的に、Social：社
会的に、Timely、タイムリーに ）がある。行動ま
でにかかる労力はどんなに小さくても、行動の阻害
要因になり得る 11。その場合でも直感的に「簡単だ」

「面白そう」「皆がやっている」「今ならやってもいい」
と感じると一歩踏み出しやすくなる。逆に言うと、
頭で行動の重要性を理解しても、「面倒」「つまらな
さそう」「誰もやっていない」「忙しいのに…」と感
じると、なかなか行動する気が起きない。厚生労働
省は、がん検診受診促進のナッジについて、EAST
別に紹介している12 （表 2）。EAST はナッジ設計者
が常に心がけておくのが望ましい 13。
　ただし、1 つの介入に EAST の全要素を盛り込も
うとすると複雑になり、Easy 要素が阻害される可
能性がある14。このジレンマを解消するには、Easy
を最優先にするのがよいだろう。前述のハンドブッ
ク12 で紹介されたがん検診受診率向上のナッジの大
半は、Easy 要素が確保された上で、他の要素を組

11　The behavioural insights team （2014） EAST: four simple ways to apply behavioural insights. https://www.bi.team/publications/
east-four-simple-ways-to-applybehavioural-insights/.

12　厚生労働省 （2019） 受診率向上施策ハンドブック（第 2 版）．https://www.mhlw.go.jp/content/10901000/000500406.pdf.
13　大竹文雄（2019）行動経済学の使い方，岩波新書，59-63
14　竹林正樹，吉池信男，竹林紅 （2021） ナッジを用いた職域用体重測定促進介入のプロセス評価 , 日本健康教育学会誌 , 29, pp.173-181.
15　Shiv B, Fedorikhin A （1999） Heart and mind in conflict: the interplay of affect and cognition in consumer decision making. 

Journal of Consumer Research, 26（3）, pp.278–292. https://doi.org/10.1086/209563
16　カーネマン D, 村井章子訳 （2014）ファスト＆スロー（上）, 早川書房 , pp.74-93.

み合わせたものだった。 
　私が以前、Easy ナッジを推奨したところ、現場
の人から「全部が必要な情報であり、簡素化できな
い。多少疲れても対象者は我慢して読むべきだ」と
いう声が寄せられた。では問 2 を考えよう。

問 2　被験者に 7 桁の数字を記憶してもらった。
記憶している間に目の前のケーキとサラダが出
された。どちらを選ぶ人が多かったか？

　結果は、ケーキを選ぶ人が顕著に多かった15。理
性は記憶に忙殺されている間、直感を制御すること
が難しくなる。そして、直感は甘いものが大好きで
ある16。住民向けの健康教室で、参加者に健康情報
を大量に与えて疲れさせると、参加者は逆にケーキ
を食べたくなる可能性が高まる。問 1 では、疲れた
裁判官は直感的な行動に走った。その意味でも、相
手に理性的な行動をしてほしい時は、疲れさせない
ようにシンプルに伝えることが重要になる。確かに
全てが多かれ少なかれ「必要な情報」なのかもしれ
ない。しかし、その中にも優先順位はある。「相手
は誰で、その人に本当に伝えたい情報は何で、相手

表 2　EAST別の受診率向上例

EAST 事例

Easy 勧奨ハガキに申し込みプロセスを一目でわかるように記載したところ、受診率が 3.7
ポイント向上（千葉県千葉市）

Attractive 「今年度大腸がん検診を受診した人には来年度も検査キットを送ります」という利
得表現から「今年度受診しないと、来年度検査キットを送りません」という損失表
現に変更したところ、受診率が 7.2 ポイント向上（東京都八王子市）

Social 通知に受診予定日時の記載欄を作ったところ、受診率が 3 倍に向上（東京都立川市）

Timely 受付期間終了 1 か月前に受診喚起のショートメッセージを送信したところ、25.6％
が受診（千葉県千葉市）

文献 12 から抽出
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はその情報を受け取ると本当に行動に繋がるの
か？」を厳格に検討しないと、「必要な（のかもし
れない）情報」がどんどん膨れ、相手は真に必要な
メッセージを見失ってしまうだろう。だからこそ、
真に必要なメッセージを厳選してシンプルに伝える
Easy ナッジが重要になる。

（4）ナッジの注意事項と解決策
　ナッジは万能ではない。注意事項を踏まえた活用
を心がけたい。

【注意事項 1】効果の限定性
　ナッジは最初の一歩を踏み出すには向いている
が、持続的な行動変容への効果はほとんど立証され
ていない 17。私は、「ナッジで行動変容ステージ 18 を 1
段階昇る」といったくらいの感覚でナッジを用いて
いる。ナッジの効果は限定的である。行動定着を目
指すには、普及啓発によるリテラシー向上といった

「理性への働きかけ」が望ましい。ただし、普及啓
発では最初の一歩を踏み出すこともできない現状で
は、「ナッジで一歩踏み出し、普及啓発でブースト（加
速）」という組み合わせが望まれる。

【注意事項 2】倫理性の確保
　ナッジは直感に訴え、望ましい行動へと促す設計
である。一方、望ましくない行動へと誘導する設計
をした場合でも、相手は直感的にそれに従ってしま
う危険性がある。ナッジの悪用を「スラッジ」と呼び、
ナッジと区別する。意図せずに「うっかりスラッジ」
となってしまうケースもあり、注意を要する。研究
者はナッジを設計する場合は、所属機関の倫理審査
を受けるが、自治体には倫理審査会が設置されてい
ないところも多い。次善の策として、日本版ナッジ・
ユニットによる倫理チェックリスト19 20 を活用する
のがよいだろう。

17　Ledderer L, Kjær M, Madsen EK, et al （2020） Nudging in public health lifestyle interventions: a systematic literature review and 
metasynthesis. Health Education & Behavior, 47, pp.749–764.

18　Prochaska JO, Velicer WF （1997） The transtheoretical model of health behavior change. American Journal of Health Promotion 
12（1）, pp38-48.

19　環境省　日本版ナッジ・ユニット BEST ナッジ倫理委員会．ナッジ等の行動インサイトの活用に関わる倫理チェックリスト　①調
査・研究編．http://www.env.go.jp/earth/ondanka/nudge/renrakukai16/mat_01.pdf．

20　環境省　日本版ナッジ・ユニット BEST ナッジ倫理委員会．ナッジ等の行動インサイトの活用に関わる倫理チェックリスト　②社
会実装編．https://www.env.go.jp/content/900447987.pdf.

21　OECD ウェブ . https://stats.oecd.org/index.aspx?queryid=30159&fbclid=IwAR2NkbhBDdt1wXpzf6wKmFZ_-ArUmfTkSkyfquRlf
vMqzSWWEsTRKxjpBjc

【注意事項 3】外部妥当性
　日本でのナッジに関するエビデンスが海外に比べ
て少ない。そしてナッジの効果は文化的背景や社会
制度の影響を受ける。このため、外国で効果が見ら
れたナッジが必ずしも日本でも再現されるとは限ら
ない。この弱点を克服するには、私たちがナッジを
実施した後は効果を検証し、事例を蓄積していくこ
とが求められる。

【注意事項 4】逆効果
　皆様は図 5 のような広報を見たことはないだろう
か？これは問題意識に訴えかける Attractive ナッ
ジとして設計されたようだ。しかし、検診を受けよ
うかどうか悩んでいる人には「皆が受けていないの
だから、自分も受けなくてもいいか」と同調バイア
スを刺激し、受診を先送りさせる可能性を高める。
この場合、図 6 のように右肩上がりのグラフにした
方がよいだろう。逆効果は、内部決裁だけでの「ぶっ
つけ本番」によって生じやすくなる。このため、専
門家の意見を聞くとともに、ターゲット層に予備調
査を行うことを推奨する。私はナッジのチラシを作
る時には、20 人以上に予備調査することにしている。

図 5　ネガティブな同調効果に訴求する広報

日本は子宮頸がん検診受診率が
低い。このままでいいのか︖

米国 イタリア 韓国 日本

100%

50%

0%

44％
83% 81%

52%

　　　OECD. Stat 21 を一部改変
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図 6　改善後の広報

　　 国立がん研究センターウェブ 22 を一部改変

（5）ナッジを使うメリット
　一方、自治体がナッジを活用することには多くの
メリットがある。2 つに絞って紹介する。

【メリット 1】豊富なエビデンス
　ナッジはエビデンスに基づくものが多い。これは
EBPM（エビデンスに基づく政策立案：Evidence-
based policy making）と相性が良いだけでなく、
実施方法を見つけやすいという利点がある。私が
ナッジを設計する場合、自分で無の状態から生み出
すことはせずに、google scholar で類似の先行事例
を検索し、ターゲット層に合うように調整していく。
例えば食行動ナッジを設計する場合、「eat nudge」
で検索すると 2 万件以上ヒットする。最近は自動翻
訳機能が洗練されてきたので、海外文献から検索す
るのが以前ほど苦労しなくなった。どうしても日本
語論文にこだわるのであれば「食　ナッジ」で検索
すると、266 件ヒットする。これらに全部目を通す
のは大変なので、更に「systematic review（系統
的レビュー）」「public health（公衆衛生）」などの
検索ワードを加えて 100 件程度まで絞り込み、一通
り抄録（論文の要約）に目を通す。その上で効果の
見られたナッジのうち、活用できそうなものを厳選
していく。
　なお、（4）の【注意事項 3】では「日本ではナッ
ジ事例が少ない」と述べたが、最近は日本の研究が
増えつつある。例えば、文字だらけの学会チラシ（図

22　国立がん研究センターウェブ . https://ganjoho.jp/reg_stat/statistics/stat/screening/screening.html?fbclid=IwAR3nju0hQxjAx17T
Jkf8z5WQfBsQB3x5pYDx1lQESzC5zA5xOVHMz-fIoaQ

23　竹林正樹，小山達也，千葉綾乃他 （2022）. 大学生を対象にした健康教育関連シンポジウムのチラシにおけるナッジ別の参加意欲の
検証：ランダム化比較試験．日本健康教育学会誌．30, pp.240-247.

24　Benartzi S. Beshears J. Milkman KL, et al（2017） Should governments invest more in nudging?, Psychological Science, 28, 
pp.1041-1055.

25　他誌に論文投稿中

7）に比べ、文字数を削減し、4 コマ漫画で誘引し、
学会長の似顔絵を描いたチラシ（図 8）は、参加意
欲のある人が 1.6 倍に有意に増えた23。このように数
値で効果が示された先行研究は、活用しやすい。
　ナッジは総じて費用対効果が高いことが報告され
ている24。例えば、職域でのインフルエンザワクチ
ン接種促進では、受診予定日時を書き込める用紙
を渡された場合（実行意図ナッジ）、無償化の場合
より費用対効果が 12 倍高くなった 。また、私が関
わった自治体の研究では、職員向け E メール本文
に EAST ナッジを設計したところ、通常の E メー
ルより文末記載の URL クリック率が有意に高まり、
その費用対効果は 2.3 倍だった25。

【メリット 2】広い応用性
　前述のとおり、ナッジは住民向けメッセージや職
員向けメールに使われている。また、青森県むつ保
健所では、職員向け健康教室で、冒頭に先行刺激ナッ
ジを用いて自己効力感を高めるグループワークを
行った後に定期的体重測定を推奨する講話を実施し
た。その結果、参加者の 60％が半年後も体重測定
を継続した 。このように、ナッジは多様な分野で
応用可能であり、今後もナッジの実践場面は広がっ
ていくだろう。

3　結論
　認知バイアスの特性を踏まえたナッジによって行
動へ一歩踏み出しやすくなる。更に普及啓発と組み
合わせることで、行動定着へ繋がると期待される。
自治体でのナッジの実践は始まったばかりであり、
これからどう育っていくのかは、私たちの手に委ね
られている。一緒にナッジを育てていけたら、私は
嬉しい。

COI 開示
　本稿の執筆に当たり、開示すべき利益相反関係に
ある企業等はない。

日本では子宮頸がん検診受診率が
増えています。

2010   2013    2016   2019

50%

50%

0%

44％

38% 42% 42%
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図 7　典型的な学会チラシ 図 8　ナッジが設計された学会チラシ
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1　はじめに
　人の行動を望ましい方向に動かす手段である

「ナッジ（nudge）」は、近年、世界中で官民問わず
用いられるようになっている。本稿では特に、自治
体レベルでの公共政策においてナッジが用いられる
場合を念頭に置き、その倫理的・法的・社会的課題

（ELSI）を考えることとする。

2　ナッジとは何か
2.1　ナッジの定義
　ナッジという言葉が知られるようになったのは、
アメリカの経済学者リチャード・セイラーと公法学
者キャス・サンスティーンの 2008 年の共著『実践 
行動経済学』（原題は Nudge）以来である。そこで
のナッジの定義は次の通りである。

どんな選択肢も閉ざさず、また人々の経済的イ
ンセンティブも大きく変えることなく、その行
動を予測可能な方向に改める選択アーキテク
チャの全様相（Thaler & Sunstein, 2008, p. 6）。

　この後、ナッジは世界中で使われるようになり、
また多様な形態を取るようになる。サンスティー
ンらをはじめとしたナッジ論者たちが出す例も広

がり、何がナッジなのかよくわからないといった
批判がなされることも多い。しかし、この定義自
体はよく作られたもので、現在の多様化したナッ
ジも包含することができる。実際、セイラーとサ
ンスティーンによる上記の著書の 2021 年の改訂版
である『NUDGE 実践 行動経済学 完全版』（原題 
Nudge: The Final Edition）でも同じ定義が引き継
がれている。
　この定義にはいくつかの重要な要素がある。まず、

（1）「どんな選択肢も閉ざさず」とは、ナッジには
従わない自由が保障されているということである。
この点で、法律に基づいた強制とは区別される。（2）

「人々の経済的インセンティブも大きく変えること
なく」とは、金銭などによる報酬をともなわないと
いうことである。多額の補助金を出して人の行動を
変えるような政策はナッジから区別される。（3）「そ
の行動を予測可能な方向に改める」とは、ナッジは
特定の目的があり、それに向けて人を動かす手段で
あることを示している。（4）「選択アーキテクチャ」
とは、人が意思決定をする際の環境であり、ナッジ
は人を動かすにあたって本人に直接働きかけるとい
うよりも、環境のほうを変える間接的な手段なので

自治体現場とナッジ

愛知大学法学部准教授　吉良　貴之

　本稿では、人の行動を変える手段として近年、注目を集めている「ナッジ」について、特に自治体レベルでの公
共政策として用いられる場合を念頭に置き、その倫理的・法的・社会的問題（ELSI）を考える。ナッジは無意識
に訴えかける「行動バイアス利用ナッジ」だけでなく、「熟慮促進ナッジ」など多様な形態をとるが、それは近年
の EBPM 重視など「行政の科学化」の流れで最もよく理解される。ナッジは領域横断的な問題に使われやすいが、
その場合、行政の縦割りを超えた取り組みが必要になるだろう。また、ナッジの効き方には個人差が大きいが、社
会的格差拡大につながらないように、他の多様な手段と組み合わせて使うべきである。
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ある。（5）「全様相（any aspect）」とは、そのよう
に作られた環境が人に対して効果を発揮するよう
な、あらゆる面をナッジと呼ぶということである。
　ナッジには特定の目的をもった製作者がいるが、
その一方で当然ながら「ナッジされる側」の人々も
いる。後でまた述べるが、その「ナッジされる側」
にとってナッジはさまざまに異なった見え方をする
し、また効き方も異なってくる。その個人差の面が

「様相」という言葉で示されている 1。

2.2　程度問題としてのナッジ
　このナッジの定義は、それ以外の人を動かす手段、
たとえば法律による強制や補助金による誘導などと
ナッジを区別している。しかし、その区別は必ずし
も厳密なものではなく、サンスティーンらの最近の
著書ではむしろ程度問題であることが強調されてい
る（Sunstein 2020）。法律には特に罰則を設けず、
理念的な目標を掲げる種類のものも多くある。また、
たとえ罰則があるとしても、実際にはそれほど適用
されないこともある。そうした法律の場合、強制的
な要素よりも、人を間接的に「誘導」することのほ
うに主眼が置かれている、あるいは事実としてそう
いう働きをしている、ということがある。
　そうした法律については「ナッジ的」という言
葉で捉え、上記の定義で示されている要素によっ
て評価したり、あるいは望ましいナッジの条件に
よってその法律のあり方を検討するといったこと
もできる。たとえばサンスティーンは、FEAST

（Fun：楽しさ、Easy：簡単、Attractive：魅力的、
Social：社会的、Timely：タイムリー）といったも
のをあげているが（Sunstein 2020, chap. 4）、法律
をナッジ的に捉えるとは、こうした評価項目によっ
て法律を考える視点がもたらされることを意味して
いる。補助金による誘導なども同様に、厳密にナッ
ジかどうかを区別するというより、ナッジ的な視点
から程度問題として見ていくことで新しい点が見え
てくるということもあるだろう。

2.3　多様化するナッジ
　ナッジは当初、人の無意識のバイアスを利用した

１　この論点につき、参照、吉良（2023）。

誘導であるという理解が多くなされてきた。心理学
者ダニエル・カーネマンの著書『ファスト＆スロー』

（Kahneman 2012）の「二重過程理論」によれば、
人の思考には、（1）直感的に反応する「速い思考」と、

（2）じっくり熟慮する「遅い思考」の 2 つのプロセ
スがあるとされる。ナッジは人が意思決定する環境
に働きかけることにより「速い思考」に影響を与え
る、つまり、じっくり考えるプロセスを飛ばす形で
人の行動を誘導するということである。例を出せば、
食堂で手前のところにサラダを置けば、目立つもの

（顕著性：salience）に反応しやすいという無意識の
バイアスによってサラダが多く食べられるようにな
る、そして食生活の改善につながる、といったもの
が有名である。この種類のナッジは、いくら選択の
自由が残されているといっても、無意識のうちの操
作として反発も受けやすい。こうしたナッジを「行
動バイアス利用ナッジ」と呼ぶことにする。
　他方、ナッジには「遅い思考」に働きかける種類
もある。情報提供することによってじっくり考えさ
せることを目的とするナッジである。たとえば、食
品の栄養表示をわかりやすくすることによって、こ
れから食べるものをじっくり考えさせるといったこ
とである。こうした種類のナッジを「熟慮促進ナッ
ジ」と呼ぶことにする。
　以上のように、ナッジには大きく分けて、「速い
思考」に働きかける「行動バイアス利用ナッジ」と、

「遅い思考」に働きかける「熟慮促進ナッジ」の二
種類があるといえる。公共政策としてナッジを用い
る場合、両方の形がありうるが、どちらにあたるか
によって考慮すべき倫理的問題も異なってくること
は注意しなければならない。特に近年、公共政策と
して用いられるナッジにはメッセージ提供の工夫に
よる熟慮促進ナッジが増えており、それを従来の行
動バイアス利用ナッジの問題から考えるとすれ違い
が起きてしまいかねない。
　とはいっても、ここで留意しなければならないの
だが、「行動バイアス利用ナッジ」「熟慮促進ナッジ」
の区別は相対的なものであり、実際には両者の要素
が混じったものもある。
　またさらに重要なこととして、2.1 節でナッジの
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定義に「様相」があることに注意を促したが、ナッ
ジは人によって見え方が異なるものであり、同じ
ナッジが、ある人にとっては行動バイアス利用ナッ
ジとなり、別の人にとっては熟慮促進ナッジになる
ということがある。
　例をあげると、スーパーマーケットのレジの前に
ソーシャル・ディスタンスを取るためのテープが貼
られていることがあるが、これは、その目的を知ら
ない人にとっては無意識に働きかける行動バイアス
利用ナッジであり、その目的を知っている人にとっ
ては、それに従うかどうかをじっくり考えさせる熟
慮促進ナッジである。これはさらに新型コロナウイ
ルス感染拡大防止への意識などによって、また見え
方が異なってくるものである。極端なことをいうと、
ナッジは「される側」の数だけあり、一般的な効果
を狙おうとする公共政策ナッジはその個人差をどの
ように捉えるべきかが問われるのである。

3　行政とナッジ
3.1　ナッジの歴史的背景
　ナッジは近年、新しく登場した手法であるという
理解がなされやすく、それゆえの警戒もあるようだ。

「ナッジ」という言葉が明確に用いられるようになっ
たのは 2008 年のサンスティーンとセイラーの著書
以降のことであり、さらに 2020 年以降の新型コロ
ナウイルスの世界的大流行によって世界的な注目を
集めるようになったのは確かである。しかし、新し
い手段であることを強調しすぎても、ナッジの意義
を捉え損ねることになりかねない。特に公共政策に
使われるナッジを考える場合、20 世紀以降の行政
活動の世界的な大きな流れを踏まえる必要があるだ
ろう 2。以下、4 段階に分けて素描する。

（1）  行政の科学化：行政活動は科学的根拠に基づ
いて行われなければならない。

（2）  社会実験としての行政：世界恐慌から第二次
世界大戦を経て、1950 ～ 60 年代の冷戦期にお
ける競争まで、行政活動は大規模な社会実験
としての性格を強めていった。

（3）  「小さな政府」化：1980 年代以降、先進各国
は軒並み経済危機に陥り、民営化・自由化に

２　3.1 節および「行政国家」状況でのナッジについて一般的に参照、吉良（2022a）。

よる「小さな政府」が目指された。そこにお
いて行政は公共サービスの直接の供給者から、
規制・監督といった間接的な役割を強く担う
ようになった。

（4）  情報技術の発展：2000 年代以降、インターネッ
トの普及、人工知能（AI）によるビッグデー
タ解説技術の発展など、ナッジの技術的基盤
が整った。

　以上をまとめると、20 世紀以降「科学的」行政
の方向性がますます確固としたものになる一方、
1980 年代以降、厳しい予算的制約のもとで行政活
動の性格が変化し、そして 2000 年代以降、新しい
統治手段の基盤となる情報技術が発展した、という
ことになる。そして、ナッジは効果を実験によって
検証しながら改善させていく営みであるが、こうし
た歴史的背景と行政活動の変化を踏まえたうえで適
切な位置づけがなされなければならない。

3.2　行政国家とナッジ
　現代の行政は、立法や司法を待っていては手遅れ
になるような緊急かつ膨大な課題について、広範な
裁量をもって取り組むことがますます求められるよ
うになっている（いわゆる「行政国家（administrative 
state）」化）――新型コロナウイルス対策はまさ
にその典型例といえるだろう。そこではエビデン
スのある政策形成（EBPM; Evidenc-Baced Policy-
Making）が強く求められる一方、予算的制約はきわ
めて厳しい。そうした状況で、「ランダム化比較試
験（RCT: Randomized Controlled Trial）」 に よ る
効果のエビデンスを示しやすく、かつ安価な手段
によって目的を達成できるナッジが注目されるよ
うになったのは自然な流れといえる（高橋・津田 
2022）。特に財政難の地方自治体にとってナッジは
注目を集めるものとなっている。
　現在、ナッジは世界各国で官民問わず用いられて
いるが、行政においてはいわゆる「ナッジ・ユニッ
ト」といったチームが組織されることが多い。日本
では中央省庁レベルでは 2017 年頃から環境省や厚
生労働省、経済産業省などで積極的に取り組まれて
いるほか、地方自治体では、2019 年に横浜市の有
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志職員によって立ち上げられた「横浜市行動デザイ
ンチーム（YbiT）」が最初のものとされる。近年で
は住民サービスの向上や日常業務の効率化のために
数多くの自治体でナッジが用いられるようになって
いる。
　こうした全国的な関心の高まりを受け、自治体職
員向けとして、『ナッジ・行動インサイトガイドブッ
ク：エビデンスを踏まえた公共政策』（白岩ほか編 
2021）や『自治体職員のためのナッジ入門：どう
すれば望ましい行動を後押しできるか？』（Policy 
Garage 編 2022）といった平易な入門書が出版され
たり、大阪大学・行動経済学研究所によるウェブサ
イト「自治体ナッジシェア」で全国の自治体のナッ
ジ実践の情報が集約されるなどしている。

3.3　ナッジ現場の課題
　ナッジへの注目は地方自治体レベルでも急速に進
んでいるといえるが、その一方、さまざまな問題が
意識されているところも多いようである 3。ナッジが
用いられる課題には新しいものが多く、従来の行政
の縦割りを超えた、分野横断的な取り組みが特に必
要とされる。そのため、各自治体のナッジ・ユニッ
トも、専門部署を新たに立ち上げるというより、さ
まざまな部署から職員が集まって結成される場合が
多い。そのとき、他分野の仕事への尊重が不十分で
あれば軋轢が生じやすい。ただ、そのことは必ずし
もネガティブに捉えられるわけではない。ナッジは
安価で手軽な手段であるがゆえ、その政策としての
直接的な効果について楽観的には考えにくいのだが

（その点を批判する論者もいるが、安価な手段なり
の費用対効果を見ることが必要だろう）、それだけ
でなく、現場にとっての間接的な効果も積極的に評
価されうる。つまり、分野横断的で異質な集団にお
いて試行錯誤を繰り返していくなかで、当該集団の
関係性がより緊密になるといったことである 4。そう
した間接的効果は、当該ナッジ政策だけでなく、そ
の他の日常的業務にもよい影響をもたらしうる。さ

３　 本稿では理論的な論点を中心的に扱っているが、自治体現場でのより具体的な論点については、池本（2022）や髙橋・津田（2022）
が詳しい。

４　 ナッジする側の人間関係における徳促進など、ナッジのソフトな効果を強調するものとして、Kosters & Van der Heijden （2015）。
５　 一般的な論点についてはそれぞれ吉良（2022a）（2022b）にて簡単に触れているので、参照を乞いたい。ほか、本稿とやや異なる

観点からのナッジ論の整理として、瑞慶山（2023）。また、操作の倫理のすぐれた論点整理として、石田（2022）も参照。

らにいえば、誰でも発言しやすい環境作りといった
ことなど、現場の人間関係におけるチームワークと
いった徳を促進するようなナッジの取り組みもさま
ざまにありうる。
　また、ナッジのデザインや効果の検証にあたって
は、行動経済学や公共政策学などの専門家との意見
交換も重要になってくる。行政の実践知とアカデ
ミックな専門知はしばしば緊張関係になりうるが、
それぞれの役割分担を明確にしながらの敬意ある関
係構築が重要になるだろう。もっとも、誰が適格な
専門家であるかを判断するノウハウの蓄積や、そも
そも近隣にそうした専門家がいるかどうかといった
事柄において、多くの大学や研究所の位置する大都
市の自治体が有利になるという構造的な問題があ
る。ウェブ会議などリモートでの意見交換はそれを
補いうるが、ナッジの効果はその地域の文脈に依存
する場合が多いため、「現場」にいない側には相手
をより尊重することが求められるだろう。

4　ナッジ倫理
4.1　ナッジ倫理の 4 領域
　ナッジは人を操作するものである以上、たとえそ
れが相手の幸福への手助けを目的とするものだとし
ても、さまざまな倫理的な問題がありうる。Kuyer 
& Gordijn （2023） は近年の膨大な文献を調査し、
主な論点を （1） 自律、（2） 厚生（福祉、幸福）、（3） 
長期的な逆効果、（4） 民主主義と熟議・熟慮という、
4 つの問題領域に分けて整理している。表 1 はそれ
ぞれについて、問題となる概念をまとめたものであ
る。本稿では紙幅の都合ですべて説明することはで
きないが 5、ナッジにかかわる倫理的問題の広範さが
理解されることと思う。本稿では以下、公共政策と
してナッジを用いる際に問題になりやすい問題に
絞った検討を行う。

4.3　市民をエンパワーする公共政策ナッジ
　ここからは公共政策としてナッジを行う場合に
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固有の問題点を考えていこう。Kuyer & Gordijn 
（2023）の分類の（3）「長期的な逆効果」にも多く
のものがあるが、たとえば、ナッジ政策を長期にわ
たって続けた結果、人々が「ナッジ依存」になり、
合理的な意思決定能力を弱めることにならないかと
いったことが指摘される。また、それはナッジ政策
の是非を検討する市民の政治的能力をも蝕んだり、
あるいは市民をナッジされるべき非合理的な存在と
して扱ってしまうことにならないかという尊厳の問
題さえある。
　こうした問題群について、哲学者のアンドレアス・
シュミットは、そもそも人々の自律や合理性を高く
要求しすぎたために生じているのだから、自律や合
理性の基準をより緩やかに捉えるべきだといった反
論を行っている。もっとも、これを概念の操作によ
る問題回避にしないためには、自律や合理性の基盤
となる能力を育むような手段もともに考えなければ
ならない。シュミットはそこで、民間にはびこって
いる不透明なナッジからの影響を除去し、自律的な
能力を高めるという積極的な役割を公共政策ナッジ
に期待している。そのようにエンパワーされた市民
は、民主的政治過程において公共政策ナッジの是非
を検討できるようになるという。シュミットは、公
共政策ナッジに特有の性格はこのフィードバック構
造にあるとしている（Schmidt 2019）。こうした見
方は公共政策ナッジをめぐる政治プロセスを楽観的
に見過ぎているようにも思われるが、公共政策ナッ

ジ特有の役割を描き出すものとして興味深い主張と
いえる。ナッジにそれだけの期待をするのであれば、
このフィードバック構造を実効的にするための制度
的取り組み（たとえばナッジの目的や効果の情報公
開など）が重要になってくるだろう。

4.4　分配的正義とナッジ
　ナッジの効果には個人差が大きいことも厄介な問
題である。たとえば、階段に消費カロリーを表示
し、運動を促すようなナッジを考えてみよう。（1） 
もともと健康への意識が高い人は、ナッジされなく
ても階段を使うため、わざわざ説教されることで気
分を害するかもしれない。（2） ほどほどに健康への
意識がある人ならば、そのナッジを見て階段を使お
うと決心することもあるだろう。他方、（3） 健康に
あまり関心のない人はそもそもナッジに気付かない
といったこともあるし、（4） 健康にまったく関心の
ない人はただ反発するだけで通り過ぎるかもしれな
い。この 4 つの例のうち、ナッジが目的通りに効い
たといえるのは（2）の場合だけといえそうである。

（4）のように、健康にまったく関心のない人をさら
に反発させるようではまったくの逆効果となってし
まう。
　ナッジが効きやすい人もいれば、効きにくい人も
いる。このことは、公共政策ナッジがしばしば、生
活習慣病の予防のような長期的効果を狙うものに使
われることを考えれば深刻な問題になってくる。つ

表 1　ナッジ倫理の領域（Kuyer	&	Gordijn	（2023）をもとに筆者作成）

問題領域 論点 主な問い

自律 選択の自由、主体性、自己の構成 ナッジは本当に自由を保障できる
のか？

厚生

真正な選好、非合理性による最適でない選
択、認識的アクセス、異質性、プライバシー、
ナッジ「する側」の認知的限界、濫用と公
共選択問題、誤りからの搾取、抵抗しやす
さ、取引コスト

ナッジは本当に幸福を促進できる
のか？

長期的な逆効果 幼児化、不信感 ナッジは長期的に人を非合理にす
るのか？

民主主義と熟議・熟慮 政治的透明性、熟議・熟慮、滑り坂、責任
の過剰

ナッジはどうすれば政治問題にで
きるのか？
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まり、そうしたヘルスケア・ナッジは、もともと健
康な人をさらに健康に、もともと不健康な人をさら
に不健康にするかもしれないのだ。この「ナッジの
マタイ効果 6」は、公共政策ナッジが人々にとって重
要なことに使われれば使われるほど、深刻な社会的
分断のもとになりかねないことを意味する。こうし
た事態について、Roberts （2018）は「ナッジが効
かない人（nudge-proof）」はしばしば社会的に恵ま
れない層であることから（特に熟慮促進系ナッジの
効果においてそれが顕著であるという）、ナッジを
倫理的に用いるためには社会的な格差是正のための

「分配的正義」を考慮に入れなければならないとす
る。つまり、「ナッジが効く人（nudge-able）」にし
なければならない。
　このとき、それも含めて公共政策ナッジの役割だ
とするならば、そこでの問題はナッジが十分に個人
差に対応できていなかったことにある、ということ
になるだろう。つまり、ナッジの大雑把さが格差拡
大につながるのであれば、行うべきことは個人個人
に合わせたナッジの精緻化ということになるかもし
れない。AI によるナッジの自動生成（ハイパーナッ
ジ）が技術的に可能になるのはすぐ先だろうが、こ
うしたナッジの個人化（パーソナル・ナッジ）はナッ
ジ依存を深め、ナッジの外からナッジを問い直す可
能性を閉ざしてしまいかねない。

5　まとめ
　ナッジについての基本的な考え方を紹介し、近年
のナッジ論の動向や、公共政策としてナッジを用い
るにあたっての問題を検討してきた。ナッジはすで
に私たちのまわりにあまねく存在しており、ナッジ
そのものを拒否することはもはやできない。できる
ことは、現にあるナッジをよりよいものに作り変え
ていくことであろうし、そこで公共政策ナッジの役
割は決して小さくはない。ただし、ナッジはあくま
で限られた予算のなかで限られた効果を狙うものに
すぎない。公共政策の手段は他にもさまざまにある
以上、ナッジをあくまでそのひとつとして適切な組
み合わせを考えていくことが重要だろう。

６　 マタイ効果とは、科学社会学者ロバート・マートンが、恵まれた条件の科学者はさらに業績をあげ、そうでない研究者はますます
業績が出せないという状況を指した言葉。
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髙橋　勇太

テーマ

　日本の自治体においてナッジを効果的に活用していくためには、日本に先駆けて行動科学の政策応用を推進して
きた欧米の事例から学ぶとともに、日本の特徴を活かしたナッジ活用のエコシステムを創り出していく必要がある。
特に海外の事例からは、「ナッジ・ユニットの体制づくり」、「ナッジの活用方法」、「ナッジの組織内への普及」に
ついて、学べることが多い。一方で、「自治体間のネットワーク」、「ナレッジシェアの仕組み」、「ナッジと政策形
成における新たな手法（デザイン思考、EBPM、DX 等）の組み合わせ」など、日本ならではの取組を活かしてい
くことも重要である。

1　はじめに
　近年、日本の自治体におけるナッジの活用は急
速に広まっており、2023 年 1 月時点で、14 のナッ
ジ・ユニットが日本の自治体に設置されている。行
政サービスや政策の最前線に立ち、市民との距離が
近い自治体職員は、ナッジを活用し行政施策や日々
の業務をより良いものにするチャンスに恵まれてい
る。言い換えれば、自治体の職員が適切にナッジを
理解し活用できるようになれば、政策や行政サービ
スの改善に大きなインパクトを与えることができる
かもしれない。
　日本の自治体において適切に、そして効果的に
ナッジを活用していくためには、公共政策における
ナッジ等の行動科学の活用を日本に先駆けて推進し
てきた欧米の事例から学ぶと共に、日本ならではの
ナッジ普及のエコシステムを創り出していく必要が

1　YBiT がどのように海外から学び、ナッジ・ユニットの体制構築及びナッジの普及戦略に生かしてきたのかについては、以下にまと
められている。

 髙橋・植竹・津田・大山・佐々木（2020）『日本の地方自治体における政策ナッジの実装： 横浜市行動デザインチーム（YBiT）の
事例に基づく体制構築と普及戦略に関する提案』　RIETI Policy Discussion Paper Series 20-P-026　https://www.rieti.go.jp/jp/
publications/summary/20100008.html

ある。
　横浜市行動デザインチーム（YBiT）は、日本の
自治体初のナッジ・ユニットとして、横浜市の有志
職員と外部のアドバイザーにより 2019 年に設立さ
れた。設立から現在に至るまで、イギリスやアメリ
カ等の海外の行動デザインチームから体制構築や
ナッジ活用の手順、手法を学び、そこで得た知見
を日本の自治体向けにアレンジして活用してきた1。
イギリスの The Behavioural Insights Team（以下
BIT） やアメリカの ideas42 は、2010 年前後からナッ
ジ等の行動科学の手法を活用し多様な分野のプロ
ジェクトで成果を上げており、その過程で得られた
チームの体制構築やナッジ活用手法についての知見
をレポート等でまとめている。欧米から約 10 年遅
れてナッジの政策適用をスタートさせた日本の自治
体にとって、ここから学ばない術はない。しかし、
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欧米の専門家チームの知見をそのまま日本の自治体
で生かせるとは限らない。例えば、YBiT では、メ
ンバー間の議論と試行錯誤を繰り返しながら、ナッ
ジを活用する際の手順を示した OECD の BASIC
ツールキット2 やナッジを検討する際に有用な BIT
の EAST フレームワーク®を、日本の自治体職員が
活用しやすいように、極めてシンプルな形にアレン
ジして伝えてきた3。このように、先行する海外の取
組みから学び、それをかみ砕いて日本の自治体に取
り入れていくことが、自治体において適切な行動科
学の活用を進めるうえで、極めて重要である。
　本稿では、日本の自治体におけるナッジ活用の現
状をナッジ・ユニットの体制とナッジ活用における
促進要因と課題の観点から整理した上で、今後に向
けて、海外の事例から学ぶべきこと、日本独自の取
組として推進すべきことを提案する。加えて、ナッ
ジの活用に留まらず、科学的な政策形成の手法を公
共政策に応用することや改めて行動科学のレンズを
通して政策や日々の業務を見ることの重要性につい
て、各国の専門家の論調を踏まえて紹介する。

2　日本の自治体におけるナッジ活用の現状
（1）日本の自治体におけるナッジ・ユニットの

広がりとその特徴
　日本の公共セクターにおいては、次の図のとおり、
18 のナッジ・ユニットがあり、そのうち 14 が自治
体のチームである。

図 1　日本のナッジ・ユニット

2　 OECD （2019） “Tools and Ethics for Applied Behavioural Insights: The BASIC Toolkit” https://www.oecd.org/gov/regulatory-
policy/tools-and-ethics-for-applied-behavioural-insights-the-basic-toolkit-9ea76a8f-en.htm

3　 YBiT が自治体職員向けに邦訳・加工した EAST フレームワーク® を以下のページで公開している。https://ybit.jp/
4　『第 3 次鎌倉市総合計画　第 4 期基本計画 実施計画』
　https://www.city.kamakura.kanagawa.jp/keiki/4th-plan/documents/4th_actionplan.pdf　

　上記の図に記載のある自治体に加えて、ナッジ・
ユニットはないものの、行政計画においてナッジの
活用に言及し、実際に事業に活用している自治体も
ある。
　例えば、鎌倉市は基本計画において、行動科学等
の理論に基づくアプローチ （ナッジ理論）により、
政策効果を高めていくことを掲げている4。また、各
分野の事業レベルでナッジを活用している自治体や
職員向けにナッジの研修を実施している自治体も多
い。
　日本の自治体におけるナッジ・ユニットは、海外
の行政機関のそれと比較して、2 つの点でユニーク
である。1 つは、専門家ではなく自治体の職員自ら
がナッジの活用について知識を習得し、実践してい
る点である。
　例えば、イギリスの BIT は当初内閣府に設置さ
れ、外部からの専門家らで構成されたチームが各
政策分野のプロジェクトに従事した。また、アメ
リカのニューヨーク市では、専門家で構成された
ideas42 という非営利組織がナッジ・ユニット機能
を担っている。これに対して、日本では自治体の職
員自らがナッジを実践し、必要に応じて外部の専門
家から支援を受けるという仕組みの自治体が多い。
これはいわゆる組織での内製化であり、非常にユ
ニークな日本の特徴である。
　2 つ目に、日本の自治体のナッジ・ユニットの設
立経緯と体制が多様であることが挙げられる。アメ
リカやイギリス、あるいはアジアでいち早く公共政
策への行動科学の活用を始めたシンガポールにおい
ても、行動科学を活用することの必要性が行政内部
で認識され、政府内にナッジ・ユニットが設置され
るというケースがほとんどである。一方で日本の自
治体においては、職員が自発的にナッジ・ユニット
を創り、庁内の相談に対応していくボトムアップ型
のケースや、自主的な取組みが庁内で認識され、徐々
に行政の中に取り込まれていくケースも多い。これ
は、行政内部で行動科学の必要性が認識されるより
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も前に、職員自らが日々の業務の中で課題を感じ、
行動科学にその課題解決のヒントを求めたからでは
ないだろうか。実際、「ナッジ」という名前が付く
前から、日々の業務の改善に行動科学的な知見を活
かしてきた職員も多い。こうした経験から、行動科
学を活用することへの感度が高い自治体職員は多
く、そうした職員がボトムアップ型のナッジ・ユニッ
トの設立をリードしている点は、他の国であまり見
られない特徴である。

（2）自治体ナッジ・ユニットの体制
　日本の自治体ナッジ・ユニットは、①有志型、②
公式型、③ハイブリッド型の 3 つに分類できる。有
志型は、職員が自主的にナッジ・ユニットを設立し、
庁内外の研修や事例相談に応じるケースであり、横
浜市の YBiT や群馬県のチームがこの類型に該当す
る。ボトムアップ型とも言い換えることができる。
公式型は、首長のリーダーシップに基づきトップダ
ウンで行政内部のある部署にチームが設置される
ケースであり、岡山県がこの類型に該当する。ハイ
ブリッドは、有志と公式の中間であるが、有志の取
組みが徐々に行政内部に認識され、公式の業務に取
り込まれていくケース（北海道のチームが該当）と
行政内部に公式にチームが設置された後に公募でメ
ンバーを募集するケース（堺市のチームが該当）の
2 つのケースがある。
　それぞれの類型にメリットとデメリットがある。

5　高木・山中・宇山・佐々木（2021）『地方自治体におけるナッジ活用の促進要因と課題の整理　―ナッジ・ユニットの体制構築の視
点から―』　http://www.abef.jp/conf/2021_archive/common/doc/program/P07.pdf

有志のチームは、熱意があり、多様な専門性を持つ
メンバーが集まりやすい、また素早い意思決定と実
行ができるといったメリットがある。一方で、組織
内の位置づけがないことや活動が業務外になること
による時間的制約の面で課題がある。公式のチーム
は、ナッジの活用について既に行政内部でコンセン
サスが得られていることから、幹部の支援を受けや
すい、所管部署の協力を得て事業が実施しやすいと
いうメリットがある一方で、人事異動により人材が
入れ替わることから、ノウハウの蓄積が課題となり
うる。ハイブリッド型のチームは、有志、公式双方
のメリットを生かせる可能性があるが、有志、公式
それぞれの活動として行う業務の線引き等、現実に
は考慮しなければならない制約がある。いずれの類
型にせよ、行政内部でナッジを活用していくコンセ
ンサスがあるか否かが、ナッジ・ユニットの活動の
しやすさに影響する。ナッジの推進を図る上で、ま
ずは行政計画や予算編成方針でナッジ等行動科学の
活用の方向性を示すことが必要であり、その上で組
織体制を整備していくことが求められる。

（3）自治体におけるナッジ活用の促進要因と課題
　高木・山中・宇山・佐々木（2021）5 において、自
治体ナッジ・ユニットへのヒアリングを行い、日本
の地方自治体におけるナッジ活用の促進要因と課題
をユニット内部の要因と外的（庁内の）要因に分け、
次のとおり整理している。

表 1　ナッジ活用の促進要因と課題
促進要因 課題

ユニット内部 外的（庁内の）要因 ユニット内部 外的（庁内の）要因

－熱意、専門性、多様性
のあるチーム
－ツールの活用　－研修
－事例の蓄積、共有
－ Quick-win 事例の蓄積
による効果の可視化
－アカデミアとの連携
－他自治体との連携

－行政内部の理解とサ
ポート（体制、制度）
－行政計画でのナッジへ
の言及
－ EBPM との連動
－政治的サポート

－事例・ノウハウの共有
が限定的
－ユニット側の働きかけ
による事例創出が少ない
－効果検証、費用対効果
の見える化が不十分

－ナッジ及びナッジの対
象への適切な理解の不足
ナッジ活用を受け入れる
下地の不足
―ユニットの活動が人事
異動に左右される
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　　 　促進要因・課題ともに共通する項目が多いこ
とが分かった。また、幹部の支援を含む行政内
のサポートや研修による能力開発、事例の蓄積、
アカデミアとの連携が特に促進要因になってお
り、これらの要素が組み合わさることでナッジ
普及の良い循環が生まれると考えられる。また、
Halpern and Sanders（2016）にもあるとおり
低コストで素早く取り組める事例から始め効果
を示すことや、意識決定のプロセスを押さえ、
中間管理職など実際にナッジ活用の意思決定が
できる人物の協力を得ることが促進の要因にな
ることが分かった。

　　 　一方で、共通する課題として、事例・ノウハ
ウの共有、効果検証、職員のナッジへの適切な
理解、人事異動などが挙げられた。これらは、
APPLES（表２を参照）の 1 つである行政内の
サポートや位置づけと関係していると考えられ
る。有志のチームからスタートした横浜市、北
海道は特に、行政内部におけるユニットの位置
づけが明確でないことから、ナッジ活用につい
て必ずしも各部署の理解が得られるわけではな
く、それにより効果検証、事例の共有が難しい
場合も見られる。また、人材が促進要因に挙げ
られた一方で、人事異動による人材の流出や時
間的制約が課題として挙げられており、ナッジ
活用をリードする人材の継続的な活動を支援す
る仕組みが今後必要である。

　　高木・山中・宇山・佐々木（2021）P5 より引用

　上記のとおり、促進要因・課題ともに各自治体ナッ

6　Halpern, D., and Sanders, M. （2016）. “Nudging by government: Progress, impact, & lessons learned”. Behavioral Science & Policy, 
2（2）, pp. 53–65.

ジ・ユニットに共通している項目が多いことから、
自治体間で連携して課題への対応策を見出していく
ことが望ましい。例えば、各自治体の課題として挙
げられた事例・ノウハウの共有については、単一の
自治体で対処するよりも、自治体間の連携により事
例やノウハウを共有できる場を設けることが、更に
多くの日本の自治体で適切にナッジを活用すること
に繋がる。1 つの自治体の枠を越えたネットワーク
型の課題への対処が望まれる。

3　海外の取組みから学べること
　冒頭で述べたとおり、イギリスやアメリカでは、
日本に先駆けて公共政策におけるナッジ等の行動科
学の活用が進んでいる。海外の取組から学び、日本
の自治体における行動科学の適用を加速化させてい
くことは極めて重要である。本稿では、海外の取組
みから学べることとして、①ナッジ・ユニットの体
制を整える、②適切にナッジを使う、③組織内への
ナッジ活用を検討することについて、海外の事例を
紹介する。

①　ナッジ・ユニットの体制を整える
　これからナッジ・ユニットを創り、本格的にナッ
ジの活用を進めようという場合に、自治体において
どのように体制を整えるかは、最初の重要な問いで
ある。この点については、イギリスの BIT がナッジ・
ユニット成功の鍵となる 6 つの要素の頭文字を繋げ
た APPLES というフレームワークを提唱しており、
参考になる6。
　表 2 のとおり、イギリスの BIT は、①組織内の

表 2　APPLESフレームワーク

特徴 内容 特徴 内容

①  Administrative 
Support

組織（行政）内のサポー
ト

④ Location 組織的位置づけ

② Political Support 政治的サポート ⑤ Experimentation 実証主義（＝ Evidence-
Based-Policy-Making）

③ People 専門性や経験、情熱を備
えた人材

⑥ Scholarship アカデミアとの連携
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サポート、②政治的サポート、③人材、④組織的位
置づけ、⑤実証主義、⑥アカデミアとの連携の 6 つ
の要素をナッジ・ユニット成功の鍵として示してい
るが、日本の自治体において、始めから全ての要素
を揃えることは容易ではない。必ずしも初期の段階
で全ての要素を揃えるのではなく、取組みを進める
なかでこれらの要素を意識し、徐々に体制を整えて
いくことが現実的である。また、日本の自治体にお
いてこれらの要素を揃える上では、外部との連携が
有効である。ナッジ活用の専門性と経験を備えた人
材や実証を行うためのノウハウを庁内で揃えること
は現実的に難しい自治体がほとんどであると考え
られるが、外部リソースの活用によりこの点を補
完することができる。例えば、2021 年 8 月に堺市
環境局に設立された堺市環境行動デザインチーム
SEEDs は、ナッジ事業の経験を有する民間のコン
サルティング会社と委託契約を結び、チームの設立
やナッジの事例創出の支援を受けるとともに、他自
治体の行動デザインチームからナッジの活用に関す
る研修を受け、更にはアカデミアやナッジ事業の経
験を持つ専門家を外部アドバイザーに据えている。
短期間で庁内にナッジ推進体制を構築するために
は、こうした外部のリソースの活用が効果的である。

②　適切にナッジを使う
　自治体においてナッジを推進する際に、いかに適
切にナッジを理解し活用できるかという視点は重要
であり、この点についても海外の議論から学べるこ
とがある。
　第１に、効果に限界があることを理解した上で
ナッジを使うことが望ましい。ナッジの提唱者であ
るリチャード・セイラー教授は、「最も大きな教訓は、
全てが上手くいくわけではないということだ。つま
り、（効果を）検証しなくてはならない。」と述べて
いる7。大切なのは、ナッジが効く場合も効かない場
合もあり、その効果は対象者や状況、文化的背景な
どの多様な要因によって左右されうることを正しく

7　Twitter @CDR_Booth 2020/1/13
8　OECD （2015） “Behavioural insights and new approaches to policy design: the views from the field Summary of an international 

seminar”. [online] Available at: https://www.oecd.org/gov/regulatory-policy/behavioural-insights-summary-report-2015.pdf.
9　Sanders, M., Snijders, V., and Hallsworth, M. （2018）. “Behavioural science and policy: where are we now and where are we 

going?” in Behavioural Public Policy Journal Volume 2, Issue 2 November 2018 , pp. 144-167 Cambridge University Press.

理解することである。その上で、盲目的にナッジの
効果を見込むのではなく、実験的な姿勢でナッジを
活用し、効果を検証していくことが求められる。
　第 2 に、特定の課題の解決にナッジを活用する
ことが妥当か、判断する力を身に付けることが重
要である。ナッジの適用範囲は広いが、それでも
ナッジはあらゆる行政課題を解決できる万能薬では
ない。OECD は、法規制やインセンティブ・罰則、
広報啓発等の伝統的な政策手法を補完するものと
して、行動科学の知見の活用を位置付けている8。こ
の視点は極めて重要である。ナッジがバズワード的
に広まり、ナッジを活用することが目的化してしま
うようなケースも見受けられるなかで、今一度、目
の前にある行政課題に対してナッジを活用すること
が本当に妥当なのか、冷静に見極めることが求めら
れる。この見極めにも、行動科学の手法が活用でき
る。YBiT では、受け付けた事例相談について、望
ましい行動に至るまでの対象者の行動を細分化して
行動プロセスを書き出し、どこに行動変容を妨げ
る、あるいは促進させる要因があるのかを把握して
いる。この過程で把握した行動変容を妨げる要因に
対して、必ずしもナッジを使うことが最適解ではな
く、規制や罰則・インセンティブ等の伝統的な政策
手法を活用した方が、効果が見込める場合もある。
また、例えばナッジを使って既存の罰則を際立たせ
るなど、組み合わせて使うことも多い。盲目的にナッ
ジを使うのではなく、課題に合わせて適切な政策手
法を選択することが重要である。

③　組織内へのナッジ活用を検討する
　行政においてナッジの活用を考えると、どうして
も市民の行動変容を促すことに目が行きがちだが、
実はそれだけではない。ナッジの活用において先駆
的な役割を果たしてきた BIT や OECD は、ナッジ
等の行動科学の知見を組織の行動変容にも活用して
いくべきと述べており9、事務処理負担の軽減から組
織内の多様性を高める取組みや業務の安全性向上に
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至るまで、ナッジを活用した様々な取組みが既に行
われている。現状、日本では市民の行動変容を意識
したナッジの取組みが多いが10、行政内部において
もナッジを活用し改善できる日々の業務は多くあ
る。特に、行動科学の知見を用いて、行政内部の事
務手続きの負担を軽減することができれば、超勤の
削減に繋がる他、ねん出した時間を政策課題の分
析・検討等に充てることができるため、大きな効果
が見込める。
　海外には、行動科学を活用した事務負担の軽減に
積極的に取り組んでいる組織があり、その 1 つが国
連である。国連では、2021 年 6 月にグテーレス事
務総長自らが SDGs の達成や国連内部の組織運営の
改善に行動科学を活用するよう呼びかけ11、各機関
が様々な事業に行動科学を取り入れている。その中
でも過度な事務負担による組織の意思決定の遅延、
職員のパフォーマンスや満足度の低下といった弊
害を重く受け止め、行動科学によりその解消を目指
している12。
　日本の自治体においても、この視点でナッジ等の
行動科学の知見を組織運営の効率化に活用できる。
ナッジの対義語として、いわゆるスラッジ（望まし
い行動を阻害する要因）13 があるが、日々の業務を
行動科学の眼鏡をかけて見つめなおし、行政内部に
おけるスラッジに気づき、ナッジを使って改善を図
ることで、大きな効果を得ることができるかもしれ
ない。

4　日本ならではの取組みを活かす
　前項で述べたとおり、海外の取組みから学ぶこ
とが大切な一方で、日本ならではの特徴を活かし、
自治体における行動科学の活用を展開していくこ

 OECD Website “Behavioural insights” https://www.oecd.org/gov/regulatory-policy/behavioural-insights.htm
10　日本においても、男性の育児休業取得率の向上（千葉市）や看護師の長時間労働の改善（熊本地域医療センター）等、組織内にナッ

ジを活用した事例がある。
11　UN Innovation Network （2021） “UN Secretary-General announces the Launch of the Guidance Note on Behavioural Science” 

[Video]. URL YouTube. https://www.youtube.com/watch?v=8qeWNN-se4M&t=1s
12　UN Innovation Network （2021） “Reducing administrative burden” [online] Available at:　https://www.uninnovation.network/

assets/BeSci/2021_UNBeSci_ReducingAdminBurden.pdf
13　スラッジについては、２つの意味合いがある。本文中に記載した定義に加えて、リチャード・セイラー教授は悪いナッジ（行動経

済学の知見を用いて、人や社会にとって望ましくない方向に誘導するもの）をスラッジと呼んでいる。
14　例えば、2021 年 12 月に大阪大学共創機構 イノベーション戦略部門 人材育成室が実践向けのカリキュラムを企画・実施している
（https://ou-iclub.net/news/3170/）

15　PolicyGarage では、原則毎月定例研究会を開催している。（https://policygarage.or.jp）

とが重要である。ここでは、そうした観点で日本の
取組を紹介する。

（1）ネットワークとナレッジシェアの可能性
　国内の自治体において、ナッジが適用できる共通
課題は山のように存在する。例えば「税金の未納者
をどのようにして減らすか」、「災害時に適切な行
動を取れる人をどのようにして増やすか」、「マイナ
ンバーカードをどのようにして普及させるか」、「政
策に反映させるためのアンケート調査の回収率を
どのようにして上げるか」等、数えればきりがない。
　前述のとおり国内にはナッジ・ユニットが既に
14 の自治体にあり、多くは職員自らが行動科学の
視点の必要性を理解し、組織化し展開している。こ
れは、ナッジという共通言語を持つ自治体職員が全
国に点在し、今まで以上に全国の自治体と積極的に
協働できる可能性を秘めている。そのため、国内に
おいてナッジの政策応用を効果的かつ効率的に進
めていくためには、自治体（職員）間のネットワー
ク化や各自治体で得られた知見を共有する（ナレッ
ジシェア）仕組みが必須であることは明らかであ
る。筆者らはその際に重要となるポイントが、以下
の 3 点ではないかと考えている。
　第 1 に、大前提としてナッジを正しく理解し、活
用できるためのスキル習得の場の確保である。ナッ
ジを学びたいと思いインターネットで調べても、玉
石混交の膨大な情報の海に溺れてしまうのが現状
である。また、著書等でナッジを理解しても、実
践へのハードルが案外高かったりする。そのため、
正しいナッジに関する情報がまとまったプラット
ホームや実践向けの研修カリキュラム14、仲間や専
門家と相互に相談し合える場 15 が必要である。第 2
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に、専門家との協働の推進である。ナッジも例外
でなく、最近では EBPM（Evidence-Based-Policy-
Making：エビデンスに基づく政策立案）の推進（以
下で説明）と言われるように、いわゆる政策を科学
することの重要性が増している。これは、あらゆる
政策の効果を科学的に検証し、これらを積み重ね改
善を繰り返すプロセスとも言える。これらを適切に
行うには、専門家との連携は必須であり、組織内に
おいては橋渡し人材16（行政実務を理解し、科学的
な立場を理解する職員）を育成することが重要だと
考えられる。第 3 に、自治体で実施された事例を適
切な形で共有し、誰もが簡単にアクセスできる環境
を整備することである。厳密な効果検証を行った好
事例は専門家が論文という形で公開することが多
く、自治体職員が気軽にアクセスできる環境ではな
いのが現状である（もちろん、自治体職員向けに内
容を分かりやすくまとめ発信されることもある）。
また、好事例でも組織内の共有に留まり、自治体を
越えた共有に至らないケースが多い。
　これらの 3 点を踏まえ、ネットワーク化やナレッ
ジシェアを推進するために、筆者らも所属し、公務
員が多く所属する NPO 法人と大学と学会が連携し、
行動科学という切り口でのネットワーク化とナレッ
ジシェアを推進する場として「自治体ナッジシェア」
というサイト17 を立ち上げた。これは、日本のナッ
ジ普及の現状を踏まえた取組み事例の一つであり、
ナッジという共通言語を通じて、自治体間の連携の
みならず、自治体と専門家の連携を促進している取
組みだと言える。

（2）ナッジと政策をより良くするための新たな
手法

　最近では、政策をより良くするための手法として、
デザイン思考や EBPM、デジタルトランスフォー
メーション（DX）等が注目されている。ナッジを

16　脚注１の文献で詳細言及している。
17　2022 年 9 月にナッジを体系的に学び、実践から得られた知見を共有するプラットホームとして、特定非営利活動法人 Policy 

Garage、大阪大学社会経済研究所、行動経済学会の３者が連携して、ウェブサイト「自治体ナッジシェア」を立ち上げた（https://
nudge-share.jp）。

18　ペルソナとは、サービスの典型的な利用者の目的、意識、行動等のパターンを構造化し、利用対象者を仮想の人物として定義する
ものである。（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/jissen-guide_4.pdf）

19　ジャーニーマップとは、利用者のサービス・業務に関わる一連の行動を旅になぞらえて可視化したもので、利用者とサービス提供者
の関わりをストーリーとしてまとめたものである（https://cio.go.jp/sites/default/files/uploads/documents/jissen-guide_4.pdf）

推進する中ですぐに気付くことは、ナッジはナッジ
だけで完結することはなく、あらゆる手法と連続的
に関わりあっていることである。課題解決型の政策
は、主に「課題の発見と分析」、「介入の実施」、「評価・
展開」のステップに分けられる。ナッジは、ここで
いう「介入の実施」に適用される。課題を適切に定
義し、実施した介入の評価を適切に行うことではじ
めてナッジを活用する意義が見出される。「課題の
発見と分析」のためにはユーザー（行政の場合は市
民や事業者等）視点の理解と共感を重視する「デザ
イン思考」が、また「評価・展開」のためには「エ
ビデンスに基づく政策立案（EBPM）」の視点が重
要になる。そして、これらを効果的・効率的に推し
進めるためには、「DX」の視点が欠かせないことは
言うまでもない。

①　ナッジ×デザイン思考
　デザイン思考とは、行政だけの視点ではなく、市
民視点で仮説検証を繰り返し、利用者中心のサービ
スを提供していく方法論である。具体的な手法の一
例として、ペルソナ 18 やジャーニーマップ 19 を設定
することで、向き合うべき課題の解像度を上げるこ
となどが挙げられる。この課題の焦点化が疎かにな
ると、その後のナッジ介入が、意義の少ないところ
にリソースを割くことになる。そのため、ナッジの
設計には、このデザイン思考の視点は欠かせないの
である。

②　ナッジ× EBPM
　EBPM とは、「政策の企画立案をその場限りのエ
ピソードに頼るのではなく、政策目的を明確化した
うえで政策効果の測定に重要な関連を持つ情報や
データ（エビデンス）に基づくものとすること」で
ある。ナッジも例外ではなく、政策形成プロセスの
中において、既存のエビデンスの活用やエビデンス
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がなければ必要に応じて創出していくことが重要で
ある。現状、日本国内では、海外に比べてナッジの
政策応用に関するエビデンスが少ないため、できる
限り検証を行うことが望ましい。特に国際的なナッ
ジ・ユニットでは、信頼性の高いランダム化比較試
験を可能な限り活用して効果検証し、その結果をエ
ビデンスとして共有している。また、これらのエビ
デンスの創出には、統計学や因果推論等の専門性が
必要なため、前述のとおり、専門家との連携が望ま
しい。国内においては各都道府県に大学が存在する
ため、いかに連携していくかが今後の重要なテーマ
となるだろう。

③ ナッジ× DX
　自治体における DX とは、「住民の生活をよりよ
くするために自治体で IT 技術の導入やネットワー
ク化を行う取組み」である20。最近のナッジ介入の中
では、行政サービスのオンライン化やデジタルを活
用したプッシュ型の通知等のデジタルコミュニケー
ションが増えている。これはスマホの普及による影
響が大きい。また、DX が進むことで、需給者の利
便性のみならず、データを活用した課題の特定や介
入の評価もスピード感を持って行うことが可能にな
る。これらのデータの蓄積により、機械学習を活用
したナッジの提案を行うスタートアップ企業等も世
に出始めている21。また、前述したオンライン上の
プラットホームである自治体ナッジシェアは、デー
タやエビデンスの蓄積による知見の共有という観点
で、自治体職員の仕事の進め方や意識の変革をもた
らす可能性も秘めている。研究の分野ではオープン
に世界で協働し（いわゆる巨人の肩の上に立つと言
われるように）、ある一定の仕組みやルール（査読等）
に基づいて科学的知見を一つずつ積み上げているよ
うに、行政施策においても、組織内共有に留まらず、
ある一定のルールに基づき、エビデンスや経験知を

20　自治体通信：https://www.jt-tsushin.jp/article/casestudy_jititai-DX 参照
21　例えば最近では、行動科学と AI による超個別化エンジンを活用し、一人ひとりの意思決定や行動を効果的に変容するための個別

化されたアプローチ設計を行うサービスを展開する GODOT（https://godot.inc）がある。
22　キャス・サンスティーン著　吉良貴之訳　2021 年　『入門・行動科学と公共政策』　p18
23　Hallsworth, M. （2022）. Making Sense of the ‘Do Nudges Work?’ Debate [online] Behavioral Scientist. Available at: https://

behavioralscientist.org/making-sense-of-the-do-nudges-work-debate/

全国の自治体で着実に積み上げ、有効に活用してい
くというエコシステムの構築が期待される。これこ
そ、行政分野におけるデジタルトランスフォーメー
ションではないだろうか。
　このように、ナッジはデザイン思考、EBPM、
DX 等の様々な手法や仕組みと密接に関連してい
る。国内ではナッジを入口として、これらの新たな
手法や仕組みを必然的に学んでいくというスタイル
がひとつ定着しつつあるかもしれない。

5　都市のガバナンスと行動科学～ナッジを越え
て～

　最後に、まとめに代えて本誌のテーマである「都
市とガバナンス」の観点を踏まえて、自治体職員が
ナッジを越えて、行動科学を日々の業務に生かすこ
との重要性について述べたい。
　セイラー教授とともに『実践行動経済学』を執筆
したハーバード大学のキャス・サンスティーン教授
は近著において「ナッジは行動科学の道具箱にある
ツールの 1 つにしかないことを強調しておかなけれ
ばならない。」と述べている22。また、BIT のマイケ
ル・ホールズワース氏は、行動科学を一部の専門家
だけのツールに留めておくよりも、幅広く活用でき
るレンズと捉える方が遥かに生産的である、と述べ
ており23、こうした主張は、近年、行動科学の専門
家の間でも広がっている。
　自治体職員にとって、これらの視点はとても重要
である。ナッジを使うことだけでなく、自治体のこ
れまでの政策や職員の日常業務を行動科学のレンズ
を通して見てみることで、新たな気づきが得られ、
それが改善に繋がる。公共政策に行動科学の知見を
活用する価値は、ここにあるのではないだろうか。
　都市のガバナンスにおいても行動科学の活用に期
待が寄せられている。直接的な規制や経済的インセ
ンティブなどによる従来型のガバナンスは、必ずし
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も十分な解決策を示していないとの指摘がある24。
それは、人間が常に合理的に行動するとは限らない
からだ。人の行動を形作るヒューリスティックス（先
入観や経験則に基づいた思考）やバイアスを踏まえ
たガバナンスが求められている。特に、公衆衛生や
気候変動対策など、人間の行動変容により解決が図
られる課題については、行政の施策を市民がどのよ
うに解釈し、意思決定・行動するのか、行動科学の
視点を踏まえて理解していくことが必要とされてい
る。
　ナッジを越えて、より幅広く行動科学の知見や本
稿で紹介した新たな手法を活用していくことが、多
くの日本の自治体にとって、次のステップになると
考える。では、どのように、それを実現できるだろ
うか。過去数年の日本の自治体におけるナッジの広
がりを振り返ると、技術的な側面よりも、ナッジを
活用する機会の有無や個々の職員の内発的な動機に
よってナッジが普及してきたように感じる。多くの
自治体職員は、市民のためにより効果的・効率的な
取組みをしたいと思っており、その機会を求めてい
る。ナッジを越えて、より広範に日本の自治体にお
いて行動科学の知見等を活用していくためには、組
織内にそうした機会を設け、職員の内発的動機を生
かしていくことが有益かもしれない。それはおそら
く自治体職員の働きがいにも繋がる。職員の働きが
いの創出とともに、日本の自治体における行動科学
の活用が、ナッジを越えて、もう一歩進むことを期
待したい。

24　Heijden, J. （2019）. “Urban climate governance informed by behavioural insights: A commentary and research agenda”. Urban 
Studies, 57（9）, pp.1994–2007. do　i:10.1177/0042098019864002.
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実践から始める行政ナッジ
―尼崎版ナッジユニット―

尼崎市 こども青少年課／滋賀大学大学院データサイエンス研究科派遣　江上　昇

テーマ

　日本でも取組みが進みつつある「ナッジ」は、行動経済学の考え方を基に、人々を望ましい行動に誘導する手法
である。国での取組みが始まり、行政分野での活用が期待される中、尼崎市においても 2019 年 10 月、地方自
治体版としては全国で 2 番目となるナッジユニットが設置され、現在まで取組みが続いている。本稿では、尼崎市
におけるナッジの取組みについて、その実現に至る経緯、ナッジが尼崎市で受け入れられ、活動が継続している背景、
具体的な実践事例などについてまとめている。
　また、文末には「ナッジ」が公務員の価値観を変え、行動変容を促すのではないかという期待と抱負について記
載した。ナッジは多大な費用を伴わずとも実践できる有効な行政手法である。ご覧いただいた自治体職員が日々の
業務の中でナッジを実践され、成果を挙げる一助となれば幸いである。

1　尼崎市について
　尼崎市は兵庫県の南東端、大阪府・市と隣接する
中核市である。人口は約 45 万人。高度経済成長期
には工業都市として阪神工業地帯の中核を担い、人
口が急増したものの、工業発展に伴う住環境の悪化
等により、最盛期には 55 万人あった人口は、その
後 40 年間に渡り、減少が続いた。
　しかし近年、元来の魅力であった交通利便性の高
さ（JR 大阪～尼崎間は最短 5 分）に加え、治安の
改善、駅前再開発の進行等に伴って人口は増加に転
じ、2018 年には「本当に住みやすい街大賞 2018in
関西」で 1 位に選ばれるなど、街の魅力が再評価さ
れつつある。

2　尼崎市とナッジ
　尼崎市は、古くから交通の要所として栄え、現在
に至るまで交通利便性が高く、また、高度経済成長
期には、九州などから多くの労働力が流入するなど、
人流の多い地域であった。その文化的な背景から、
人々のコミュニケーションは豊かで、様々な文化が

混ざり合い、多様性に対しても寛容な土地柄である
と言われる。また、お笑いが盛んな地域性、知らな
い者同士であっても遠慮なく話しかける人が多いな
ど、「おせっかい」で「馴れ馴れしい」文化がある
ように感じられる。
　また、「尼崎」＝「お笑い」のイメージは強く根
付いており、ダウンタウンの出身地であり、人間国
宝であった桂米朝が住んでいたまちとして知られる
ほか、じゅんいちダビッドソン、尼神インターの渚、
バイきんぐの西村ら、近年も多くのお笑い芸人を輩
出している。また、市の外郭団体が主催するお笑い
の新人賞は 20 年以上続いており、歴代の受賞者に
友近やゆりやんレトリィバァ、男性ブランコらが名
を連ねている。
　そんな「コミュニケーションが活発」で、「オモ
ロイもん好き」な尼崎市の空気に、「ナッジ」はピ
タリとはまる取組みのように思われる。「ナッジ」
は人の興味や関心、注意を惹くことが重要な要素と
なる。好奇心が強く、新しいものや変わったものを、
持ち前の包容力で受け入れてしまう尼崎では、他都
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市なら「いかがなものか」と声が上がりそうな実
験的なことも、面白がって受け入れる土壌があり、
仕掛ける側も楽しみながら実践していく気概と気
風がある。
　また、そんな「まちの空気感」に加えて、これま
で 10 数年に渡って、複数の職員がまちの中で様々
な活動を仕掛け、地域や商店街との関係性を構築
してきた。そうした「地域型職員」とも言うべき、
自主的に地域で活動する職員らが構築した社会関
係資本、いわゆるソーシャルキャピタル1 と、おも
しろがりな市民性が、ナッジの持つ魅力や効果とう
まく噛み合って、尼崎市での取組みが進んできた
のではないかと感じている。尼崎市では職員の自
主的な取組みでナッジの活用が進められているが、
職員有志の団体が立ち上がり、活動が持続し、商店
街などを巻き込んで進めていくことができるのは、
職員がそれまでに様々な活動を庁内外で自主的に
行なってきたプロセスがあってのことであり、その
蓄積があってこそ、ナッジユニットの活動が有機的
に機能しているものと考えている。（詳細は後述）

3　国と地方の動向
　まず前提として、国や地方を取り巻く社会環境に
ついて触れておきたい。行政に科学的根拠、いわゆ
る「エビデンス」が求められるようになって久しい。
2013 年の骨太の方針で「エビデンスに基づいた政
策評価」が取り上げられ、以後、自治体の現場にお
いても KKD、いわゆる「感と経験と度胸」による
施策から、エビデンスベーストの取組みへの移行が
進められている。
　国においては、2017 年の骨太の方針で「EBPM
の推進」が盛り込まれ、エビデンスを基にした政策
立案を進めていく動きが加速している。各自治体
は、これまでの定性評価やロジックによる論証だけ
でなく、定量評価や統計的な解釈も問われるように
なっていくものと考えている。合わせて、KPI の
設定や施策評価がより効果的に行えるよう、効果検
証を前提とした事業の設計と、アウトカムベースで
の評価が求められていくと思われる。そうした「ア

1　社会関係資本（ソーシャルキャピタル）とは、人と人の関係性や繋がりを、資源としてとらえて評価する考え方。
2　PPDAC サイクル：統計的探求プロセスの１つ。P（problem）、P（plan）、D（data）、A（analysis）、C（conclusion）のサイクル

で問題解決を目指す手法。

ウトカムベースの評価」という時代の要請に、ナッ
ジが寄与できる可能性があると考えている。

4 　地方自治体とナッジの相性
　ナッジが、これまでの行政の手法と大きく異な
る点の一つは、人の行動をどう変えたか、という
アウトカムベースでの評価が行われる点であろう。
行政は慣例として、合意形成プロセスを重視する。
新規事業立案の際には、半年以上かけて検討を重
ね、庁内調整、議会審議を経て予算化し、執行する。
丁寧に検討し、内外でのアカウンタビリティを果た
した後、実装するのが標準的な手法である。
　ナッジはこうした行政の標準的な手法とは全く
異なるプロセスを取ることがある。ナッジの代表的
な手法として、人間の行動を予測し、効果的と思
われる手法をいくつか設定してランダムに実践し、

（RCT や AB テスト などが用いられる）統計的に
効果の高かったものを採択し、展開していく例があ
る。ロジックだけで正解を決めつけず、小規模に実
践し、効果が出たものを正解として、帰納的に進め
ていく。
　こうした「試行的実践」を前提とした手法は、
行政においては無謬性や予算主義との兼ね合いで
難しい面もあるが、この手法は合理的かつ根拠の
あるアウトカムに基づいて進められるものであり、
PPDACサイクル2の好例と言え、先に触れた国の「エ
ビデンス」の流れにも沿った適切かつ新しい行政手
法であると感じている。
　こうした「実験的」であり、「試行して最適解を
探す」といった手法は、先述した通り行政の予算主
義や無謬性との相性の悪さもあり、自治体の業務と
して取り扱うことが難しい場合がある。実際に、全
国のナッジユニットを見ると、行政が組織的に取り
組んでいる事例と、職員による自主的な活動によっ
て進められている事例とに分かれている。前者のよ
うに行政の政策として組織で取り組んでいくため
には、無謬性を乗り越え、市民や議会へのアカウン
タビリティを果たす必要があり、トップダウンによ
る強い推進力が必要であると考える。一方、後者に
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よる自主的な取組みであれば、試行的な取組みと位
置付けて進めることはできるものの、全庁を巻き込
んだ推進力を生みにくく、大きな成果を挙げること
は難しい。また、精緻な統計処理など知見を要する
部分においても、専門性の担保、専門家との連携が
難しくなる。
　尼崎版ナッジユニットは後者であり、自由で楽し
みながら実践できている部分が長所としてあるもの
の、ナッジの全庁的な展開や、専門性の高い精緻な
効果検証は行っておらず、今後の課題である。

5　 尼崎版ナッジユニット設置の経緯
　現在、各自治体で取り組まれているナッジである
が、日本での取組みは 2015 年ごろから始まった。
環境省内にナッジのプロジェクトチームが設置され
たことを皮切りに、2017 年に環境省が日本版ナッ
ジ・ユニットを設置。自治体版のナッジユニットは
そこから 2 年後、2019 年に横浜市に設置されたの
が第 1 号で、次いで同年 10 月、尼崎市の職員グルー
プによって尼崎版ナッジユニットが設置されてい
る。
　尼崎市にナッジユニットが設置されたのは、大竹
文雄・大阪大学特任教授（以下、大竹氏と表記させ
ていただく。）の影響によるところが大きい。当時、
尼崎市では EBPM に取り組む機関として「尼崎市
学びと育ち研究所」を設置しており、ビッグデータ
を分析し、政策立案に活用する取組みが進められて
いた。その研究所の所長に大竹氏が就任しており、
定例の会議の中でナッジの話がでたことをきっかけ
に、職員向けにナッジについて講演いただくことに
なったものである。当時、EBPM を担当していた
私は、講演をきっかけにナッジユニットを設置し、
継続的に取り組んではどうかと考えた。有志を集め、
市の人事部門が運用する「自主研修グループ」の制
度を利用して、「尼崎市職員が業務外でナッジに取
組む団体」として公式に設置した。大竹氏の講演日
に合わせて手続きを進め、講演後にメンバーで集ま
り、大竹氏にもアドバイザーとして関わっていただ
く了承を得て正式に発足させた。
　発足時のメンバーは 9 名で、所属は様々。意見交
換をしながらそれぞれが職場やプライベートで関わ
る地域活動などでナッジに取組み、実践していく形

で運営している。
　市の政策として実施するのではなく、職員の自己
啓発、自主的な活動と位置付けてスタートさせてい
るが、その形式を取ったことにはいくつかの理由が
ある。
　第１に、市の政策として実施するには時間がかか
りすぎ、また、実現できるかどうかが不透明であっ
たことである。行政関係者の方はお分かりいただけ
るかと思うが、「市の政策としてナッジに取組む」
と位置付けるには、その事務量を担う人員配置、事
務分担の調整といった組織上の整理が必要である。
また、政策としての効果やメリットを内部で調整し
た上で承認され、かつ予算や重要政策に関連するも
のであれば議会の同意も必要となる。ナッジの議論
が始まったのは夏頃で、正式な手続きを踏んで進め
ると実現は 2 年後であり、各所の承認を得られるか
どうかも不明であった。
　第２に、私を含め、集まったメンバーが普段から
様々な業務外の活動に熱心であったことが挙げられ
る。尼崎市では、政策効果が不明瞭なものや新規性
の高い取組み、担当業務で対応することが難しい事
業などを、業務外の自主的な活動に位置付けて実施
する事例が見られる。市としても「パラレルキャリ
アの推進」に取り組んでおり、業務外での活動を応
援する組織風土がある。メンバーの中には一般社団
法人を運営する者、複数の NPO に所属する者、あ
るいは法人格はなくとも、自身で活動団体を立ち上
げ、運営する者が複数おり、ナッジユニットについ
ても、そうした「パラレルキャリア」の 1 つとして
自然に位置付けることができたという背景がある。

図	1	尼崎版ナッジユニットの発足メンバー
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　第３に、そうした「業務外の活動」が過去に成果
を挙げ、市の中で大きなインパクトを残してきた経
緯があったことも大きい。メンバーの中には商店街
で様々なイベントを展開し、地域と関係性を構築し
てきた職員もいる。その結果として、様々なナッジ
を、商店街をフィールドにして実践することができ
た。また、自主研修グループの設置についても、過
去の実績からスムーズに承認手続きが進められるな
ど、それまでの実績と積み上げてきた社会関係資本
が取組みに大きく寄与したと考えている。

6　実践内容
　尼崎版ナッジユニットでは、メンバーの所属が
様々であり、課題や業務内容が大きく異なることか
ら、各自がそれぞれのフィールドで実践し、相談し
ながら進める形式を取っている。具体的な取組み事
例をいくつか紹介したい。

（1）結核健診受診勧奨ナッジ
　メンバーの担当業務の 1 つであった「結核健診」
について、受診率を高めるためのナッジに取り組ん
だ。
　結核は 2018 年度の罹患者数が 85 人とあまり身近
ではない感染症であり、健診受診率は 7-8％と低迷
していた。しかしながら、重症化すると入院費等で
医療費が高額となり、年間数千万円の経費が生じて
いた。そこで、初期段階で発見し、重症化を防ぐこ
とができれば支出を削減できると考え、健診を呼び
かけるメッセージを工夫し、受診率を高める取組み

を行った。
　市の広報誌及びタブロイド紙の「介護保険だより」
において、受診を呼びかける記事の文章にナッジを
反映させた。市報については効果検証が難しく、効
果は不明であったが、介護保険だよりは記事を見た
方から多数の問い合わせがあり、効果が感じられた。
ただ、その増加が厳密にナッジによる効果であった
か、統計的に有意かといった測定は困難であり、あ
くまで体感である。
使用したナッジ：同調性バイアス , 損失回避 , 社会
規範など 

（2）市民課窓口でのコンビニ・自動交付機利用
勧奨ナッジ

　尼崎市をはじめ、多くの自治体ではマイナンバー
カードを保有していれば、コンビニで住民票等の発
行が可能である。本市では、窓口業務の負担軽減、
混雑緩和、市民の利便性の向上等のため、なるべく
コンビニでの発行を増やしたい状況にあり、窓口で
は証明書発行手数料が 300 円かかるところをコンビ
ニでは 200 円とし、金額に差を設けてコンビニ利用
を促している。
　そこで、市民課の目立つ場所に「100 円損してい
るかも」いった「損失回避」のメッセージを掲出し、
窓口での発行をコンビニや自動交付機に誘導した。
使用したナッジ：損失回避 ,Timely

図	3　ナッジを活用したメッセージの掲示

（3）ゴミ不法投棄対策ナッジ
　市臨海部の高速道路沿いの道路上では、トラック

図	2　ナッジを活用した結核健診を呼びかける市報記事
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が休憩のために駐停車することが多く、トラック運
転手による植樹帯へのゴミの投棄（ポイ捨て）が問
題となっていた。立て看板を設置していたが効果が
なく、ナッジの手法を用いて看板の効果を高めるこ
とができないか取り組んだ。
　内部検討と試験的な設置による効果確認を経て、
黒地に白抜きのデザインを採用し、内容も「不法投
棄　防犯カメラで特定中」とストレートで短いメッ
セージに変更したところ、ゴミの投棄が激減した。
　なお、これまでの看板では効果がなかった理由と
して、「倫理観の低い相手に社会規範を訴えても効
果がない」ことが考えられる。
　「マナーを守りましょう」といった、相手の倫理
観に訴えかけるメッセージは、誰も傷つけず、威圧
感や不快感を伴わないため、行政の現場でよく選択
されるものであるが、こうした「社会規範」を訴え
るメッセージは、そもそも倫理意識が低い相手には

全く効果がない。威圧感は伴ってしまうが、「カメ
ラで特定中」のように、ルールを破ることによるデ
メリットをはっきりと示し、相手に損失回避行動を
促す手法が有効である。
使用したナッジ：損失回避, Easy

（4）商店街におけるソーシャルディスタンスの
取組み

　コロナ禍の商店街で、ソーシャルディスタンスを
確保するための取組みとして、足型や停止線のシー
ルを店頭の路面に貼ることで、自然に距離を保てる
ように誘導したもの。食肉店、天ぷら店で最初に取
組みを始め、そこから商店街の他の店舗にも広まっ
た。
　また、その後の取組みとして、天ぷら店から「支
払いの際に指を舐めてお札を取り出すのをやめさせ
たい」という相談があり、「指ペロ禁止」のポップ

図	6	足型のシールを貼った商店街の路面

図	7	指ペロ禁止のポップ

図 4	効果がなかったマナーを問う立て看板

図	5	メッセージ変更後の立て看板
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を設置した。支払い時に自然に目に入る場所に置く
ことで「指ペロ」は激減した。
　なお、「商店街での足型ナッジ」は、現在は一般
的に見られる仕組みであるが、コロナ禍が始まった
直後の早い段階に導入したことから、メディアでも
大きく取り上げられた。また、日本での「コロナ対
策のナッジ」として WHO（世界保健機関）のホー
ムページでも取り上げられ、地方自治体の小さな取
組みが世界に向けて発信された事例となった。
使用したナッジ：Timely, Easy（反射的な行動を抑
止するもので、Social 要素は見込んでいない）
　2020 年 3 月には、これらの取組みをまとめ、市長・
副市長ら関係職員に報告する「ナッジコンテスト」
を開催した。コンテストといっても優劣を競うもの
ではなく、様々なテーマでのナッジの取組みを庁内
外に発信し、ナッジについて知ってもらうことが主
たる目的であった。
　コンテストは、ナッジについての講義とセットに
して、職員研修に位置付けて実施し、テーマに関係
する部門、関心のある職員ら数十人が参加した。冒
頭、総論を執筆されている竹林正樹先生にご講演を
いただき、その後、ナッジユニットのメンバーが各
自の取組みを報告し、竹林先生からコメントをいた
だいた。メディアの取材も入り、取組みの周知や庁
内への意識付けは一定効果があったものと思われ
る。その後、市の人材育成部門との調整を経て、年
に一度、職員研修として「ナッジ研修」を実施する
に至っており、少しずつ庁内でのナッジの浸透が進
みつつある。

7　まとめ
　尼崎市では、職員の自主的な活動としてナッジユ
ニットが運営されている。あくまでナッジは手法で
あり、実際には「商店街の振興」や「健診受診率の
向上」といった行政としての明確な目的があり、そ
れを実現するための手法の一つとしてナッジを活用
している。
　ナッジは、手法によっては「表現を変えるだけ」

「シールを貼るだけ」といったほとんど予算を要し
ない場合もある。やり方を変えるだけであれば複雑
な行政手続きも伴わず、担当者の知識と意欲だけで
実践が可能であり、ぜひ全ての行政職員に知ってほ

しい手法である。また、組織内で政策として位置付
けて実施することが難しければ、尼崎市のように自
主的な活動の枠組みで取り組むことも可能である。
　国全体の EBPM 推進の流れは、こうしたナッジ
のような「アウトカムベースでの事業構築」を今後、
推し進めていくと考える。
　紹介した「ゴミの不法投棄禁止」の立て看板は、
デザイン変更前は全く効果がないものであった。こ
こには予算が投入され、職員の人件費も生じている
はずである。いくら政策形成プロセスやロジックが
正しくても、結果として人の行動を変えられなけれ
ば政策効果は全くないと言える。それは市民にとっ
て「予算と人件費の無駄」ということになるが、行
政では時に「プロセスは重視されるが、結果につ
いてコミットされない」場面が散見される。EBPM
が進められていく中で、今後はアウトカムで評価さ
れる場面が増え、実施した事業の結果はエビデンス
で示すことが求められていくだろう。その際、ナッ
ジのように「人を動かす」というアウトカムを前提
とした政策手法の価値が今後、高まっていくと考え
る。
　ナッジは「そっと背中を押す」ものであり、1 つ
1 つは小さな効果に留まる。しかしながら、「もた
らす結果から考える」という手法が広まることが、
行政におけるプロセス重視の価値観に一石を投じる
ものとなると期待している。アウトカムで評価する
価値観が広まれば、行政がエビデンスベーストで意
思決定しやすくなり、効果のない事業や意味のない
無駄な作業を見直し、より効果の高い部分にリソー
スを集中することができるかもしれない。ナッジの
発展が行政の仕事観を変え、働き方を変え、効果的
な行政運営につながり、その効率性が全国数百万人
の公務員に広まれば、国全体で莫大な効果を生むは
ずである。ナッジの発展が、日本全体に大きなメリッ
トをもたらすことを願っている。

※文中の表現について
　文中における尼崎市の文化・歴史についての記述、
国や地方自治体におけるエビデンスについての考え
方、公務員の在り方についての見解等は、あくまで
筆者の認識に基づいた私見であり、諸説ある解釈の
１つである場合があります。また、市の公式見解と
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も、必ずしも一致しない可能性があります。
　内容及び表現に何か問題があった場合は、その責
任は市ではなく、全て筆者個人にあることをご理解
ください。
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つくば市のナッジの取組み

つくば市政策イノベーション部統計・データ利活用推進室　金野　理和

テーマ

　茨城県つくば市のナッジ・ユニット「つくばナッジ勉強会」はトップダウンにより 2019 年 12 月に設立され、
2021 年には避難行動要支援者の同意書の返送率を向上させる事例でベストナッジ賞を受賞した。本事例の成功要
因として３つのポイント（①原課が「壁」を超え、ナッジ活用を決断した、②データで現状分析できた、③原課とナッ
ジ勉強会の連携が機能した）を挙げながら、ナッジの政策活用における課題と今後の展望について考えを述べたい
と思う。

1　つくば市のナッジ・ユニット「つくばナッジ
勉強会」

（1）設立経緯
　本市のナッジ・ユニットは、2019 年 12 月に五十
嵐立青市長、毛塚幹人副市長（当時）、森祐介政策
イノベーション部長（当時）によるトップダウンで
設立したが、設立以前からナッジの定義に合致する
ような取組みを特にナッジとは位置付けることなく
実施していた（生活環境部環境生活課「夏休みの省
エネドリル」、総務省委託事業「革新的ビックデー
タ処理技術導入推進事業」における「姫路市・つく
ば市　クラウド AI による行政情報・健診情報等分
析実証事業」）。このような状況であったことに加
え、森祐介政策イノベーション部長が環境省の日本
版ナッジ・ユニット「BEST」の有識者であったこ
ともあり、市としてナッジを政策手段の 1 つとして
位置付け各分野に導入していくこととなった 1。

（2）実施体制
　様々な案を検討した上で、組織規則の改正を伴わ

1　 白井祐子・池本忠弘・荒川歩・森祐介編著『ナッジ・行動インサイトガイドブック　エビデンスを踏まえた公共政策』勁草書房、
pp.114-118）

ない「勉強会」という位置付けでスモールスタート
することになった。事務局は政策イノベーション部
に置き、同部内の課室長から推薦された 6 名の職員
と部の総括担当である企画監を、本来業務の範囲と
して人事発令なしで割り当てた。ナッジ勉強会の業
務は通常業務の一環として扱い、勤務時間外の業務
に対しては超過勤務手当を支払うことも可能とし、
活動の持続可能性を担保している 1。また、メンバー
が人事異動で政策イノベーション部外に異動となっ
た場合でも、できる範囲で「つくばナッジ勉強会」
のメンバーとして活動を続け、異動先の担当業務等
でナッジを活用している。

（3）活動内容
　勉強会設立時は、ナッジに関する知識を持った職
員がいなかったため、事務局の主担当職員が中心と
なりつつも全員が独学で、ナッジが機能する仕組み、
バイアスの知識、国内外の事例、ナッジの設計・実
践方法、効果検証手法などを学び、ミーティングを
重ね知識共有を図りながら、原課から受けた相談の
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検討を行った。
また、ミーティングで共有された「おもしろい事例」
や「つくば市でも活用できそうな事例」については、
スライド数枚にまとめて全職員が閲覧可能な庁内イ
ントラネットの掲示板に「ナッジ通信」として掲載
を続けたことで、今では職員全員が「ナッジ」とい
う言葉を見たり聞いたりしたことがある状態となっ
ており、何か困りごとがあったときには「ナッジ勉
強会に相談してみよう」という雰囲気も生まれてき
ている。

2　ナッジの活用事例
　原課から相談を受け効果検証に至るまでのプロセ
スを図 1 に示す。また、2019 年 12 月から 2023 年
1 月現在までにナッジ勉強会が関わった相談案件は
50 件であり、その内訳を表 1 に示す。以下、表 1
の各分類における活用事例を紹介する。

図 1　ナッジ実施プロセス

フェーズ 1「課題特定」
1　原課からナッジ勉強会に相談
2　打合せ（業務フロー・課題の理解）
3　既存データを整理し状況確認
　　「おもてなしフレーム」を使った課題整理
フェーズ 2「ナッジの設計」
4　ナッジと効果検証の設計 ※ナッジ勉強会が担当
5　打合せ（実践可能か確認）
フェーズ 3「事業実施・評価」
6　実施（効果検証用のデータ取得）
7　効果検証　※ナッジ勉強会が担当

表 1　ナッジ勉強会で扱った相談の内訳

① ナッジを活用して効果検証 2 まで行っ
たもの 6 件

② ナッジは活用したが効果検証をしな
かったもの 17 件

③ 相談は受けたがナッジの活用にはつ
ながらなかったもの 22 件

④実施中・実施予定 5 件
合　　計 50 件

2　 ここでいう「効果検証」はランダム化比較試験（RCT）である。

　「①ナッジを活用して効果検証まで行ったもの」
は次項で触れるため、それ以外を説明すると、「②
ナッジは活用したが効果検証をしなかったもの」の
代表例としては、庁舎内のペットボトルキャップの
分別を促す「ペットボトルキャップ投票」や「せっ
けんを使った手洗いの促進」などがある。
　前者については、海外の事例等から効果があるこ
とが明らかだったということもあり「楽しむナッジ」
として効果検証は行わなかった。
　後者については、トイレ利用者の総数を把握する
ことが物理的にも倫理的にも難しいことや、せっけ
んの使用の有無を簡単に把握する方法がなかったた
め、効果検証を行わなかった。
　「③相談は受けたがナッジの活用にはつながらな
かったもの」については、フェーズ１「課題特定」
の段階で、ナッジ以外の手法（業務改善での対応な
ど）のほうが適切であるという結論に至ったもので、
相談内容としては事務処理上のミス防止、イベント
の集客、制度等の周知などに関するものが多い。
　ナッジは「手段」であり「使うことが目的」では
ない。課題を解決するために、従来の行政的手法が
いいのかナッジがいいのかを課題ごとに適切に見極
めることが大切である。
　次項では「①ナッジを活用して効果検証まで行っ
たもの」の事例を説明しながら、ナッジの取組みに
おける当市の課題と今後の展望について考えてみた
い。

3　事例：避難行動要支援者名簿における同意書
の返送率向上

　この事例は、ナッジ勉強会が原課（社会福祉課）
から相談を受けて効果検証まで行い、かつ効果が確
認できたものである。
　「避難行動要支援者名簿」とは、2011 年の東日本
大震災を踏まえ、市町村に作成が義務付けられたも
ので、自力で避難することが難しい方（要介護認定
3 ～ 5 の方など）を登録している。災害時にはこの
名簿が民生委員等の「支援者」に自動的に共有され

「支援者」が名簿登録者の避難を助けるのだが、平
常時には登録者の同意がなければ共有できない。名
簿登録者がより早く安全に避難するためには平常時
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から「支援者」に名簿情報が共有され、登録者の住
所や避難経路等を事前に把握し災害に備えることが
大切である。
　そのため、当市では名簿登録者に同意書を郵送
し、意向の返信をお願いしているのだが、返送率は
40％にとどまっていた。この理由を封筒の受け取り
側の行動プロセスから考えたところ、そもそも開封
すらしない方が多いのではないかと推測し、封筒に
ナッジを活用したメッセージを付して開封を促すこ
とで返送率上昇を目指した。
　具体的には、対象者を 4 つのグループにランダム
に分け、それぞれのグループの封筒の「宛名ラベル」
に異なるメッセージを印字して、返送率のグループ
差を測定した（ランダム化比較試験）。
グループ 1：メッセージなし（統制群）
グループ 2：〇年〇月〇日までにご返送ください
グループ 3：○○さまに大切なお知らせです
グループ 4： 避難支援を受けられる可能性がありま

す
　結果として、グループ 2 の返送率が統制群と比較
して 13.0 ポイント高くなったので（統計学的に有
意差あり）、翌年度以降は宛名ラベルに必ず「返送
期限」を入れることにした 3。

図 2　ナッジを活用したメッセージを付した宛名ラベル

4　ナッジ活用事例の成功要因と課題
　この事例は 2021 年のベストナッジ賞を受賞する
ことになったのだが、そのような評価を頂けたポイ
ントとして、筆者の私見ではあるが以下の 3 つを挙
げてみたい。

3　検証結果を実際の事業に取り入れることを「社会実装」と呼んでいる。本事例の社会実装は 2021 年度で、このときの返送率は
64.2％だった（宛名ラベルに返送期限を入れたほか、通知文の改善と電子申請の導入も行っている）

4　ランダム化比較試験は、現在は全国のナッジ・ユニットで取り組んでおり目にすることも多くなったが、2020 年当時は自治体の実
施事例がほとんどなくハードルの高い手法だった。

　①原課が「壁」を超え、ナッジ活用を決断した
　②データで現状分析できた
　③原課とナッジ勉強会の連携が機能した
　「①原課が「壁」を超え、ナッジ活用を決断した」
について、まず、自治体では法律などのテクニカル
な部分以外の「自課の通常の業務課題」について
は、そもそも他部署に相談しないものであり、そこ
には壁が存在していたと考えられる。また「ランダ
ム化比較試験（RCT）」の実施には、通常業務に追
加の負担となることへの抵抗感以外にも「対象者の
扱いに差を設ける」ことへの心理的障壁も存在した
と考えられる 4。それでもナッジ活用が決断された背
景として、原課である社会福祉課では日頃より担当
者から所属長までの全員に「一番大事な目標は人命
を救うこと。そのために同意してくれる人を増やし
たい。」という熱意が存在したために、同意書の郵
送をゴールとせず、その先の返送率上昇に取り組ん
だことが挙げられる。
　「②データで現状分析できた」については、デー
タの有無で課題特定の解像度に大きく差がでるとい
う点を指摘したい。今回の目的は当然「同意する人
を増やす」ことであるが、返送者の属性や同意書の
有無について、原課がデータとして「瞬時に使える
ように」整備していたおかげで「返送者の９割は同
意してくれている」という事実を事前に把握できた。
そして「返送者を増やすことが同意者も増やすこと
につながる」という「データから得た仮定」に基づ
きナッジを設計することができた。もし原課でデー
タを整備していなければ、従来の政策立案と同様に
経験と勘に頼ることになっただろう。
　「③原課とナッジ勉強会の連携が機能した」につ
いては、原課が持ち合わせていないナッジの知見を
ナッジ勉強会がうまく補い、また原課の業務フロー
や業務上の制限を理解した上で実施できたというこ
とであり、当市の勉強会による活動が機能したこと
を示す例といえる。一方で今後、様々な分野の政策
にナッジを活用していくためには「ナッジの知見」
を持った職員が原課に在籍する方が有利なことは言
うまでもない。そのため、ナッジ勉強会は「1（2）
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実施体制」で紹介したとおり、ナッジ勉強会のメン
バーが部外に異動になっても勉強会の一員として活
動を続けることとしている。
　しかしながら、職員によるナッジ勉強会での活動
だけでは限界を感じる局面も出てきている。一自治
体職員が膨大なデータ分析やその解釈について根本
から学ぶのには限界があるので、自治体は大学や研
究機関等との連携、専門職の雇用などで「知」を活
用できるような仕組みを整えていくことも、中長期
的には必要であると思われる。

5　おわりに
　ここまで当市におけるナッジ活用について、経緯、
組織、実際の事例などを紹介してきた。ナッジ活用
のメリットについては一般的に「必要とする費用が
少ない」「強制を伴わず合理的な行動を促すことが
できる」「今まで届かなかった層にアプローチでき
る」などが挙げられているが、当市のこれまでの活
動を踏まえた行政内部でのメリットについて筆者の
考えを述べたい。
　まず、結果に関わらずナッジを活用すること自体
に意味があると考えられる。もちろん効果検証によ
り「良い結果」が目に見えて確認できるのが理想（単
純に嬉しい！）ではあるが、効果が見られなかった
場合でも、ナッジの設計の際は必然的に顧客の視点
で業務プロセスや通知文を見直すことになるので、
改善や気付きにつながる。
　さらに、ナッジは「根拠に基づいた政策立案

（EBPM）」の導入に役立つと考えられる。ナッ
ジ活用時における「データを使って課題を特定
し、実施後に効果検証を行う」というプロセスは、
EBPM と極めて親和性が高いため、今後、自治体
に EBPM を取り入れていくにあたり「ナッジ」は
大きな推進力になるだろう。
　最後に、今後、全国の自治体でナッジ活用が一般
的になるためにはエビデンスの集約が重要である。
RCT の実施はハードルが高いが、全国で行ったナッ
ジ活用事例を集約することで、類似事例で効果が確
認されたものを単純にまねることだけで効果が期待
でき、ナッジ活用が飛躍的に進むと考えられる。
　 大 阪 大 学・ 行 動 経 済 学 会・NPO 法 人 Policy 
Garage が運営するウェブサイト「自治体ナッジシェ

ア」などを始め、エビデンス集約を目指した動きが
あり大変期待しているところである。当市のナッジ
勉強会も微力ながら、今後も活動を継続していきた
いと考えている。
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シリーズ

　新型コロナウイルス感染症は感染拡大の波を繰り返しながら、
確実に人々の生活に変化を与え続けている。自治体運営も従来
の方法では対応できないばかりか、今まで提供できていた公共
サービスを維持していくのも困難となる可能性がある。このよ
うな状況において自治体の課題解決や地域経済の活性化の一つ
の手段として近年注目されているシェアリングエコノミーの取
組みに焦点を当てる。
　
　ここでは、地方でのシェアリングエコノミー導入における都
市自治体の役割の検討や若年世代のシェアリングエコノミーへ
の期待、人材のシェアリング研究と都市自治体の報告をもとに
都市自治体のシェアリングエコノミー活用について議論を深め
たい。

ウィズ /ポストコロナ時代における都市政策
自治体とシェアリングエコノミー
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地方でのシェアリングエコノミーの展開
の課題と自治体の役割

島根大学法文学部法経学科教授　野田　哲夫

シリーズ①

　シェアリングエコノミーは省資源・人口減社会におけるビジネスモデルとして注目されグローバルなビジネス展
開が続く中で、地域課題の解決を目指して地方レベルでの導入も進んでいる。本稿では、イノベーションとしての
シェアリングエコノミーが生み出す経済的利益の含蓄と、インターネット時代の贈与経済としての地方における
シェアリングエコノミーの導入の可能性について明らかにする。そして、地方でのシェアリングエコノミー導入事
例に対するアンケート調査分析と、代表的な導入事例の紹介を通して、地方でのシェアリングエコノミー事業の展
開、その維持・継続における課題と地方自治体の役割について考察する。

1　「破壊的イノベーション」としてのシェアリ
ングエコノミー

　個人等が保有する共有可能な資産や能力をイン
ターネット上のマッチングプラットフォームを介し
て他の個人等も利用可能とするシェアリングエコノ
ミー（共有経済）は省資源・人口減社会におけるビ
ジネスモデルとして注目されてきた。Airbnb（2008
年創業）や Uber（2009 年創業）などのシェア事業
者がそのサービスを開始し、ビジネスを展開・拡大
していった時期に、Botsman （2010） ”The Sharing 
Economy”（邦訳『シェア』）がこれらの事業者の
ビジネスモデルを所有から共有、活用への経済活
動の転換、「コラボ消費」のビジネスモデルである
と し て お り、 ま た Schor （2010） ”Plenitude: New 
Economics of True Wealth” （邦訳『プレニテュー
ド』） では共有・共同利用による省資源、環境への
負荷の低減も期待されている。その後、世界的なレ
ベルで市場を拡大してきたシェアリングエコノミー
のビジネスであるが、更にコロナ渦、またウィズコ
ロナ・アフターコロナの時代においても今後市場の
拡大が予想される。我が国においてもウーバーイー
ツに代表されるいわゆるデリバリーギグワーカーへ

の雇用就業機会の創出や、都市部での自転車通勤の
増加に対応するためのサイクルシェアサービスの提
供などは今後も需要増が期待される分野である。こ
のような都市型のシェアリングエコノミーに対する
需要の増加に対しては、グローバルに展開するシェ
ア事業者によって対応がなされ、これらの事業者に
ビジネスチャンスを拡大していくことになる。一方
で、タクシーなどの旅客運輸業やホテル・旅館など
の宿泊業などの既存事業者のビジネスを代替し市場
に劇的な変化をもたらすいわゆる「破壊的イノベー
ション」の側面を持っている。
　経済のデジタル化（デジタルエコノミー）は限界
費用の低下＝価格低下をもたらし、一方的な消費者
の支払い意志額と実際の価格の差分である消費者余
剰の増加を創出するのに対して、サービスを供給す
る事業者の付加価値額である生産者余剰を低下させ
る。デフレ経済が続き需要の全体的増加が見込まれ
ない状況下ではシェアリングエコノミー事業者の新
規参入は既存事業者の退出につながる。さらに新規
参入するシェアリングエコノミー事業者自身も不安
定な低賃金労働に依存する投資抑制的・労働節約的
なビジネスであるために、生産者余剰も全体的に圧
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縮されることになる。シェアリングエコノミー事業
者自身も参入が相次いだ結果、収益確保が難しく
なっている事業者も存在する。ただし、シェアリン
グエコノミー事業者自体のビジネスは価格低下を上
回るコスト削減によって生産者余剰を獲得している
のが実態である1。
　デジタルエコノミーによる消費者余剰の推計
に関しては Brynjolfsson et al. （2012） が、米国で
は 2007 年 か ら 2011 年 に Facebook や YouTube、
Twitter、Craigslist などのインターネット上のサー
ビスによって年平均で 8380 億ドルの余剰が生み出
されていると推計している。これは同期間の米国
の GDP の 5.8% に達し、これだけの額が GDP に計
上されなかったものとなる。また日本では野村総
合 研 究 所 （2019） が LINE、Facebook、Twitter、
Instagram 等のデジタルサービスから生まれる日
本の消費者余剰を年間 161 兆円（2016 年）と試算、
2016 年の日本の実質 GDP の約 30％相当に値する
としている。これがいわゆる「破壊的イノベーショ
ン」の経済学的含意でもある。
　 シ ェ ア リ ン グ エ コ ノ ミ ー に 関 し て も、 既 に
Sundararajan （2016） ”The Sharing Economy”（ 邦
訳『シェアリングエコノミー』）がシェアリングエ
コノミーによる雇用就業機会の創出などの経済効果
と併せて、消費者体験の質の向上を GDP に反映す
ることの困難さについて言及している。此本 （2018） 

『デジタル資本主義』もシェアリングエコノミーが
もたらすこの価格低下によって消費者余剰が増加し
たとしても GDP には計上されない点を指摘してい
る。シェアリングエコノミーによる消費者余剰の
実際の推計に関しては、Bean （2016） が英国経済に
おける Airbnb や Uber などの活動を推計し、2013
年に英国の Airbnb レンタルに直接支出された 2 億
4,300 万ポンドは、宿泊サービス全体の総付加価値
の約 2％にあたり、Airbnb レンタルの相対価格か
ら宿泊サービス全体の総付加価値 0.7％の消費者余

1　経済産業省（2018）や内閣府経済社会総合研究所 （2019） がシェアリングエコノミー等の経済活動による付加価値の推計を行ってい
るが、特に後者はシェアリングエコノミーに該当するサービスを手掛ける仲介事業者を対象によるヒアリング調査を実施し、各仲介
事業者の売上や費用構造等を把握、シェアリングエコノミーの分野ごとに名目市場規模、付加価値額の推計を行っている。その結果
各分野の付加価値額を合計すると、2017 年は 1,300 億円～ 1,500 億円程度と推計、「② SNA の生産の境界内／現在、 捕捉できていな
いと考えられるもの」の付加価値額は 800 億円～ 1,000 億円程度、「③ SNA の生産の境界内／現在、捕捉されて いると考えられるも
の」の付加価値額は 400 億円～ 500 億円程度となっている 。これらは現行の GDP 体系では捕捉されなかった、シェアリングエコノミー
事業者による生産者余剰の捕捉と推計であると考えられる。

剰が発生するとしている。日本では情報通信総合研
究所 （2017） が、シェアリングサービスの利用状況
や将来的な利用意向、モノやサービスのシェアに
よって得ている金額、支払っている金額等について
の Web アンケートを基に、シェアリングエコノミー
提供側が得ている収入は年間で約 1 兆 1,800 億円、
利用側が支出している金額は、年間で約 4,400 億円、
また将来の利用意向を踏まえて、潜在市場規模を推
計した結果、提供側が得る可能性がある収入は年間
で約 2 兆 6,300 億円、利用側が支出する可能性があ
る金額は年間で約 1 兆 1,100 億円と算出している。
　このようにシェアリングエコノミーは、そのサー
ビスを供給する事業者にとっては厳しい「破壊的イ
ノベーション」をもたらすが、サービスを消費する
側にとって経済的利益をもたらし、更に省資源、環
境への負荷の低減にも資するものであると考えられ
るが、グローバルなビジネスと対局にある地方にお
いてその利益は実感しがたい。

２　地方でのシェアリングエコノミーの導入、
「温もりのあるイノベーション」

　シェアリングエコノミーのグローバルなビジネス
展開が続く一方で、我が国では人口の減少が続く中
山間地域等の地方において地域課題の解決を目指し
たシェアリングエコノミーの導入が政策レベルで進
められてきた。内閣官房シェアリングエコノミー促
進室「シェア・ニッポン 100　～未来につなぐ地域
の活力～」には地方において自治体や民間事業者等
がシェアリングエコノミーに取り組んでいる事例が
まとめられている。促進室への情報提供及び関係省
庁、（一社）シェアリングエコノミー協会等に対す
るヒアリング等で得られた情報をもとに、シェアリ
ングエコノミーの活用に取り組んでいる団体に対し
て深掘り調査を行い、解決しようとする地域課題が
具体的であり、かつ取組み内容に独創性や新規性が
見られるものとして 2020 年時点で 115 団体の事例
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が取り上げられている。促進室はグローバルに展開
するシェア事業者によるビジネスを、新たな需要を
掘り起し市場に劇的な変化をもたらす「破壊的なイ
ノベーション」と位置付けるのに対して、地方で展
開されるシェアリングエコノミーを、地域の共助の
精神などを育て、地域コミュニティの再生や地域独
自の課題の解決を目的としたイノベーション＝「温
もりのあるイノベーション」として、国や行政が地
域の社会的な課題を解決するための取組みとして
位置づけている。前述の Sundararajan （2016） では
シェアリングエコノミーによる経済効果が中心的に
分析されていると同時に、シェアリングエコノミー
を市場経済と贈与経済にまたがるものと述べられて
いる。贈与経済（=Gift Economy）は経済人類学者
のマルセル・モースによって提唱されたもので、狭
隘な原始社会においては贈り物の付与で生み出され
た相互的な関係が経済的な領域を超えた重要な原則
として社会の道徳的な基礎を形成することが主張さ
れている。Sundararajan は、シェアリングエコノ
ミーによって半匿名の個人が集まるデジタルコミュ
ニティは物理的にはインターネットの公共空間に依
存はしているが、そのネットワークの広域化と併せ
た高速性・即時性によって Mauss（1954）が前提
とする原始社会と同様に狭隘なものであり、贈与経
済が成立する側面も持つと指摘している。人口減が
進む地方でのシェアリングエコノミーの展開を考え
る際に、既存の資源を利用しつつコミュニティ内で
完結するサービスとなる可能性が高い。これは地方
のコミュニティが従来持っている贈与経済（コミュ
ニティ内での相互性、互恵性、そして信頼性）の側
面でもあり、地方でのシェア事業の立ち上げに際し

て親和性を持っていると考えられる。ただし、シェ
ア事業の維持・継続に際しては「破壊的なイノベー
ション」を進める民間事業者のプラットフォームの
活用、そしてシェア事業の継続性のための広域展開
や多角化が必要となり、そこには地方の行政機関で
ある自治体の果たす役割も大きいと考えられる。

３　地域でのシェアリングエコノミー導入の主
体と目的（アンケート調査より）

　島根大学情報経済研究室ではシェアリングエコノ
ミーを活用した地域課題の抽出・研究の普遍化につ
なげたいと考え、内閣官房シェアリングエコノミー
促進室「シェア・ニッポン 100」に掲載されている
地域のシェアリングエコノミー導入の現状や課題に
対するアンケート調査を 2021 年 10 月から 12 月に
かけて行った。調査は郵送と Web アンケートを合
わせて行い、送付 108 地域に対し回答があった地域
は 51（回答率 47%）であった。まずこのアンケー
ト調査結果を基に、各地域の取組みの課題や目的、
そして取組み主体（組織）等を集計したうえで、取
組み主体（組織）や目的による取組みの相違や、今
後のシェアリングエコノミーを活用した取組みの展
望等について考察を行う。
　まず、シェアリングエコノミーに取り組む主体は、

「行政（市町村）」（39 件）が多いが、「民間企業」（19
件）や「中間組織（NPO 法人等）」（9 件）を立ち
上げて取り組む地域も見られる（図 1 参照）。
　また取り組んでいる目的は「就業機会の創出」（20
件）が多く、「観光振興」（15 件）、「地域の足の確保」

（11 件）、「需給ひっ迫解消」（10 件）が続いている（図
2 参照）。「その他」で回答があったものも「地域労

図 1　シェアリングエコノミーを取り組む主体（組織）（複数回答）
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図 2　シェアリングエコノミーに取り組んでいる目的（複数回答）

図 3　シェアリングエコノミーを取り組む主体（組織）別の取組み目的（複数回答）

表 1　複数のシェアリングエコノミーの取組みをしている地域と取組み主体
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働力の解決」や「フリーランスの育成」、「所得向上」、
「女性活躍」などであり、「就業機会の創出」に含ま
れるものと考えられる。
　取組み主体別に取り組んでいる目的を見た場合、
どの主体においても「就業機会の創出」と「観光振
興」が大きな割合を占めている（図 3 参照）。
　また、複数のシェアリングエコノミーの取組みを
行っている地域は 20 件（39%）であり、運営の組
織形態は「単独の組織（行政、外郭団体、中間組織、
その他）」が 14 件、「それぞれ別の組織で運営」が
6 件で、また 20 件の地域のうち、16 件の地域の取
組み主体が行政（市町村）であり、そのうち 9 件は
行政による単独の組織運営である。また、それぞれ
別の組織で運営されている 6 件のうち、いずれも行
政（市町村）が運営組織の一つとなっている（表 1
参照）。特定のシェアリングエコノミーだけに特化
して事業を行うだけでなく、他シェア事業とも組み
合わせた事業の多角化が進められていることが確認
された。
　また、複数のシェアリングエコノミーの取組みを

行っている 20 件の地域の、それぞれの取組みの目
的を見ると、「就業機会の創出」、「観光振興」がそ
れぞれ 10 件で最も多く、「需給ひっ迫」が 7 件、「地
域の足の確保」が 5 件となっている（表 2）。また
複数のシェア事業の組み合わせとしては「就業機会
の創出」と「観光振興」が 6 件あり、これらのシェ
ア事業が共有している対象は「スキル」も多かった
ことから、地域で就業機会の創出を観光振興（体験
型観光振興）と併せて取り組んでいると考えられる。

４　地方でのシェアリングエコノミー導入の課
題と可能性

　日本で地方において進められているシェアリング
エコノミーの事業は、そのほとんどが国による補助
金（総務省による「IoT サービス創出支援事業」「地
域 IoT 実装推進事業」、地方創生の一環である「地
方創生加速化交付金事業」など）によって始められ
ており、外国人滞在施設経営事業を進める「国家戦
略特別地域」なども活用されている。さらに 2018
年度からは新たに総務省による「シェアリングエコ

表 2　複数のシェアリングエコノミーの取組みをしている目的と取組み主体
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ノミー活用推進事業」もスタートしている。シェア
リングエコノミー自体がまず、① 個人間での相互
取引（CtoC）を前提としているため、個人間の少
額の取引から利益をあげるためには多数の取引が必
要となり、民間事業者による持続的なシェア事業が
可能になるのは利用者と提供者の母数が多い都市部
に限られる。また、② インターネット上の分散型
プラットフォームを介することにより、サービス
の拡大が需要の拡大とその囲い込みを実現させる
ネットワーク効果2 によって規模の経済性を可能に
し、同時に特定の企業に独占的市場を成立させる。
Airbnb や Uber そしてクラウドワークスなどの事
業者はまさにこのネットワーク効果を活用して事業
と利益を拡大しているのである。日本でも千葉市が
シェアリグシティ構想を掲げ、千葉都心や幕張新都
心においては、生活の利便性を高めるためのシェア
リングエコノミー事業を展開（シェアサイクル、宅
配ロッカーなど）する一方で、市街化調整区域に外
国人滞在施設経営事業（国家戦略特別地域）によっ
て宿泊需要を生むことで、同エリアの地域資源を活
用した体験型観光コンテンツとマッチアップさせ、
消費喚起を促すことを進めている。ここで体験観光
情報を提供する株式会社ガイアックスの提供するプ
ラットフォーム TABICA（当時）とタイアップし
て市外からの観光客の誘致で成果をあげている。民
間事業者との密な連携を継続し、「①民間企業が中
心となる持続可能な収益モデル」と「②行政が解決
すべき課題に民間のシェアサービスを活用するモデ
ル」の双方を視野にいれて事業を多角的に展開する
事例であるが、千葉市の規模で収益化が見込まれる
都市型のシェアリングエコノミー事業であると考え
られる。
　これに対して地方でのシェア事業は、自治体が
サービスを提供する事業（GtoC）を補助金などで
スタートさせて ① 個人間での相互取引 や ② イン
ターネット上の分散型プラットフォーム による母
数の部分をカヴァーしようとしても、中小規模の自

2　経済学においては限界効用減少の法則によって、財の保有量が増加するほどその財の価値は低下するものの、ネットワーク効果が
作用する場合、財の価値は上昇することになる。いわば、ネットワーク効果とは財の価値がそれを保有する人数に左右されると言う
状況を指すものである。例えば、ワープロソフトは、それを持っている者が一人しか存在しない場合、価値は小さいが、それを保有
する者が増えれば増えるほど、交換性が高まるため、その価値が飛躍的に高まることになる。ネットワーク効果が発現するものとし
ては、ここで上げたソフトウェアの他に、物流、交通インフラ、通信ネットワークなどが上げられる。

治体ではその地域だけで規模の経済性を成立させる
ことは難しい。また、地域で NPO 法人などの中間
事業者を立ち上げたとしても、その運用・維持のた
めのコストを地域の単独の事業だけで回収し事業
を継続させることは困難である。「シェア・ニッポ
ン 100」の事例にみられるように、観光振興や雇用
創出などの手っ取り早い手段としてシェアリングエ
コノミーのサービスの導入が進んでいるが、地方の
中小規模の自治体にとってこの事業だけに特化して
シェア事業を展開することは難しく、近隣自治体と
の広域的な取組みや、他のシェア事業とも組み合わ
せた事業の多角化が求められる。
　前者（広域的な取組）に関しては民間事業者のプ
ラットフォームを活用したサービスの導入とその横
展開が考えられ、観光振興の事例にみられるように
民間事業者自体も地方展開によってネットワーク効
果を生み出す事業の拡大の目的から（もちろんプロ
モーション効果も含めて）、行政と連携した広域展
開の取組みを進めている。しかしながら民間事業者
によるシェアリングエコノミー（あるいはクラウド
ソーシング）が持つ （A） 市場に劇的な変化をもた
らす「破壊的イノベーション」の側面、すなわち既
存のビジネスや労働の代替効果も想定される。それ
ゆえに民間事業者と利用者（労働力の所有者）の仲
介となる地域事業者（NPO 法人などの中間事業者）
の育成が求められるが、これらの地域事業者の事業
の継続を考えるならば、後者（事業の多角化）も併
せて求められる。前項のアンケート結果からも複数
のシェアリングエコノミーの取組みを行っている地
域は約 40% であり、そのうち 8 割の地域の取組み
主体に行政（地方自治体）が入っている。行政主導
で進める地域や、NPO 法人などの中間事業者を立
ちあげてシェアリングエコノミーのサービスの導入
を進めようとする地域など取組み主体が多様である
が、特定のシェアリングエコノミーだけに特化して
事業を行うだけでなく、他シェア事業とも組み合わ
せた事業の多角化が進められていることが確認され
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ると同時に、広域化・多角化を進める段階での地方
自治体の役割は欠かせないと考えられる。
　佐賀県多久市では、総務省による「地域 IoT 実
装推進事業」 や地方創生の一環である「地方創生加
速化交付金事業」を活用して、①クラウドソーシン
グを利用した雇用の創出、②地域資源を有効活用し
た体験型観光コンテンツの造成、③子育てや家事代
行を中心としたシェアサービスの展開の 3 つのシェ
アリングエコノミー事業を展開している。多久市が
中間組織である NPO 法人価値創造プラットフォー
ムを育成することによって行政、民間事業者、そ
して地域の NPO 法人の 3 者が主体となって事業を
シェアし、ディレクターと在宅ワーカーの育成と採
用（スキル水準の担保）を行っている。この事業を
皮切りに、②地域資源を有効活用した体験型観光コ
ンテンツに関しては株式会社ガイアックスと連携し
た九州地域資源を活用した観光シェアリング事業
を、③子育てや家事代行を中心としたシェアサービ
スに関しては、AsMama やエニタイムズを活用し
た子育てや家事代行を中心としたシェアサービスの
展開を進めている。地域課題に応じたシェアサービ
スがあれば民間事業者の既存のプラットフォームを
活用することで、初期費用を抑えた事業展開が可能
であることが分かる。またこの事業を運営している
のは NPO 法人であり、クラウドソーシング事業だ
けでそのビジネスを継続することは困難であると考
えるが、体験型観光コンテンツ事業や子育てや家事
代行事業へと事業を展開、拡張することによって事
業の継続性の可能性を示しており、NPO 法人の育
成と事業の多角化において自治体が主導的な役割を
果たしている。
　また中山間地域において逼迫の課題である公共交
通課題＝「地域の足の確保」に関しては、「シェア・
ニッポン 100」にも取り上げられている北海道天塩
町、中頓別町等の自治体ではそれぞれ国土交通省に
よる実証実験事業を民間のシェア事業者と連携して
展開している（北海道天塩町は株式会社 notteco と
提携し自家用車による乗合事業の実証実験を実施、
中頓別町は Uber の ICT システムを活用したライ
ドシェア事業を実施、いずれも 2016 年から実証実
験の開始）。いずれも実証実験段階が終わり本格運
用も開始されているが、交通以外の社会資源のシェ

ア（空きスペース等）についても推進が検討されて
いる。いずれもまだ検討段階であるが、特定のシェ
アリングエコノミーのサービスだけでは事業の継続
が困難であることを示唆している。一方で、「シェ
ア・ニッポン 100」の事例ではないが、京都府京丹
後市では自家用車有償運送「ささえ合い交通」（事
実上のライドシェア）の事例が、中間事業者である
NPO 法人によって独立採算制で運営されている事
例として注目に値する。NPO 法人が事実上の「ラ
イドシェア事業」を他の公共交通機関（オンデマン
ドバス等）との組み合わせによって「地域の足の確
保」を行っており、シェアリングエコノミー以外の
事業との組合せによる「多角化」によって事業を継
続していると考えられる。事業の運営主体は NPO
法人であるが、他の公共交通機関との連携において
地方自治体の果たす役割は欠かせない。今後もこの
事業全体が継続可能となるためには、「ライドシェ
ア事業」の展開だけでなく、連携する他の公共交通
サービス（オンデマンド型交通等）の事業の維持に
もつながっていく必要がある。これはシェアリング
エコノミーの事業の運用・継続といった観点からみ
た「多角化」だけでなく、公共交通サービスの運用・
継続をコミュニティバスやデマンド型交通、有償ボ
ランティア輸送などを組み合わせて進めてきた中山
間地域にとって、シェアリングエコノミーも含めた
事業の継続を指し示すものでもある。
　様々な課題を抱えた地方ではシェアリングエコノ
ミーの導入と事業の継続だけでなく、本来地域の課
題解決に必要な事業でありながら、単独では維持・
継続が困難な事業を地域が持つ未利用資産・能力を
活用し、シェアリングエコノミーの活用も含めた多
角的な展開によって解決することが本来求められて
いることであり、地方自治体によって主導される「温
もりのあるイノベーション」であろう。
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シェアリングエコノミー、SDGs への大学生の意識 
―アンケート調査結果に基づく愛媛県と都市部の比較―

愛媛大学　社会共創学部　准教授　折戸　洋子
愛媛大学　社会共創学部　4 回生　笠岡　泰然、志度　兆治、白方　彩夏

瀧川　佳穂、濱野　佑有、吉見　俊哉、脇坂　鈴穂

シリーズ②

　シェアリングエコノミーの概念やシェアリングビジネスは、現在の日本において様々な形で浸透しつつあり、シェ
アリングサービスの利用やそのビジネスの推進が SDGs（Sustainable Development Goals）の達成に貢献し
得るという論調も見られる。その中で、特に若年世代はシェアリングエコノミーやその SDGs への貢献に対して
どのような認識や期待をもつのであろうか。本稿では、2021 年に実施したアンケート調査結果のうち、愛媛県と
都市部における大学生の回答結果から、シェアリングエコノミーや SDGs、シェアリングビジネスの SDGs への
貢献に関する若年世代の認識や期待等を検討し、都市部と愛媛県の回答を比較する。また、その上でシェアリング
エコノミーの推進に向けて、自治体に期待される役割について示唆する。

1　はじめに
　2023 年現在、オンラインプラットフォームの運
用を前提としたシェアリングサービスが世界的な規
模で普及してきている。日本においても、2010 年
代からそのサービスが注目を集め、特に東京オリン
ピック開催時の宿泊施設不足が予想されたことを
背景にホームシェアリングが推奨された。その後、
2020 年以降には新型コロナウイルス感染症の流行
をきっかけにスキルシェアリングも進んでいる。こ
れらのサービスに代表される新しいビジネスの仕組
みを取り入れた経済のあり方はシェアリングエコノ
ミーと総称される。
　近年においては、このシェアリングエコノミーや
シェアリングビジネスの推進が SDGs（Sustainable 
Development Goals）に貢献するとの見解もみられ
る（一般社団法人　シェアリングエコノミー協会、
2022a; 2022b）。とりわけ、シェアリングエコノミー
は SDGs に示される 17 のゴールのうち、環境問題
に関係する項目を達成することが認識され、脱炭素
社会や資源消費の削減に貢献するとの指摘もある

（株式会社 情報通信総合研究所、2022）。
　他方、地方において顕著に観察される過疎化や空
き家の増加、公共交通機関が利用可能な範囲の縮小
などといった社会問題に対して、シェアリングサー
ビスの提供がその解決に資することが期待される場
合も多い。しかしながら、そもそも人口の少ない地
方ではシェアリングサービスの市場が十分に成立し
ないことや、特定のサービスのみしか浸透しないこ
と、逆にそのようなサービスの普及がないために認
知されていかないことも危惧される。その中でシェ
アリングエコノミーや SDGs といった社会的な意義
や価値を帯びた概念は、地方の若年世代にどのよう
に受けとめられているのであろうか。
　そこで本稿では、筆者らが 2021 年 7 月～ 8 月に
大学生や社会人を対象に実施したアンケート調査結
果（折戸ら、2022）から、10 代後半～ 20 代前半の
学生でかつ東京都や大阪府などの都市部在住者と愛
媛県在住者の回答を抽出し、愛媛県という地方での
回答傾向や若年世代全体の共通点などを考察するこ
とを試みる。愛媛県は、他の地方と同様に人口減少
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がみられ、特に住宅総数に対する空き家総数の割合
は全国 7 位であり（愛媛県、2020）、深刻な状況に
あるとされている。一方で、環境問題に関しては、
県庁所在地である松山市が環境モデル都市に選定さ
れている（松山市環境モデル都市推進課、2022）。
　愛媛県が日本の地方を代表するとは必ずしもいえ
ないものの、本稿では愛媛県での回答と都市部から
の回答を比較することによって、一地方としての愛
媛県におけるシェアリングエコノミーや SDGs に対
する認識の傾向や特徴について考察する。これによ
り、日本のシェアリングエコノミーやシェアリング
ビジネスの促進において自治体に期待される役割を
示唆したい。

2　シェアリングエコノミーと SDGs
（1）シェアリングエコノミーとは
　内閣官房シェアリングエコノミー促進室（n.d.）
によれば、シェアリングエコノミーとは「個人等が
保有する活用可能な資産等（スキルや時間等の無形
のものを含む）を、インターネット上のマッチング
プラットフォームを介して他の個人等も利用可能と
する経済活性化活動」であると説明される。そのサー
ビスとしてみなされうるシェアリングサービスは既
に多種多様となり、モノ、空間、スキル、移動、お
金の 5 つに分類されている（一般社団法人　シェア
リングエコノミー協会、n.d.）。
　日本においてはホームシェアリングの Airbnb や
宅配サービスの Uber Eats などが知名度の高いサー
ビスとして知られており、それ以外にも洋服やブラ
ンドバック、楽器などのモノのシェアリング、会議
室や農地などの空間のシェアリング、家事業務や専
門知識などを提供するスキルシェアリング、お金の
シェアリングを意味するとされるクラウドファン
ディングサービスなど、既に数多くのサービスが提
供されている。また、このシェアリングビジネスの
推進によって、遊休資産となっていたモノや施設と
いった資源の有効活用や、スキルシェアリングによ
る柔軟な働き方の実現といった価値がもたらされ、
それが日本の社会問題の解決に資するとされる場
合もある（総務省地域力創造グループ地域振興室、
n.d.）。地方においては、空間のシェアリングサービ
スの普及が空き家の有効活用に貢献することや、ス

キルシェアリングサービスの活用によって人材不足
に対応することも期待される。
　学術的には、メルカリのように所有権の移転を伴
うサービスをシェアリングサービスに含めるのか、
シェアリングエコノミーの範囲をどのように定義す
るのか、ギグエコノミー（gig economy）とどのよ
うに異なるのかといった、概念上の定義や解釈に関
する曖昧さも多いことが指摘されている（Fors et 
al., 2021; Majima et al., 2021; 折戸ら、2021）。加え
て、巨大プラットフォーム企業による大規模なシェ
アリングビジネスの展開が、個人や社会に対してネ
ガティブな影響を与えるというリスクの発生も懸念
されており（折戸、2021）、そのあり方やシェアリ
ングビジネスに対する規制等については現在進行形
で議論の対象となっている。

（2）SDGs が目指すもの
　近年、マスメディアや行政機関においても取り
上げられる機会が多くなった SDGs とは、以下の
17 のゴール及びそれに関連する 169 のターゲット
を示したものである（国際連合広報センター、n.d 
; United Nations, n.d.）。日本においても、行政組
織に限らず、民間企業や大学などの様々な組織が
SDGs の達成に向けた取組みの推進を目指す姿勢を
示している。

1. 貧困をなくそう（No Poverty）
2. 飢餓をゼロに（Zero Hunger）
3. すべての人に健康と福祉を
 （Good Health and Well-Being）
4. 質の高い教育をみんなに（Quality Education）
5. ジ ェ ン ダ ー 平 等 を 実 現 し よ う（Gender 

Equality）
6. 安全な水とトイレを世界中に
 （Clean Water and Sanitation）
7. エネルギーをみんなに　そしてクリーンに
 （Affordable and Clean Energy）
8. 働きがいも経済成長も
 （Decent Work and Economic Growth）
9. 産業と技術革新の基盤をつくろう
 （Industry, Innovation and Infrastructure）
10. 人や国の不平等をなくそう（Reduced Inequality）
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11. 住み続けられるまちづくりを
 （Sustainable Cities and Communities）
12. つくる責任　つかう責任
 （Responsible Consumption and Production）
13. 気候変動に具体的な対策を（Climate Action）
14. 海の豊かさを守ろう（Life Below Water）
15. 陸の豊かさも守ろう（Life On Land）
16. 平和と公正をすべての人に
 （Peace, Justice and Strong Institutions）
17. パートナーシップで目標を達成しよう
 （Partnerships for the Goals）

　この 17 の目標は幅広い内容を含み、シェアリン
グエコノミーやシェアリングサービスの普及によっ
て目指される社会的価値との親和性が高いとも考え
られている。そのため、シェアリングビジネスの推
進による SDGs の達成が期待され、その認識や実態
に関する調査も行われつつある（株式会社 情報通
信総合研究所、2022; 2020）。

３　シェアリングエコノミー及び SDGs に関す
るアンケート調査

（1）アンケート調査の概要
　筆者らは、日本において実際にどのようにシェア
リングエコノミーや SDGs、それらの関連性が認知、
評価されているのかを把握するために、2021 年 7
月～ 8 月にアンケート調査及びフォローアップ・イ
ンタビュー調査を実施している。その結果、720 件
の有効回答を得ており、その結果を考察している（折
戸ら、2022）1。本稿では、若年世代における地方と
都市部の差異を分析するために、上記調査回答のう
ち学生のみの回答を抽出し、かつ三大都市圏に該当
する東京都、神奈川県、千葉県、愛知県、大阪府、
京都府、兵庫県に居住する回答者 226 件（都市部）と、
愛媛県在住者 356 件の、計 582 件を集計、分析対象
とした。本稿における回答者の属性は表 1 に示され
る通りである。

1　社会人や他の都道府県の回答者も対象とした 720 件の回答結果の集計・分析結果についての詳細は、折戸ら（2022）を参照されたい。
なお、本調査では PWC コンサルティング合同会社（2020）及び株式会社 情報通信総合研究所（2020）の調査項目を一部再利用している。

2　パーセンテージは小数点以下第 2 位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも 100 とはならない場合がある。以下同様。

表 1　本稿における分析対象者の属性2 　n = 582

性別 男性　　　　318　54.6%

女性　　　　254　43.6%

回答しない　  10　 1.7%

居住地 愛媛県　　　356　61.2%

都市部　　　226　38.8%

　大阪府　80　　神奈川県　64

　東京都　38　　愛知県　　16

　兵庫県　16　　京都府　 　6

　千葉県　6

　以下、これらの回答者のシェアリングエコノミー
の利用意向や、SDGs に対する意識などに関する回
答について、全体の集計結果と愛媛県と都市部での
回答に差異が見られた点を中心に紹介する。

（2）アンケート調査結果　
シェアリングエコノミーに対する認知度・利用経験
　シェアリングエコノミーという言葉の認知度（「あ
なたはシェアリングエコノミーを知っていますか？」
への回答）については、少なくとも聞いたことのある
回答者と全く知らない回答者で、おおよそ半数に分か
れた（図 1）。居住地別に見れば、愛媛県の回答者の
ほうがシェアリングエコノミーについて認知度がやや
高い結果となっているものの、都市部の回答者との

図 1　シェアリングエコノミーに関する認知　n = 582
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間で有意差は認められなかった（表 2）3。

表 2　 シェアリングエコノミーに関する認知（居住地別） 
n = 582

愛媛 割合 都市 割合
よく知っている 24 6.7% 14 6.2%
聞いたことはある 163 45.8% 82 36.3%
全く知らない 169 47.5% 130 57.5%
合計 356 226

 
　上記の問いに「よく知っている」あるいは「聞い
たことがある」とした回答者（283 名）に対して、シェ
アリングエコノミーとそのサービスについての説明
文（定義、種類、サービス名等）を示した上でシェ
アリングサービスの利用経験を聞いた結果、「利用
経験がない」回答者が 6 割弱を占め、「利用経験あり」
を上回った（図 2）。
　愛媛県と都市部での回答結果（表 3）を見ると、
都市部の学生のほうがシェアリングエコノミーサー
ビスの利用経験率がより高いという結果が得られ、
1％水準での有意差がみられた（χ ^2 （1） = 8.7539、
p =.0031）。

　図 2　シェアリングエコノミーサービスの利用経験　 
　n = 283

表 3　 シェアリングエコノミーサービスの利用経験 
（居住地別）n = 283

愛媛 割合 都市 割合
利用経験あり 67 35.8% 52 54.2%
利用経験なし 120 64.2% 44 45.8%
合計 187 96

3　以下同様に、カイ二乗検定を行い、度数が少ない場合には補正を加えている。
4　（）内の数字は、愛媛県と都市部それぞれでの利用経験ありとした回答者数を表す。

　さらに、利用経験があるとした 119 名の回答者を
対象に、シェアリングエコノミーサービスの種類ご
とに利用経験の有無を聞いた結果、全体ではモノ、
スキル、移動、空間、お金のシェアの順に利用率が
高い結果となった（図 3）。この利用経験のあるサー
ビスの種類を居住地ごとに見ると（表 4）、モノ、
お金に関しては愛媛県の割合が高く、スキル、移動、
空間では都市部のほうが利用率が高かった。

図 3　利用経験のあるシェアリングエコノミーサービス
の種類　　 n=119

 

表 4　利用経験のあるシェアリングエコノミーサービス
の種類（居住地別）4 n=119

愛媛（67） 割合 都市（52） 割合
モノ 61 91.0% 42 80.8%
スキル 33 49.3% 32 61.5%
移動 19 28.4% 22 42.3%
空間 12 17.9% 14 26.9%
お金 10 14.9% 5 9.6%

　さらに、シェアリングエコノミーを「全く知らな
い」と回答した 299 名に対して、上記同様にシェア
リングエコノミーについての説明を示し、「シェア
リングエコノミーを利用したいと思いますか？」と
聞いた結果が図 4 である。居住地別の集計結果（表
5）では、愛媛県の利用意向がより高い結果となり、
5％水準での有意差がみられた（χ ^2 （2） = 7.2028、
p = . 0273）。
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図 4　シェアリングエコノミーサービスに対する
　　　利用意向　n = 299

表 5　シェアリングエコノミーサービスに対する利用意
向（居住地別）n = 299

愛媛 割合 都市 割合
かなりそう思う・
ややそう思う

123 72.8% 76 58.5%

あまりそう思わない・
全くそう思わない

20 11.8% 20 15.4%

どちらともいえない 26 15.4% 34 26.2%
合計 169 130

SDGs とシェアリングエコノミー　
　SDGs の認知について「SDGs という言葉を知っ
ていますか？」という問いへの回答結果が図 5 に示
されている。全体で 8 割以上の回答者が SDGs とい
う言葉について、少なくとも「聞いたことはある」
と回答しており、シェアリングエコノミー以上に認
知度が高かった。

図 5　SDGs に関する認知　n = 582
 

　SDGs への認知に関して、愛媛県と都市部に分け
て集計したところ（表 6）、全体として愛媛県での
認知度がやや高く、5 ％水準で有意差がみられた（χ
^2 （3） = 8.8914、p = .0308）。

表 6　SDGs に関する認知（居住地別）n =582
愛媛 割合 都市 割合

よく知っている 165 46.3% 77 34.1%
少し知っている 118 33.1% 88 38.9%
聞いたことはある 30 8.4% 24 10.6%
知らない 43 12.1% 37 16.4%
合計 356 226
 

　図 6 は「シェアリングエコノミーが日本で推進さ
れることで、SDGs の目標達成に貢献すると思いま
すか？」という問いに対する回答結果を示してい
る。この回答結果では、シェアリングエコノミーの
SDGs への貢献に対して肯定的な見解を示す回答者
が全体の 7 割以上を占めた。また、シェアリングエ
コノミーの SDGs への貢献に関する意識について居
住地ごとに集計した結果（表 7）、全体として愛媛
県在住者のほうがより貢献すると考えており、5％
水準での有意差がみられた（χ^2 （2） = 8.6870、p 
= . 0130）。

図 6　シェアリングエコノミーの SDGs への貢献に関す
る意識　 n = 582

表 7　シェアリングエコノミーの SDGs への貢献に関す
る意識 （居住地別）n = 582

愛媛 割合 都市 割合
かなり・ややそう思う 280 78.7% 154 68.1%
あまり・
全くそう思わない

47 13.2% 40 17.7%

わからない 29 8.1% 32 14.2%
合計 356 226

　前述の「シェアリングエコノミーの推進が、
SDGs の目標達成に貢献すると思いますか？」とい
う問いに、「かなりそう思う」又は「ややそう思う」
と回答した 434 名に対して「シェアリングエコノ
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ミーは SDGs のどの項目の達成に最も貢献すると思
いますか？」として具体的な項目を聞き、回答数の
多い順に並べた結果が表 8 に示されている。

表 8　シェアリングエコノミーが最も貢献すると考えら
れる SDGs 目標　n = 434

件数 割合
12. つくる責任　つかう責任 162 37.3%
1. 貧困をなくそう 39 9.0%
7. エネルギーをみんなにそしてク
リーンに 39 9.0%

11. 住み続けられるまちづくりを 38 8.8%
3. すべての人に健康と福祉を 27 6.2%
10. 人や国の不平等をなくそう 20 4.6%
4. 質の高い教育をみんなに 18 4.1%
17. パートナーシップで目標を達成しよう 18 4.1%
9. 産業と技術革新の基盤をつくろう 15 3.5%
16. 平和と公正をすべての人に 14 3.2%
13. 気候変動に具体的な対策を 13 3.0%
8. 働きがいも経済成長も 8 1.8%
15. 陸の豊かさも守ろう 7 1.6%
5. ジェンダー平等を実現しよう 6 1.4%
2. 飢餓をゼロに 5 1.2%
6. 安全な水とトイレを世界中に 4 0.9%
14. 海の豊かさを守ろう 1 0.2%
合計 434

　表 8 にみられるように「12. つくる責任  つかう
責任」と回答した人が突出して多く、シェアリング
エコノミーが SDGs に貢献すると考えられる要素と
して、モノを大切に長く使うこと、あるは長く使え
るモノを最初から生産することが最も多く発想され
ていることがわかる。
　次に、SDGs に限らず、シェアリングエコノミー
の社会的な意義について、「シェアリングエコノミー
が経済・社会に与える影響として、最も重要なもの
は何であると思いますか？」という質問への回答結
果が表 9 に示されている。この結果においても、シェ
アリングエコノミーが循環型社会の推進やモノの効
率的な生産・消費を促す社会的意義を持つものとし
てイメージされていることが示された。なお、この
設問に関して居住地での有意差はみられなかった。

表 9　シェアリングエコノミーの社会的意義　n = 582
件数 割合

無駄な生産・消費の減少
新しいビジネスや技術、

335 57.6%

イノベーションの創出 98 16.8%
自然環境負荷の低減 51 8.8%
個人の新たな就業や起業機会の創出 33 5.7%
個人や企業の柔軟な働き方や雇用の実現 29 5.0%
地方創生、地域活性化への貢献 18 3.1%
社会での格差の解消、平等な社会
の実現

15 2.6%

その他 3 0.6%
合計 582
 

シェアリングエコノミーと環境問題への意識
　環境問題に特化して「個人が空間や移動、モノの
シェアリングサービスを利用することで環境問題の
解決に貢献出来るとするならば、あなたはシェアリ
ングサービスを利用したいと思いますか？」という
問いに対しては、半数以上の回答者が利用意向を示
し、3 割程度の回答者はサービスの内容次第では利
用してもよいとしている（図 7）。
　加えて、この利用意向全体について愛媛県と都
市部の回答者では 1％水準での有意差が見られ（χ
^2 （4）= 20.4236、p = .00004）、愛媛県の回答者の
ほうが積極的に利用したいという姿勢が強い結果と
なった（表 10）。

図 7　環境問題への貢献とシェアリングエコノミーの利
用意向　 n = 582
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表 10　 環境問題への貢献とシェアリングエコノミーの利
用意向（居住地別） n = 582

愛媛 割合 都市 割合
積極的に利用したい
と思う 97 27.2% 32 14.2%

少し利用したいと思う 132 37.1% 77 34.1%
サービスによっては
利用したいと思う 101 28.4% 89 39.4%

利用しない 9 2.5% 12 5.3%
わからない 17 4.8% 16 7.1%
合計 356 226

 

　上記の問いの後に、「その理由をお聞かせくださ
い。なお、サービスによっては利用したいという方
はどのようなサービスであれば利用したいかをお教
えください。」という問いを示し、任意で自由記述
形式の回答を求めた。その結果、101 件の回答があ
り、その内訳が表 11 に表されている。

表 11　 環境問題への貢献とシェアリングエコノミーの利
用意向への任意自由記述回答数5 　n = 101

件数 割合
積極的に利用したいと思う（129） 38 37.6%
少し利用したいと思う（209） 29 28.7%
サービスによっては利用したいと
思う（190） 25 24.8%

利用しない（21） 7 6.9%
わからない（33） 2 2.0%
合計 101

　「積極的に利用したいと思う」と回答し、かつ自
由記述の回答を寄せている 38 件のうち 34 件が、ま
た「少し利用したいと思う」の自由記述回答 29 件
のうち 22 件が愛媛県の回答者によるものであった。
以下の図 8 と図 9 は上記の全 67 件の回答のうち、
明確な選択理由を述べた回答のみを抽出し、居住地
別にテキストマイニングした結果を示している6。図
8、9 に見られるように自由記述の回答においては
環境問題への問題意識やその解決への貢献意欲が愛
媛県、都市部在住者のいずれからも述べられている

5　（）内は「個人が空間や移動、モノのシェアリングサービスを利用することで環境問題の解決に貢献出来るとするならば、あなたはシェ
アリングサービスを利用したいと思いますか？」への回答件数を表す。

6　分析ツールは User local（https://www.userlocal.jp）を利用した。自由記述回答の詳細は、折戸ら（2022）を参照されたい。

ものの、そもそも自由記述での回答そのものが愛媛
県在住者からのものが圧倒的に多く、都市部在住者
よりも強い利用意欲が表現されていると捉えられる
かもしれない。他方、この問いに対して「利用しな
い」「わからない」とする回答者からは、利用が面
倒であることや環境問題に対する個人単位での貢献
は少ないこと、他の手段のほうが良いなどの意見が
述べられている。

図 8　愛媛の回答ワードクラウド

図 9　都市部の回答ワードクラウド

 

4　考察
　本稿では、2021 年に実施したアンケート調査結
果に基づき、シェアリングエコノミーへの認知度や
そのサービスの利用経験、シェアリングエコノミー
の社会的意義、SDGs との関係性等について、愛媛
県と都市部での回答結果について比較・検討してき
た。本稿の考察対象とした回答件数は 582 件と少な
く、愛媛県のみを地方として抽出したため、地方の
若者世代を代表する回答とはなっていない。また、
回答を集めた際に愛媛大学生の回答者が多かったこ
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とによる影響を受けていることが否めない。特に
SDGs への認知度や意識に関しては、愛媛大学にお
いて SDGs に関する講義が複数開講されていること
が影響している可能性がある。これらの点が本稿の
考察における限界である。
　しかしながら、本稿での分析結果から、愛媛県と
都市部の大学生の回答は社会人や他の都道府県を含
む調査結果（折戸ら、2022）とある程度同様の傾向
を示すことが確認され、さらに若年世代の回答に基
づく示唆として、主に以下の点が挙げられる。
　一つには学生の回答者のみを対象としても、全体
で半数以上の回答者がシェアリングエコノミーを認
知しており、シェアリングエコノミーを知らなかっ
た回答者でも愛媛県の学生からより高い利用意向が
示された。しかしながら、その利用経験を聞くと、
愛媛県と都市部で差異がみられ、利用経験のある
シェアリングエコノミーサービスの種類においても
違いがみられた。これには、都市部と愛媛県のよう
な地方では、提供されているシェアリングサービス
の数、種類の豊富さ、提供される範囲といったシェ
アリングサービスの提供状況の影響を実質的に受け
ざるをえないことが反映されている可能性がある。
そのために、愛媛県あるいは地方の大学生がシェア
リングエコノミーの利用意向を強く示したとして
も、地方ではシェアリングサービスがない、あるい
はシェアリングビジネスの適用範囲が狭いために、
それらの利便性を実質的に享受できず、シェアリン
グエコノミーに関する関心が高まっていかないこと
も考えられる。
　二点目に、SDGs に関しても、その認知度は高
く、居住地に関わらず、シェアリングエコノミーの
SDGs への貢献やその社会的意義についても、モノ
のシェアリングや無駄なものを作らない、過剰な廃
棄物を出さないことによる環境への配慮と関連する
項目が愛媛県と都市部とで共通に高く評価されてい
る。また、愛媛県の大学生は、SDGs に対する関心、
シェアリングエコノミーによるその貢献への期待は
より高くみられた。これらのことから、シェアリン
グサービスや SDGs を意識したシェアリングエコノ
ミーの取組みは、都市部に限らず、地方においても
様々なシェアリングサービスが普及し、同時にその
利便性やコスト面でのアドバンテージ、社会的な意

義が理解されれば、若い世代から肯定的に受容され、
その利用やシェアリングサービス提供者としての関
与、新たなビジネスや雇用の創出につながっていく
ポテンシャルがあることも考えられる。
　とはいえ、アンケート調査への回答が一般に持つ
特性として、「社会的に良い」と考えられているも
のに対して回答者からポジティブな期待が述べられ
る場合が多く、実際にシェアリングエコノミーと
SDGs が関係していることを実感できるのかと言わ
れれば、居住地に関わらず、そうとは言い難いとい
われてしまうかもしれない。一部の自由記述の回答
や筆者らが実施したフォローアップ・インタビュー
調査の結果（折戸ら、2022）では、シェアリングエ
コノミーを SDGs と結びつけることは単なる「こじ
つけ」であるといった意見や環境問題をビジネスに
しているように見えるという批判的な見解も見られ
た。シェアリングエコノミーサービスの展開は社会
問題の解決に資するポテンシャルを有していること
について若年世代から一定の評価を得られたとして
も、シェアリングエコノミーや SDGs を、例えば企
業が自社のパブリシティのためにただ利用している
だけであると捉えられてしまえば、それらの経済的
意義や社会的重要性に関する理解、またその真摯な
取組みや利用も進まないであろう。
　今後の研究課題として、実質的にシェアリングエ
コノミーやシェアリングサービスと SDGs がどのよ
うな関係性を有しているのか、シェアリングサービ
スが SDGs の達成に貢献する機能をどの程度発揮し
ているのかについて、サービス提供者の動向も含め
たより詳細な検証が必要である。同時に、それらが
表層的なトレンドやバズワードとして見なされるの
ではなく、実質的な経済的・社会的価値を発揮する
ためには、民間企業や業界団体での取組みに限ら
ず、公的な影響力をもつ自治体や行政機関が、その
ポテンシャルを適切に評価し、次世代を担う若年世
代も含めた地域住民のニーズに適合したシェアリン
グサービスやビジネスの方向性、方針を示す、また
必要に応じて規制によって健全なその運用を支援す
るといった役割を果たすことが必要とされる。官民、
そして学での連携によって、健全なシェアリングエ
コノミーとは何かについて問い続け、その実践がど
のような可能性と課題を生み出すのかについて、引
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き続き注視することが求められるであろう。
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シリーズ③

　本稿では、ポストコロナ時代の地方創生を論じる。筆者は東日本大震災で大きな被害を受けた岩手県釜石市に
移住し、2012 年から 2020 年まで復興支援や地方創生事業に従事してきた。釜石市の事例や、外部人材が地
域に関わることで、地域と人材が互いに育ち合うという自身の原体験を元にとりまとめを行った『ローカルキャ
リア白書』の概観、企業の HR 業界で近年注目を浴びつつある「越境学習」の事例を交え、ウィズ／ポストコロ
ナ時代の地方創生を再考する。それは、東京一極集中の是正を起点とする地方創生論と、人生 100 年時代にお
ける個人一人ひとりのキャリア論を、どのように再結合していくのかという問いであり、未来の地域社会を模索
する旅路である。

1　地域と外部人材が互いに育ち合う。被災地で
の原体験

（1）復興とは何かという問い
　2011 年に起きた未曾有の東日本大震災は、日本
人がその暮らしや働き方を見つめ直す 1 つの契機と
なった。数百万人のボランティアが現地を訪れ、大
企業がこれまでの CSR（社会貢献）の枠を超えた
支援に取り組み、震災復興に貢献したい、関わりた
いという理由で多様な人材が東北に還流した。可視
化された地域課題とは、外部の企業や人材がその地
域と交わることのできる「余白」でもある。「ふる
さと」を「自分の役割や居場所を感じられる場所」
と定義するならば、それは「自らの意思でつくるこ
とができるもの」ではないか。震災をきっかけに、
縁もゆかりもなかった三陸の被災現場で、一人称で
目の前の困難に対峙するという、苦悩と喜びに満ち
た時間を過ごした私には、そんな風に感じられる。
釜石市における復興・地方創生の軌跡から議論を始
めたい。
　釜石市は、岩手県三陸沿岸に位置する人口約

30,000 人の地方都市で、東日本大震災により甚大な
被害を受けている。死者・行方不明者は 1,000 人を
超え、約 3,000 戸の家屋が全壊、市内事業所の約 6
割が浸水した。日本で最初の洋式高炉による鉄の連
続出銑に成功した近代製鐵発祥の地として、東北有
数の工業都市として、鉄鋼業とともに発展してきた
釜石市では、最盛期の 1963 年には 92,123 人を数え
た人口は 50 年間で 6 割減少し、高齢化率は 40％を
超える。震災以前より人口減少・少子高齢化の進展
していた三陸沿岸地域は「復興とは何か」という問
いを突き付けられた。2011 年 12 月に策定された釜
石市復興まちづくり基本計画「スクラムかまいし復
興プラン」において、「復旧」という単語が 75 回に
対し、「復興」という言葉が 417 回使われているこ
とが、その 1 つの証左である。
　中越地震（2004 年・新潟県）からの学びの 1 つに「人
口減少時代における復興」という考え方がある。経
済や人口が右肩上がりの時代と右肩下がりの時代で
は復興の意味が異なる。右肩上がりの時代は「復旧
＝復興」であり、壊れたものを元に戻せば地域がよ

ポストコロナ時代の地方創生を考える
―ローカルキャリアと越境学習の視点から―

青森大学社会学部准教授　石井　重成
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くなっていくと感じることができたが、「復旧≠復
興」の時代では、原状復帰にとどまらない復興事業
が求められ、そもそも「復興」という言葉を自ら定
義していく必要がある、という示唆である。

図 1　人口減少時代における復興 1
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この考え方は、釜石市の地方創生を形作っていく上で

その根底を流れる、ある種の哲学となっていった。誤

解を恐れずに言えば、大規模な移民受け入れを実行し

ない限り、多くの地方自治体において人口がV 字回復

するような未来を描くことは困難であり、「全国の自治

体が試算する将来人口推計を合算すると日本全体で 2
億人を超える」といった笑い話に象徴されるような、

根拠なきビジョンは真のビジョン足りえない。地域の

現場で大切にすべきことは、住民票上の人口や経済規

模に留まらず、自分たちなりのモノサシ（＝評価軸）を

見出し、地域が自らのアイデンティティを感じること

のできる共通言語を市民とともに磨き上げていくこと
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この「オープンシティ」という言葉には、度重なる津

波災害や太平洋戦争時の艦砲射撃からの復興、ポスト

高度成長期における積極的な企業誘致や共同研究、東

日本大震災後の多様な企業・大学・個人との連携とい

った、地域の歴史から紡ぎ出される「社会・経済情勢の

変化に対して開かれている姿勢（オープンマインド）」

という釜石人のDNAが込められている。釜石市では、

オープンシティ戦略の立案・推進に向け、全庁横断型

の“出島”組織であるオープンシティ推進室を立ち上

げ、多様な地域内外のつながりを育み、コミュニティ

活動や経済活動の生まれやすい土壌を耕していくこと

を目指し、幾多の官民パートナーシップを試行してき

た。 

たとえば、「釜援隊」という枠組みでは、半官半民の

地域コーディネーターを創設し、復興に取り組む地域

の NPO や公益組織を黒衣として支え、その活動を面的

につなげてきた。釜援隊が取り扱うテーマは、企業連

携による商品開発、一次産業の担い手育成、市観光ビ

ジョンの推進、コミュニティ支援から地域包括ケアま

で多岐にわたり、多様な主体によってプロジェクトを

生み育てるエコシステムとして機能した。7 期を通じ

て、250 人を超える応募から委嘱した 30 名の隊員ほと

んどがUI ターン者であり、自らのやりたいこと・でき

ることと、地域の課題・ニーズをすり合わる中で自身

の役割を定めてきた。2017 年には、復興庁より「復興

功績顕彰」を受賞している。 

「ローカルベンチャーコミュニティ」というプログ

ラムでは、釜石の地域資源を生かしたビジネス創出や

社会課題解決に取り組む人材を首都圏より誘致し、起

業支援や人的ネットワークを提供してきた。初詣には

多くの拝観者が訪れる釜石大観音のふもとに位置し、

「シャッター商店街」となった仲見世エリアに、民間

資本・運営のコワーキングスペース co-ba kamaishi 
marudai が誕生し、カフェやゲストハウス、株式会社

LIFULL と連携したワークスペース拠点の開設へつな

がる契機となった。甲子柿（かっしがき）の六次産業

化、間伐材を用いたエコプロダクトの製造、子ども達

の自己肯定感を醸成する自然保育の普及など、多様な

ローカルビジネス・ソーシャルビジネスが生まれる仕

掛けとして機能してきた。 

図 3 仲見世商店街と釜石大観音（写真提供：土橋詩歩

氏） 

　この考え方は、釜石市の地方創生を形作っていく
上でその根底を流れる、ある種の哲学となっていっ
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　700 名を超える市民との対話から生まれた「釜石
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1　稲垣文彦（2014）『震災復興が語る農山村再生―地域づくりの本質―』p.54,62 を元に筆者作成

理念を掲げ、「活動人口（アクティブな市民）」と「つ
ながり人口（釜石市にポジティブな関わりを有する
人や企業）」が増えていく生態系を構築していくこ
とによって、地域の活力を維持・発展させていくと
いう戦略を定めている。
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2016 年には民泊世界最大手のAirbnb 社と「釜石市

を訪れる日本国内外からの旅行者の観光促進に関する

覚書」を締結し、国内自治体では初となる同社との連

携協定に基づき、体験型民泊（農林漁家民泊）の普及

や、東北唯一の開催地として、ホスト地域を務めたラ

グビーワールドカップ 2019 日本大会におけるイベン

ト民泊の実証、漁村集落の箱崎白浜地区にある保育所

をリノベーションし、漁村ならではの暮らしとおもて

なしを体験できる滞在交流型宿泊施設の立ち上げ等を

協働してきた。 

図 4 Airbnb 社と釜石市の連携協定 

 

中長期目線の取り組みとしては、市内高校生に対し

て多様な人生のロールモデルを紹介し、対話の機会を

提供するキャリア構築支援プログラム「Kamaishiコン

パス」を運営してきた。地域内外の大人たちが講師役

となり、毎月のように学校を訪問し、少人数のセッシ

ョンでキャリアパスや悩みを同じ目線で語り合う。延

べ 5,000 人の高校生と 800 人以上の講師が参加し、地

域活動に参画する高校生と応援する大人たちがつなが

り、次世代の将来の選択肢を拡げていくとともに、地

域に対するシビックプライドを醸成する機会となって

いる。 

図 5 Kamaishi コンパスの様子 

 

（3）触媒としての外部人材。触媒としての地域 

上記のような新たなプロジェクトは、地域内外の出

会いと創発によって、結果として生み出されてきたも

のでもある。先に紹介した「釜援隊」や「ローカルベン

チャーコミュニティ」の他にも、経済同友会の支援を

受けた若手経営者向けのリーダーシップセッション開

催、日本財団・復興庁の運営する「Work For 東北」か

ら派遣された民間企業出身者の受け入れ、学生の中長

期インターンシップや、成長意欲のある地場企業に対

する新卒採用サービスの導入支援など、セクターを越

えた多様な人材の地域還流・マッチングを試行してき

た経緯がある。ソフトバンク株式会社、江崎グリコ株

式会社、株式会社 LIFULL、ソウルドアウト株式会社

などの大手企業は、総務省「地域活性化起業人」制度を

活用し、意思ある社員を釜石市役所へ出向させ、武者

修行をさせる人材育成の場として、地域の復興創生を

ともにつくりあげる協働の機会として、釜石という場

を用いてきた。 

釜石市の考える地方創生とは、釜石に暮らす、釜石

に関わることの可能性を最大化するエコシステムを構

築していくことにある。筆者は、9 年間にわたって、復

興・地域課題を外部人材の関わることのできる余白と

して再解釈し、100 人以上の首都圏を中心とするビジ

ネスパーソンが釜石へ移住する機会を提供してきた。

「地域活性には、よそ者・若者・ばか者が必要である」

といった言説が聞かれるようになって久しいが、その

1 つの本質には「外部人材が触媒となり、地域に化学変

化を起こす契機となる」という側面がある。新しい考

え方や人的ネットワークが地域に持ち込まれることに

よって、様々な衝突やハレーションを生みつつも、あ

る種の「混沌」状態が、これまでとは異なる活動や事業

を創発する。外部人材と地域人材が試行を重ねていく

中で、徐々に折り合いがついていき、地域には新たな

　2016 年には民泊世界最大手の Airbnb 社と「釜石
市を訪れる日本国内外からの旅行者の観光促進に関
する覚書」を締結し、国内自治体では初となる同社
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の普及や、東北唯一の開催地として、ホスト地域を
務めたラグビーワールドカップ 2019 日本大会にお
けるイベント民泊の実証、漁村集落の箱崎白浜地区
にある保育所をリノベーションし、漁村ならではの
暮らしとおもてなしを体験できる滞在交流型宿泊施
設の立ち上げ等を協働してきた。
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ポストコロナ時代の地方創生を考える
―ローカルキャリアと越境学習の視点から―

催、日本財団・復興庁の運営する「Work For 東北」
から派遣された民間企業出身者の受け入れ、学生の
中長期インターンシップや、成長意欲のある地場企
業に対する新卒採用サービスの導入支援など、セク
ターを越えた多様な人材の地域還流・マッチングを
試行してきた経緯がある。ソフトバンク株式会社、
江崎グリコ株式会社、株式会社 LIFULL、ソウルド
アウト株式会社などの大手企業は、総務省「地域活
性化起業人」制度を活用し、意思ある社員を釜石市
役所へ出向させ、武者修行をさせる人材育成の場と
して、地域の復興創生をともにつくりあげる協働の
機会として、釜石という場を用いてきた。
　釜石市の考える地方創生とは、釜石に暮らす、釜
石に関わることの可能性を最大化するエコシステム
を構築していくことにある。筆者は、9 年間にわたっ
て、復興・地域課題を外部人材の関わることのでき
る余白として再解釈し、100 人以上の首都圏を中心
とするビジネスパーソンが釜石へ移住する機会を提
供してきた。「地域活性には、よそ者・若者・ばか
者が必要である」といった言説が聞かれるように
なって久しいが、その 1 つの本質には「外部人材が
触媒となり、地域に化学変化を起こす契機となる」
という側面がある。新しい考え方や人的ネットワー
クが地域に持ち込まれることによって、様々な衝突
やハレーションを生みつつも、ある種の「混沌」状
態が、これまでとは異なる活動や事業を創発する。
外部人材と地域人材が試行を重ねていく中で、徐々
に折り合いがついていき、地域には新たな「秩序」
が形成される。政策的に多様な人材還流を促してい
くことで、こうした秩序と混沌のサイクルを循環さ
せていくという地域づくりのアプローチである。
　そして、このフレームワークにおけるもう 1 つの
本質は、「地域にとって外部人材が触媒となる」の
と同時に、「外部人材にとっても、地域という存在
が触媒となる」という視座である。外部人材と地域
が互いに変化を与え、自己変容と地域の成長が螺旋
状につながっていく。東日本大震災後に東北で生ま
れた人材還流とは、単なる長期ボランティアでも、
もちろん「都落ち」でもない。それは、眼前の困難
に対峙し、自らの意思によって道を切り拓く自己決

2　稲垣文彦氏との議論を元に筆者作成

図 6 地域づくりにおける「秩序と混沌のサイクル」2
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思によって道を切り拓く自己決定であり、多様な個の

集積が地域の可能性を創発するという挑戦であったの

だと考えている。各地で震災復興や地域振興に取り組

む同志たちとの対話を通じて、イノベーションを起こ

せない組織風土や社会システムに葛藤する大企業の社

員らとの対話を通じて、何よりも、自身の原体験を通

じて生まれたのが「ローカルキャリア」というキーワ

ードであり、都市部のビジネスパーソンが地域に関わ

る意義と可能性をめぐる探求である。 
 

                                                                                    

                             
2 稲垣文彦氏との議論を元に筆者作成 
3 一般社団法人地域・人材共創機構（2019）『ローカルキャリア白書』より抜粋 

22 ロローーカカルルキキャャリリアアのの現現在在地地  
(1)『ローカルキャリア白書』の発刊 

筆者が代表理事を務める一社）地域・人材共創機構

では、「都市と地域の垣根をなくし、すべての人がオー

ナーシップを持って、自らの人生を切り拓くことので

きる社会」を目指し、各地の行政・中間支援団体と連携

しながら、調査研究や地域ハンズオン支援、越境リー

ダーシップ開発に取り組んでいる。日本財団の支援を

受けて編纂した『ローカルキャリア白書』の発刊記念

イベントには、全国から 100 名を超える関係者が集い、

地域に関わりながら自己変容と地域づくりを実践する

ための手法や事例について議論を交わしている（2019
年 5 月）。 

図 7 発刊記念イベントの様子 
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2022』を含め、本白書は、都市と地域で働くビジネス

パーソンを対象とするアンケート調査や、地域で自分

らしい豊かな暮らしや事業を体現する実践者インタビ

ュー、複数地域・有識者ヒアリング等をもとに構成さ
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たとえば、地方から首都圏への人口流出が止まらな

い要因として、一般的には「地方には都市部のように

高度でやりがいのある仕事がないから」と考えられて

いるが、本調査では「働きやすさ」や「働きがい」に東

京と地方では大きな差異は見られない。また「私の仕

事は周りに影響を与えている」と回答する割合は地方

のビジネスパーソンの方が高い3。実践者インタビュー

で挙げられた、ローカルキャリアを通じて得られた経
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るという挑戦であったのだと考えている。各地で震
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する割合は地方のビジネスパーソンの方が高い 3。実
践者インタビューで挙げられた、ローカルキャリア
を通じて得られた経験・スキルを「ローカルキャリ
ア力」として 9 カテゴリ 27 項目に分類しているが、
地域の現場では、顕在化した社会課題に触れる機会
が多く、相対的に自身の存在感が大きい。取組みの
肌感を持ちやすく、時として必要な非合理的コミュ
ニケーション能力も磨かれる。「オールラウンドマ
ネジャー」「リビングラボコーディネーター」「コミュ
ニティナース」「ジビエマイスター」など、地域と
の共生関係から生まれる新たな仕事や役割について
も言及している。

3　一般社団法人地域・人材共創機構（2019）『ローカルキャリア白書』より抜粋

図 8　いまの職場は働きやすい（N=702）
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ている。多様なローカルキャリア実践者を誘引する「ロ

ーカルキャリアシティ」に必要な機能として、①仕事

と出会う。地域と出会う機能、②地域と関わる基盤を

整える機能、③キャリアを形成する機能、④仕事を育

てる・広げる・評価する機能、⑤未来の人づくり機能の

５つを挙げ、各地のエコシステムを「まちの人事部型」

「ミツバチ受粉型」「テーマ設定型」「連動型」「まちぐ

るみ型」に分類した。 
関係者とともに議論を深めてきたローカルキャリア

白書の製作プロセスを通じて、私自身も地方創生や地

域づくりに対する視点の持ち方に大きな影響を受けて

きた。それは「ひとがまちをつくり、まちがひとをつく

る」という再認識である。地域課題に向き合うには、量

的思考から質的思考へ転換していく必要があるのでは

ないか。真に大切にすべきは、人間一人ひとりの成長

や変容であり、地域に関わる経験は 21 世紀の働き方を

デザインしていく上でも大切な何かを得られる機会で

あり、ローカルキャリアの実態を明らかにし、その意

味づけを重ねていく作業にこそ、都市と地域の新たな

関係性を共創する手がかりがあるのではないか、とい

う問いであり、リアリティのある実感でもある。 
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ズ・キャリア・キャンプTEX」 
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ポストコロナ時代の地方創生を考える
―ローカルキャリアと越境学習の視点から―

　多様な人材を受け入れ、ともに育ち合う地域の土
壌や仕組みについては、岩手県釜石市・石川県七尾
市・岡山県西粟倉村・島根県雲南市・徳島県神山町
をモデルケースとして取り上げ、フィールドワーク
調査を行っている。多様なローカルキャリア実践者
を誘引する「ローカルキャリアシティ」に必要な機
能として、①仕事と出会う。地域と出会う機能、②
地域と関わる基盤を整える機能、③キャリアを形成
する機能、④仕事を育てる・広げる・評価する機能、
⑤未来の人づくり機能の 5 つを挙げ、各地のエコシ
ステムを「まちの人事部型」「ミツバチ受粉型」「テー
マ設定型」「連動型」「まちぐるみ型」に分類した。
　関係者とともに議論を深めてきたローカルキャリ
ア白書の製作プロセスを通じて、私自身も地方創生
や地域づくりに対する視点の持ち方に大きな影響を
受けてきた。それは「ひとがまちをつくり、まちが
ひとをつくる」という再認識である。地域課題に向
き合うには、量的思考から質的思考へ転換していく
必要があるのではないか。真に大切にすべきは、人
間一人ひとりの成長や変容であり、地域に関わる経
験は 21 世紀の働き方をデザインしていく上でも大
切な何かを得られる機会であり、ローカルキャリア
の実態を明らかにし、その意味づけを重ねていく作
業にこそ、都市と地域の新たな関係性を共創する手
がかりがあるのではないか、という問いであり、リ
アリティのある実感でもある。

（2）地方創生と企業 HR の統合を目指す「リー
ダーズ・キャリア・キャンプ TEX」

　また、こうしたローカルキャリアをめぐる探究に
おいて、大企業を中心とする HR 業界でトレンド化
しつつある「越境学習」との高い親和性を感じてい
る。法政大学の石山恒貴教授は、越境学習を「自ら
が準拠する状況（ホーム）とその他の状況（アウェ
イ）の境を行き来し、「ホーム」とは異なる多様な
知識や情報を統合する能力を獲得する学び」と定義
する 4。所属組織における行動様式やプロトコルとは
異なる環境に飛び込むことで、様々な葛藤を抱きつ
つも、自身や自社を相対化する視座を身につけ、見
つめ直す機会を得る。他者とつながり、新たな価値

4　石山恒貴（2018）『越境的学習のメカニズム 実践共同体を往還しキャリア構築するナレッジ・ブローカーの実像』

図 11　リーダーズ・キャリア・キャンプ TEX
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筆者は、人材・組織開発を手掛ける株式会社ファー

ストキャリアと協働し、地域をフィールドにした企業

向けの越境リーダーシップ開発プログラム「リーダー

ズ・キャリア・キャンプTEX（True Experience の略）」

の企画運営に携わっている。顕在化する地域の社会課

題を題材に、企業の幹部候補社員・大学生・ローカルキ

ャリア実践者らが集い、4 か月間半の対話やプロジェ

クト開発の過程を通じて、参加者一人ひとりが自身の

リーダーシップを見出すきっかけを提供する座組みで

ある。2018 年の発足以来、全国 14 地域でプログラム

を開催し、述べ 63 社から 300 名の参加者を数える。 

図 11 リーダーズ・キャリア・キャンプTEX 

 

TEX プログラムは企業参加者にとって、①意思決定

者（地域ビジョナリーリーダー）の右腕として、分析・

企画・実行を小さく回しきることで、「素振り」ではな

く「バッターボックスに立つ」機会、②生きた課題や人

に触れ、対峙することで、社会課題から事業を構想す

る機会、③幅広い世代・業種との交流から、物事を前に

進める経験から、自分なりのリーダーシップを見出す

機会、④自ら思考し、行動した結果に公共性を得る体

                                                                                    

                             
4 石山恒貴（2018）『越境的学習のメカニズム 実践共同体を往還しキャリア構築するナレッジ・ブローカーの実像』 

験から、世の中の役に立つという実感を得る機会等に

つながってきた。受入れ地域・団体においても、参加者

との対話やプロトタイプ検証を通じて、①何をしたい

のか、どうありたいのかを継続的に問われることで、

自身を見つめ直す内省の機会、②複数団体による面的

なプログラム受入れを通じた、地域内の連携促進の機

会、③練られたアイデアを新規事業の起点とする事業

開発の機会、④大卒の新卒採用を始める起点となる機

会等、様々な効用が見られる。 

株式会社大京はTEX 参加後に、石川県七尾市のまち

づくり会社である株式会社御祓川へ、若手社員を出向

させる意思決定を行っている。20 代後半で出向した大

京社員は、地域に揉まれながら、団体代表者に近いポ

ジションで様々な事業推進を担う。国の後押しもあり、

大企業から地方自治体への出向事例は増えてきている

が、大企業から地域の中間支援団体・まちづくり会社

への出向はまだ事例が少なく、都市部企業と地域社会

の新たな共創の萌芽としても社会的意義があるものと

考えている。 

 

33 ココロロナナ禍禍がが生生みみ出出ししたた「「働働くく場場所所とと暮暮ららすす場場所所のの

遊遊離離」」  
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近年注目を浴びつつある「越境学習」の事例を述べて
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ウィズ /ポストコロナ時代における都市政策
自治体とシェアリングエコノミー

ム受入れを通じた、地域内の連携促進の機会、③練
られたアイデアを新規事業の起点とする事業開発の
機会、④大卒の新卒採用を始める起点となる機会等、
様々な効用が見られる。
　株式会社大京は TEX 参加後に、石川県七尾市の
まちづくり会社である株式会社御祓川へ、若手社員
を出向させる意思決定を行っている。20 代後半で
出向した大京社員は、地域に揉まれながら、団体代
表者に近いポジションで様々な事業推進を担う。国
の後押しもあり、大企業から地方自治体への出向事
例は増えてきているが、大企業から地域の中間支援
団体・まちづくり会社への出向はまだ事例が少なく、
都市部企業と地域社会の新たな共創の萌芽としても
社会的意義があるものと考えている。

3　コロナ禍が生み出した「働く場所と暮らす場
所の遊離」

　本稿では、釜石市における地方創生の捉え方、外
部人材が地域に関わることで、地域と人材が互いに
育ち合うという自身の原体験を元にとりまとめを
行った『ローカルキャリア白書』の概観、企業の
HR 業界で近年注目を浴びつつある「越境学習」の
事例を述べてきた。最後に、ポストコロナ時代の「地
方創生」を再考する問いを共有したい。
　『ライフ・シフト』の著者であり、ロンドン・ビ
ジネススクールで教鞭をとるリンダ・グラットン氏
は、新型コロナウィルスによるリモートワーク経験
と、あらゆるセクターにおける DX の浸透により、
時間的・空間的な制約を受けない新たな働き方が拡
がりつつあると指摘する。NTT グループは、2022
年 7 月より勤務場所を社員の自宅とする「リモート
スタンダード制度」を導入し、働き方を自由に選択・
設計可能とすることで「ワークインライフ（健康経
営）」を推進する方針を示している。

5　Sansan Innovation Project 2021「Redesign the work ～ how to make hybrid productive」より抜粋

図 12　COVID-19 と新しい働き方
　　　　　　　　 （リンダ・グラットン氏）5
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　日本国内においても、地域や業種・業態によって
バラつきはあるものの、これまで一部の人にしか許
容されてこなかった「自身の裁量によって、いつで
も、どこでも仕事ができる」というライフスタイル
提案が、企業の経営戦略や人事戦略として活用され
始めている。この働き方の変容とは、つまるところ、

「働く場所と暮らす場所が遊離していく」未来を示
しているのではないか。「働く場所と暮らす場所を
独立の事象として選択できる社会」が迫ってきてい
るとしたら、人はどのように自分の過ごす場所を定
めるのだろうか。
　日本創生会議が示した「消滅可能性都市論」を 1
つの契機に、国を挙げて推進がなされてきた「地方
創生」では、「東京一極集中の是正」による人口減
少の緩和策が模索され、各地方自治体においても移
住者の呼び込み競争が激化している。その一方、そ
の地方創生に “ 行き詰まり ” が感じられる背景には、
①地方から首都圏へ若い世代が流出するのはいい仕
事や大学がないから、②工場誘致や創業支援等を通
じて若い世代の流出抑制や定着を図ってきたものの
大局は変わらない、という一定の事実と諦念が地域
の現場にある。「働く場所と暮らす場所が遊離して
いく」社会における地方創生とは、いったい何を意
味するのか。人口減少問題を起点とし、国や地域を
主語に論じられることの多かった地方創生論と、個
人一人ひとりが自分らしく、豊かなライフスタイル
を実現するためのキャリア論を、どのように再結合
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ポストコロナ時代の地方創生を考える
―ローカルキャリアと越境学習の視点から―

していくべきか。私たちは今、こうした根本的な問
いに直面しているのではないか。地方創生の実装や
政策に携わる一人として、ローカルキャリアの可能
性を信じる研究者の一人として、新たなパラダイム
におけるポストコロナ時代の地方創生のあり方につ
いて、今後も議論を深めていきたい。
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シリーズ

自治体におけるシェアリングエコノミー
活用の可能性と今後の展望・課題

神戸市経済観光局経済政策課担当係長
デジタル庁シェアリングエコノミー伝道師　長井　伸晃

シリーズ④

　テクノロジーの進化や持続可能な地域づくりなどといった様々な背景から、シェアリングエコノミーは私たちの
生活の周りで少しずつ拡がりつつあるが、市民生活に広く定着しているとは言い切れない。
　一方で、行政がその利便性や機動性をうまく活用し、課題解決・市民サービス向上のひとつの手段として機能す
る事例が増えてくることで、市民生活においてなくてはならないものになっていく可能性も秘めている。
　今後、行政だけに頼らない民間・市民との協働による地域づくりが求められる中で、シェアリングエコノミーを
活用した官民連携の事例にも触れながら、その課題と展望について考えたい。

１　課題解決・市民サービス向上につなげる手
段のひとつに

　地域・社会を取り巻く状況も刻一刻と変化する中、
多様化・複雑化する地域課題への対応、さらには持
続可能な地域づくりのため、行政と民間事業者が一
体となって事業を進める動きが活発化している。
　環境への負荷が少ない地域づくりはもちろんのこ
と、行政の人的・財政的資源が限られている中で、
行政だけに頼らない民間・市民との協働による地域
づくりが求められていることがその背景にある。
　一方で、テクノロジーの進化に伴い、シェアリン
グエコノミーは既に様々な分野で拡がり、そのサー
ビスを提供するプラットフォームが構築・整備され
つつある。必要とあらば、行政と連携することでス
ピード感を持って市民に価値を提供する架け橋とな
る事例も生まれている。
　行政がシェアサービスをはじめとする民間サービ
スをうまく取り入れ、新たなサービスあるいは暮ら
しを豊かにする情報として市民に提供し、市民はそ
れをライフスタイルやニーズにあわせて柔軟に活用
する。そのようなサイクルが生まれていくことで、

シェアリングエコノミーが課題解決・市民サービス
向上のひとつの手段として定着していく可能性を秘
めている。

２　行政×シェアリングエコノミーの実例から
見る可能性

　行政とシェアリングエコノミーが連携すること
で、具体的にどのような価値を生み出すのか。行政
がシェアリングエコノミーを活用した神戸市での実
例を「社会課題解決型」と「緊急経済支援型」の 2
パターンにわけてご紹介する。
　「社会課題解決型」の取組みの際、いかにシェア
リングエコノミーが地域住民の生活に溶け込むこと
ができるかが肝となってくる。新たなシェアサービ
スを住民に利用してもらうためには、まずそのサー
ビスや取組みのことを①知ってもらい、②自身のス
マートフォンにアプリをインストールし、③（サー
ビスによっては必要な場所へ移動したうえで）アプ
リの操作を行う、という主に 3 つのハードルがある。
　これらのハードルを少しでも低くするため、シェ
アリングエコノミーを活用した取組みには地域の事
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業者による連携・協力が重要である。加えて、対象
のシェアサービスを単に導入するだけでなく、相性
の良い既存の施策と組み合わせることで相乗効果を
期待することができる。

【事例 1】神戸市・株式会社コークッキング・市内パン事
業者有志による食品ロス削減・持続可能なフードシェア
リングに関する連携事業

　神戸市では、食品ロスという社会課題に対し、ま
だおいしく食べられるのに捨てざるを得ない危機に
ある飲食店の食事を、ユーザーが 1 品からおいしく
お得に購入することによって「レスキュー」できる

「TABETE」というフードシェアリングサービスを
活用した連携事業で食品ロス削減に取り組んだ。

　それ以前からも神戸市は、市民・事業者・行政が
一体となり食品ロスの削減を推進する食品ロス削減
協力店制度「goodbye food loss,KOBE」を展開し、
その登録店には来店者に食品ロス削減の取組みを広
く PR いただくとともに、日々の買い物で商品棚の
手前にある商品を積極的に選ぶ「てまえどり」の普
及啓発にも取り組んできた。
　こうした取組みは、スーパーやコンビニなど比較的
大きな小売店を中心に広がりつつある一方で、小規模
な小売店ではまだまだこれからという課題があった。
　そこで、神戸市の食品ロス削減を推進する既存

施策の後押しと「TABETE」の利用による食品ロ
ス削減を図るため、既存施策と「TABETE」とを
うまく組み合わせるとともに、地元で愛されてい
るパン事業者有志に本事業のアンバサダーとして

「TABETE」の活用についての普及活動にご協力い
ただいた。
　本事業の主な項目は以下のとおり。

（1）「goodbye food loss,KOBE」と「TABETE」間
の相互 PR を通じた認知向上から、参加する店舗・
利用者の拡大を図る。

（2）事例紹介など、SDGs をテーマとする市民・事
業者対象セミナーを共同で開催する。

（3）市民のエコアクションを促進する神戸市オリジ
ナルのスマートフォンアプリ「イイことぐるぐ
る」（※）と連携する。（ポイント対象メニューに

「TABETE」の利用を追加）
※「イイことぐるぐる」：市内コーヒー店でのマイ
ボトル利用や宅配便ロッカー用など、環境にやさし
い様々な行動（エコアクション）を実践し、報告す
ることでポイントがたまるスマートフォンアプリ

（4）市内パン事業者有志が、様々な食品関係事業者
が関わることができる「持続的な食品ロス削減の
取組みとノウハウ」を広げるアンバサダーとして
活動する。

　効果としては、神戸市の以前に展開した市と比較
し、有効店舗数・利用者数・マッチング率のいずれ
の数値においても順調に推移。実際に活用した事業
者からは、ある店舗で「TABETE」を通じて月間
約 300 セットを販売しフードロス削減に寄与できた
だけでなく、廃棄によるスタッフの罪悪感・ストレ
スの軽減にもつながったという声もあった。
　 ま た、 こ の 取 組 み が き っ か け で、2020 年 10
月、公開オンラインセミナー「Think for KOBE 
Sustainability ～持続可能なまち神戸の実現～」を、
神戸青年会議所主催、神戸市後援のもと開催し、約
400 名が視聴。神戸市、株式会社コークッキング、
株式会社ケルン（アンバサダー）がパネラー参加し、
取組みの効果や可能性についての議論を通じて、市
民・事業者への啓発を行うことができた。
　連携協定の締結期間は 2022 年 3 月（2 年間）を
もって終了したが、その後も神戸市内で「TABETE」
の展開は継続している。
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　環境への負荷が少ない地域づくりにおいて、大量
のビニール傘の消費による二酸化炭素の排出は看過
できない課題のひとつである。また、台風が過ぎ去っ
た後などには、壊れたビニール傘がポイ捨てされ、
街の美化・景観に悪影響を及ぼしている状況にある。
　そのような課題に対し、傘のシェアリングサービ
ス「アイカサ」を活用することにより、まちを移動
する際の利便性向上とあわせて市民のエコアクショ
ン促進につなげる連携事業を行った。
　「アイカサ」は、スマートフォンアプリで簡単に
利用可能で、専用の傘をどのスポットでも借りるこ
とも返すこともできるシェアサービス（利用料金：
24 時間あたり１本 110 円／同月内最大 550 円）で
ある。

▲「アイカサ」サービス利用の流れ

　本連携事業においては、神戸市だけでなく、阪神
電鉄も実施主体として参画することで、市内各所・
阪神電鉄の駅構内など約 90 箇所のスポットに 2,000
本もの傘を設置することができた。傘のデザインは、
できるだけ市民に愛着をもって使ってもらいたいと
いう思いから、神戸のイメージカラーを凝縮して作
られた「神戸タータン」を取り入れたオリジナルデ
ザインを採用した。

　本事業の主な項目は以下のとおり。
（1）雨天時でもまちの移動を快適にすることで、ま

ちのにぎわいを生み出す。
（2）サービス利用データを取得できるため、そのデー

タを活用した都心三宮再整備をはじめとする回遊
性向上の検討などといった今後のまちづくり・地
域課題の解決につなげる。

（3）市民のエコアクションを促進する神戸市オリジ
ナルのスマートフォンアプリ「イイことぐるぐる」
と連携する。（ポイント対象メニューに「アイカサ」
の利用を追加）また、「アイカサ」利用者に対し
ても「イイことぐるぐる」の PR を行う。

　利用実績として、多数の駅に設置することができ
たこともあり、実証事業開始当初から、神戸市の以
前に展開したエリアと比較しても１スポットあたり
の利用回数に遜色なかった。
　また、市民からの反応として、神戸タータンのデ
ザインを気に入ってくださっている方や、「これは
便利」「人にも環境にも優しい、なんと素晴らしい
試みでしょう」という反応を、SNS などを通じて
たくさんいただいた。

　次に、「緊急経済支援型」の取組みの際は、地域
からの声を聞きながら、取り巻く状況を踏まえて柔
軟かつスピード感をもって実施する姿勢が求められ
る。冒頭に述べたとおり、提供するプラットフォー
ムが構築・整備されているシェアサービスであれば、
行政と連携することでスピード感を持って効果的に
地域へ価値を提供する架け橋となる可能性を秘めて
いると感じさせられた事例をご紹介する。

【事例 3】「神戸市と Uber Eats の連携による飲食店・
家庭支援策「Uber Eats + KOBE」～全国初の「Uber 
Eats」を活用した事業連携～」

　2020 年 4 月、新型コロナウイルス感染症の感染
拡大による緊急事態宣言を受け、外食する人が大幅
に減る中、市内の飲食店やその就労者は大きな影響
を受けていた。もちろん、事業継続や売上向上への
支援のための補助金施策も検討が進められていた
が、とにかくスピード感をもって多様な支援策を用
意し、飲食店が苦境を乗り切るための選択肢をでき
るだけ多く提供する必要があった。また、学校の一

【事例 2】「神戸市・阪神電鉄・Nature Innovation Group
の 3 者連携によるシェアリングエコノミーを活用したま
ちづくり実証事業」



都市とガバナンス Vol.39 73

自治体におけるシェアリングエコノミー活用の可能性と今後の展望・課題

斉休校により、保護者の家事・育児負担の増大も懸
念されている状況にもあった。
　そのような状況の中で、経済活動や生活を維持す
るためのひとつの手段として、デリバリーサービ
ス「Uber Eats」を活用する飲食店・利用者の負担
の軽減や就労機会の創出につなげる支援を３か月間
行った。
　①飲食店に対しては売上げ減少分をデリバリーに
よる売上げ増で補てん、②就労者に対してはライフ
スタイルにあわせて柔軟に働ける配達パートナーと
いう働き方を通じた収入の確保、③家庭に対しては
家事や家計の負担軽減や、利便性・食卓のバリエー
ション向上、といった効果が期待でき、市民の暮ら
しと経済活動を維持する一助になればと企画したも
のである。

　本事業の主な項目は以下のとおり。
（1）注文者が Uber Eats のアプリ内で受けられる

割引（プロモーションキャンペーン）について、
通常時においては対象飲食店が負担する費用（注
文１件あたり 100 ～ 500 円）を神戸市と Uber 
Eats が助成

（2）これまで市内 6 区（東灘区、灘区、中央区、兵
庫区、長田区、須磨区）だったサービス提供エリ
アを拡大し、北区、垂水区、西区において「お持

ち帰り」（店頭でのテイクアウト）のサービスを
開始

（3）対象飲食店の Uber Eats の「お持ち帰り」サー
ビス利用にかかる手数料を約４割減免

（4）本事業を PR することで、市内の就労者が配達
パートナーという働き方を検討する機会につなげ
る

　本支援策の発表後、20 以上のテレビと新聞で取
り上げられるなど非常に大きな反響があった。市民
や飲食店からもサービスの内容や、どうすれば新規
店舗登録できるのか、といった活用に前向きな問い
合わせが多くあった一方で、「デリバリー対象外の
エリアがあるのに、市として不公平な政策をするの
はいかがなものか」とお叱りを受けることもあっ
た。まずはスピード感重視でできることからやって
おり、今回の取組みだけで終わらせるつもりはない
とお伝えしてご理解いただいた。そして、そのよう
な声から、その後の「出前館」との連携や住宅団地
へのキッチンカー提供実験事業につながっていく。
　「Uber Eats」との連携についての発表直後から、
日本最大級の出前サイト「出前館」との連携につい
ての話も進め、そこから 10 日で連携についての発
表をすることができた。「出前館」は市内全域をサー
ビス対象としていることに加え、安全面を特に重視
して取り組んでいると強調。
　このように、それぞれ特徴の異なるサービスの中
から、飲食店や利用者が営業・生活スタイルに合っ
た形で、どれを利用するかという選択肢をご提供で
きればという考え方のもと取組みを進めていった。
　更に、郊外のニュータウンにある住宅団地では、
デリバリーサービスで利用できるお店が少ないた
め、そういう地域には、市内の飲食店等が乗り込ん
だキッチンカーを派遣する実証実験も行った。徒歩
圏内にスーパーのない住宅団地 2 カ所にキッチン
カーを 2 週間派遣したところ、その期間中に利用者
5,000 人近くからのアンケートへの回答があり、大
変ご好評いただいた。
　コロナ禍のような緊急事態においては、しっかり
地域からの声を聞きながら、シェアリングエコノ
ミーに限らず、足りないものがあれば様々な手段を
活用しながら補完していくという柔軟な発想が行政
にも求められるのではないだろうか。
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３　行政×シェアリングエコノミーの今後の課
題・展望

　上記の事例を通じて、行政がシェアリングエコノ
ミーと連携することによって地域にもたらす価値や
可能性を感じる一方で、現状としてはシェアリング
エコノミーが市民生活に広く定着しているとは言い
切れない。
　例えば、欧米では一般的になっている「フードシェ
アリング」という考え方について、日本では独特の
商慣習や意識が影響しているのか、まだまだ浸透し
きってはいない。導入を検討したものの、企業内で
漠然とした抵抗感があり導入を見送ったという話も
聞く。
　興味関心止まりではなく、いかにして消費行動に
つなげられるか。
　まずは利用にあたっての「安全性・信頼性」が大
前提の条件として求められる。シェアサービスを提
供する事業者の安全性・信頼性に対する意識を一層
高めるため、一般社団法人シェアリングエコノミー
協会が運営する ｢シェアリングエコノミー認証制度
｣ がある。
　シェアリングエコノミーのマッチングプラット
フォームを提供する事業者が、安全性・信頼性確保
の観点から遵守すべき項目・内容を ｢シェアリング
エコノミー・モデルガイドライン｣ として定めてデ
ジタル庁が公表している。一般社団法人シェアリン
グエコノミー協会が、そのモデルガイドラインをも
とに、日本国内のシェアリングエコノミー業界の標
準となる自主ルールを策定し、それに適合したシェ
アサービスを認証する仕組みである。このような仕
組みの周知・啓発を図っていくことで、漠然とした
抵抗感の払拭が期待される。
　更に、シェアするものを提供する人とそれを利用
する人の数と密度を高めることで、サービスの利便
性を向上させ、市民生活においてなくてはならない
ものにしていくことが重要である。
　そのためには、SDGs をはじめとする持続可能な
地域づくりの取組みの一環として、様々な分野で
シェアリングエコノミーを活用した官民一体の事例
を生み出し、地域からのニーズ・フィードバックを
得ながら地道に事業・サービスを育てていく。行政
と民間事業者の「強み」を活かし合いながら、市民

生活にフィットさせていくチャレンジを続けていく
ことが、遠回りのようで一番の近道ではないだろう
か。

【プロフィール】
関西学院大学卒業後、2007 年神戸市入庁。長田区
保護課、行財政局給与課、企画調整局 ICT 創造担
当係長、同局つなぐ課特命係長を経て現職。これま
でに Facebook Japan や Uber Eats、ヤフー、マク
アケなど、17 社との事業連携を企画・運営。現職
では、地域産業の付加価値向上やイノベーション創
出に向けた事業を展開。
全国の公務員がナレッジを共有するオンラインプ
ラットフォーム「オンライン市役所」の運営に携わ
るほか、デジタル庁シェアリングエコノミー伝道師、
神戸大学 産官学連携本部 非常勤講師、NPO 法人
Unknown Kobe 理事長なども務める。「地方公務員
が本当にすごい！と思う地方公務員アワード 2019」
受賞。
2022 年 7 月『自治体×民間のコラボで解決！公務
員のはじめての官民連携』（学陽書房）を出版。



　地域課題の解決や政策の推進を図るために、法令を地域適合
的に解釈運用する、又は地域特性に応じた独自の条例を創ると
いう意味で、「政策法務」はあらゆる分野の調査研究に共通して
存在する視点である。そこで、「都市政策法務コーナー」では、
都市自治体における政策法務に関する取組みを取り上げ、都市
自治体の首長及び職員への情報提供を図っている。
　13回目となる本号では、自治体が担う水道事業に関する最
近の判例として、宮古島市水道事業給水条例事件最高裁判決を
紹介し、法律と条例の関係からみた本判決の位置づけを検討す
る。

都市政策法務コーナー



都市とガバナンス Vol.3976

都市政策法務コーナー

宮古島市水道事業給水条例事件
最高裁判決における「強行規定」の意義

関東学院大学法学部講師　釼持　麻衣

　2022年 7月に出された宮古島市水道事業給水条例事件最高裁判決は、水道法15条 2項が「強行規定」であ
ると解し、水道事業者が負う給水義務に関する条例の規定について、限定解釈を図ろうとする。本稿は、条例論に
おいて重要な意義があると指摘されるこの最高裁判決の紹介・分析を行ったうえで、同じく法律を強行規定である
と解し、条例の適法性を否定した神奈川県臨時特例企業税条例事件最高裁判決と比較し、法律と条例の関係からみ
た本判決の位置づけを明らかにする。

1　法律と条例の抵触性に関する最高裁判決
　機関委任事務制度を廃止した第 1 次地方分権改革
は、自治体の条例制定権を拡大させると期待され
た。しかし、20 年以上が経過し、自治体がその条
例制定権を十分に活用しきれているとは言い難いだ
ろう。条例制定権の活用を自治体に躊躇させる要因
のひとつは、自治体が「法律の範囲内で」条例を制
定できると定める憲法 94 条のもとで、裁判所が条
例を法律に抵触し、無効であると判断することへの
懸念があるからかもしれない。法律と条例の抵触性
について、ここ 20 年で最高裁が判断を下したのは、
後述の法定外普通税に関する条例が地方税法に反す
ると判断した 1 件のみである。そうしたなか、2022
年 7 月に出された宮古島市水道事業給水条例事件最
高裁判決（最 3 小判令和 4 年 7 月 19 日判例地方自
治 491 号）は、法律と条例の抵触性が争点ではな
かったものの、水道法と給水条例の関係性に言及す
る。同判決については、「条例論にとって重要である」
との指摘もなされており 1、貴重な判例として注目に
値するだろう。
　そこで本稿では、この最高裁判決を紹介するとと
もに、原判決や法律と条例の抵触性に関する他の判

1　北村喜宣「ある破棄差戻判決の含意　宮古島市水道事業供給条例事件」自治総研 528 号（2022 年）。

例との比較分析を行い、本判決の意義を明らかにし
たい。

2　宮古島市水道事業給水条例事件最高裁判決
（1）事案の概要
　本事案は、宮古島市でホテルを営む原告らが、数
日間にわたって発生した断水（以下「本件断水」と
いう。）により、宿泊予約のキャンセルや飲食店の
営業停止等の損害を受けたとして、同市行政区域内
全域で水道事業を営み、原告らとの間で給水契約を
結んでいた宮古島市（以下「市」という。）に対し、
同契約の債務不履行に基づく損害賠償を請求した事
案である。本件断水は、市が設置管理する水道施設
の配水池に設置されていたボールタップ（フロート
弁）に不具合があり、当該配水池への必要流入量が
確保できなかったことに起因して生じた。市は、宮
古島市水道事業給水条例（以下「本件条例」という。）
16 条 3 項の適用により、損害賠償責任を負わない
と主張した。本件条例 16 条 3 項は、「第 1 項の規定
による、給水の制限又は停止のため損害を生ずるこ
とがあっても、市はその責めを負わない。」と定め
ており、具体的に同条 1 項は、「給水は、非常災害、
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水道施設の損傷、公益上その他やむを得ない事情及
び法令又はこの条例の規定による場合のほか、制限
又は停止することはない。」と規定する。市は、本
件断水の原因となったボールタップの破損が本件条
例 16 条 1 項にいう「水道施設の損傷」に当たるこ
とから、同条 3 項が適用され、本件断水によって生
じた損害の責めを負わないと主張した。
　第 1 審の那覇地裁は、本件条例 16 条 3 項につき、

「水道施設の損傷が被告の軽過失に基づく場合に被
告の責任を免除するものであって、さらに水道施設
の損傷が被告の故意又は重過失に基づく場合につい
てまで、被告の責任を免除するものではないと解す
るのが相当である」と述べ、憲法 29 条との関係で
合憲限定解釈を行う。そして、本事案においては市
の重過失が認められず、16 条 3 項が適用されると
して、「被告の本件断水に伴う給水義務の不履行に
係る責任は…免除される」と判示し、原告らの訴え
を退けた。
　控訴審も第 1 審判決を支持したため、原告らが上
告したところ、最高裁は原判決を破棄し、控訴審に
差し戻した（以下「本判決」という。）。

（2）本判決の要旨
ア　本件条例16条1項の解釈
　水道事業者の給水義務を定める水道法 15 条 2 項
が「利用者保護の要請に基づく強行規定であると解
され、本件条例 16 条 1 項が水道法 14 条 1 項の供給
規程として定められたものであることに鑑みると、
本件条例 16 条 1 項は、水道事業者が負う給水義務
の内容を定める水道法 15 条 2 項を受けて、原則と
して水道の使用者に対し常時水が供給されることを
確認したものにすぎないというべきである。そうす
ると、本件条例 16 条 1 項が例外的に給水を停止す
ることがあると定める上記場合〔筆者注：「非常災害、
水道施設の損傷、公益上その他やむを得ない事情」
等による場合〕は、水道法 15 条 2 項ただし書の「災
害その他正当な理由があってやむを得ない場合」と
同一の内容を意味するものと解される。」

イ　本件条例16条3項の解釈
　「本件条例 16 条 3 項は、同条 1 項の定める場合に
おいて、給水の停止のため水道の使用者に損害が生

ずることがあっても被上告人は責任を負わない旨を
定めているところ、上記の場合、水道事業者は水道
法 15 条 2 項ただし書により給水義務を負わないの
であるから、水道事業者である被上告人が給水を停
止したとしても、給水義務の不履行となるものでは
ない。」「したがって、本件条例 16 条 3 項は、被上
告人が、水道法 15 条 2 項ただし書により水道の使
用者に対し給水義務を負わない場合において、当該
使用者との関係で給水義務の不履行に基づく損害賠
償責任を負うものではないことを確認した規定にす
ぎず、被上告人が給水義務を負う場合において、同
義務の不履行に基づく損害賠償責任を免除した規定
ではないと解するのが相当である。」

ウ　原審への差戻し
　「被上告人の本件断水による給水義務の不履行に
基づく損害賠償責任の有無については、本件断水に
つき、災害その他正当な理由があってやむを得ない
場合に当たるか否かなどについて更に審理を尽くし
た上で判断すべきであるから、本件を原審に差し戻
すこととする。」

エ　林満晴裁判官の補足意見
　「法廷意見の指摘するとおり、被上告人の本件断
水による給水義務の不履行に基づく損害賠償責任が
認められるか否かを判断するに当たっては、まずは、
本件断水に関する事情の下において、被上告人が上
告人らに対して給水義務を負うか否かを判断する必
要があるというべきである。そして、その判断に当
たっては、本件断水につき、水道法 15 条 2 項ただ
し書に定める場合に当たるか否かを検討する必要が
あるところ、この点については、当事者のみならず
第 1 審及び原審においても、およそ議論されること
がなかったものである。」

（3）原判決との比較
　以上のとおり、本判決が原判決の破棄差戻しを
行ったのは、本件条例 16 条の解釈及び本事案への
当てはめに関して、判決に影響を及ぼすことが明ら
かな法令の違反があると認められたからである。
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ア　本件条例16条3項の解釈
　原判決は、本件条例 16 条 3 項につき、「被告に債
務不履行責任が成立し得る場合にもこれを免責する
趣旨によるもの」（下線筆者）と述べ、同条項を免
責条項と理解している。すなわち、本件断水が発生
した際にも、原告らとの間で締結された給水契約の
もとで、市が給水義務を負っていた点、及び、当該
義務の不履行による損害賠償責任が原則として生じ
る点は前提とされ、争点化されなかった2。そのうえ
で、債務不履行による市の損害賠償責任を例外的に
免除する規定と解される本件条例 16 条 3 項の合憲
性、及び、同条項の本事案への適用の可否が主な争
点となり、当事者の主張や第 1 審判決・原判決の判
断が積み重ねられた。
　一方の本判決は、本件条例 16 条 3 項を、市が給
水義務を負わない場合において、当該義務の不履行
による損害賠償責任が生じないことの確認規定であ
ると解し3、市が給水義務を負う場合に、当該義務の
不履行による損害賠償責任を例外的に免除するため
の創設規定と捉えた原判決の解釈を明確に否定す
る。そして、本件条例 16 条 1 項は、市の給水義務
及び当該義務の解除条件を規定したものであり、解
除条件である「非常災害、水道施設の損傷、公益上
その他やむを得ない事情」等の文言については、同
条項が水道法 14 条 1 項の供給規程として定められ
ている点等に鑑み、水道法 15 条 2 項ただし書の「災
害その他正当な理由があってやむを得ない場合」と
同旨であると整理した。
　このように、原判決は市の債務不履行を前提に、
本件条例 16 条 1 項に定める場合は同条 3 項により
債務不履行に基づく損害賠償責任が免除されると理
解したのに対し、本判決は本件条例 16 条 1 項に定
める場合は市の給水義務が解除されるため、債務不

2　和泉田保一「判批」法学セミナー 816 号（2023 年）130 頁以下・131 頁、判例地方自治 491 号 12 頁以下・15 頁匿名コメント。
3　本件条例 16 条 3 項に関する本判決の判示部分については、「行政実務家のこれまでの感覚とずれがある可能性がある」との指摘が

なされている（田中孝男「伊良部島断水訴訟最高裁判決の検討」自治実務セミナー 725 号（2022 年）58 頁以下・59 頁参照）。
4　ただし、後述のとおり、本件条例 16 条 1 項にいう「水道施設の損傷」が、水道法 15 条 2 項ただし書に定める場合に相当すると解

されるのが前提であり、その判断は原審に差し戻されている。
5　本件条例 16 条の文言は、水道整備課長通知「給水条例（規程）（例）の送付について」（平成 9 年衛水第 198 号）で示された標準給

水条例 12 条の文言に倣うものであることから、同様の規定を有する給水条例等を制定済みの自治体も少なくなく、本判決への注目
度が高かったと考えられる。なお、同通知はのちに、水道整備課長通知「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法
律等の留意事項について」（平成 12 年衛水第 19 号）によって廃止されている。

6　和泉田・前掲註（2）論文 131 頁。原判決では、本件条例 16 条と水道法 15 条 2 項の関係性への言及はみられない。

履行それ自体が成立せず、債務不履行に基づく損害
賠償責任も生じない旨を同条 3 項が確認的に規定し
たと解した。本判決は、こうした解釈の違いから、
本件条例 16 条 3 項について、原判決で使用されて
いた「免責条項」の呼称を用いなかったと考えられ
る。
　本件条例 16 条 3 項の解釈をめぐる原判決と本判
決の相違点は、いかなる違いに帰着するだろうか。
本件断水の原因であるボールタップの破損が、本件
条例 16 条 1 項にいう「水道施設の損傷」に当たる
限りは4、免責条項の適用によるか給水義務の否定に
よるかという法律構成に違いはみられるものの、最
終的に市の損害賠償責任が否定される点は同じであ
る。その意味では、本件条例 16 条 3 項の解釈に関
する本判決の判示が行政実務等に与える影響は限定
的かもしれない5。

イ　本件条例16条1項に定める場合の範囲
　債務不履行による損害賠償責任の有無を左右する
という点では、本件条例 16 条 1 項の「非常災害、
水道施設の損傷、公益上その他やむを得ない事情…
による場合」に当たると認められる範囲が重要であ
る。原判決は、本件条例 16 条を水道法 15 条 2 項か
ら独立した規範として捉えたため6、水道事業の性質
や水道事業者における人的・経済的な制約等を考慮
して、市が債務不履行による損害賠償責任を負わな
い範囲を比較的柔軟に解釈しえたように思われる。
　しかしながら、本判決は、本件条例 16 条 1 項に
定める場合が水道法 15 条 2 項ただし書にいう「災
害その他正当な理由があってやむを得ない場合」と
同一の内容を意味すると判示する。すなわち、本件
条例 16 条 1 項に定める場合に当たると解しうる範
囲が、水道法 15 条 2 項ただし書に定める場合に当
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たると解される範囲に限定される。本件条例 16 条
1 項における「水道施設の損傷」等の規定が、水道
法 15 条 2 項ただし書に定める場合のほかに、市が
負う給水義務の解除条件を新たに追加する効果を有
するならば、強行規定である水道法 15 条 2 項ただ
し書に反するとして、当該附加部分は違法無効と解
される。なお、本判決は、当該附加部分を違法無効
とする代わりに、水道法 15 条 2 項ただし書に適合
するような形で、本件条例 16 条 1 項の限定解釈を
図っている7。
　本件断水の原因であるボールタップの破損が本件
条例 16 条 1 項に定める場合に該当するか否かの判
断は、水道法 15 条 2 項ただし書に定める場合の解
釈も含めて、原審に差し戻された。そのため、本判
決の判示のもとで、本件条例 16 条 1 項に定める場
合に当たると認められる範囲が、原判決で認められ
たものと異なるかは、現時点では明らかでない。し
かし、本件条例 16 条 1 項に定める場合に当たると
認められる範囲につき、水道法 15 条 2 項ただし書
に定める場合との同一性を指摘する本判決は、原判
決ほど解釈の余地を認めていないように思われる。

3　本判決における強行規定の定義
　本判決は、水道法 15 条 2 項と本件条例 16 条 1 項
の関係性について、前者を強行規定であると解し、
同規定に適合するように後者の限定解釈を行う。法
律と条例の関係を論じるにあたり、「強行規定」の
文言を用いた判例には、神奈川県臨時特例企業税条
例事件最高裁判決（最 1 小判平成 25 年 3 月 21 日裁
時 1576 号 2 頁）（以下「神奈川最判」という。）が
ある。しかし、本判決は神奈川最判を引用しておら
ず、また、徳島市公安条例事件最高裁判決（最大判
昭和 50 年 9 月 10 日刑集 29 巻 8 号 489 頁）（以下「徳
島最判」という。）が示した法律と条例の抵触性に
関する判断枠組みも用いていない。そこで以下では、
神奈川最判と本判決における強行規定の意義を比較
したうえで、法律と条例の関係をめぐる議論におけ
る本判決の位置づけを明らかにする。

7　鈴木崇弘「判批」新・判例解説 Watch 行政法 No.234、2 頁 https://www.lawlibrary.jp/pdf/z18817009-00-022342242_tkc.pdf（2023
年 1 月 18 日最終閲覧）。

（1）神奈川県臨時特例企業税条例事件最高裁判決
ア　事案の概要と判旨
　神奈川県は、当分の間の措置として、資本金等 5
億円以上の法人の事業活動に対し、法定外普通税で
ある臨時特例企業税（以下「特例企業税」という。）
を課す旨を定める、神奈川県臨時特例企業税条例（以
下「県条例」という。）を 2001 年に制定した。その
課税標準は、各課税事業年度における法人事業税の
課税標準である所得の金額の計算上、繰越控除欠損
金額を損金の額に算入しないものとして計算した場
合における当該各課税事業年度の所得の金額に相当
する金額（当該金額が繰越控除欠損金額に相当する
金額を超える場合は、当該繰越控除欠損金額に相当
する金額）とされた。2003 年度及び 2004 年度の特
例企業税を全額納付した原告は、特例企業税に係る
課税標準の定めが、法人事業税の課税標準である所
得の金額の計算につき、欠損金の繰越控除を定めた
地方税法の規定に違反し、違法・無効であるなどと
主張し、納付済みの特例企業税等相当額の還付など
を求めて出訴した。
　最高裁は、次のとおり判示して、県条例の適法性
を肯定した原判決を破棄し、神奈川県の控訴を棄却
した。法律と条例の抵触性に関する判断枠組みとし
て、徳島市公安条例事件最高裁判決を引用する。そ
のうえで、法人事業税を含む法定普通税の規定は、

「これと異なる条例の定めを許容するものと解され
る別段の定めのあるものを除き、任意規定ではなく
強行規定であると解され」（下線筆者）、法定外普通
税に関する条例が、「〔地方税法〕の定める法定普通
税についての強行規定に反する内容の定めを設ける
ことによって当該規定の内容を実質的に変更するこ
とも、…同法の規定の趣旨、目的に反し、その効果
を阻害する内容のものとして許されないと解され
る。」と判示する。そして、特例企業税の課税標準
に関する県条例の規定は、「法人の税負担をできる
だけ均等化して公平な課税を行うという趣旨、目的
から欠損金の繰越控除の必要的な適用を定める」地
方税法の規定の趣旨・目的に反し、その効果を阻害
する内容のものであり、法人事業税に関する同法の
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強行規定に矛盾抵触することから、違法・無効であ
ると結論づけた。

イ　神奈川最判における強行規定の意義
　法定普通税に関する地方税法の規定を強行規定で
あると解するにあたり、最高裁は、①法律によって
地方税の準則を定めることが憲法上予定される点、
②法定普通税の賦課が自治体に義務づけられている
点、③税目、課税客体、課税標準及びその算定方法
等が詳細かつ具体的に規定されている点を指摘す
る8。①に関し、地方税法は準則であると従来から解
されてきたが9、神奈川最判はその理由として、「租
税の賦課については国民の税負担全体の程度や国と
地方の間ないし普通地方公共団体相互間の財源の配
分等の観点からの調整が必要である」と述べる。こ
の理由付けから、地方税法の定める準則は、地方自
治法 1 条の 2 第 2 項にいう「全国的に統一して定め
ることが望ましい…地方自治に関する基本的な準
則」に相当し、徳島最判にいう「全国的に一律に同
一内容の規制を施す趣旨」を有すると最高裁は解し
たと思われる10。そして、地方税法が準則であると
解されるのに対し、③課税標準及びその算定方法等
が詳細かつ具体的に定められている点は、当該規定
を任意規定ではなく、強行規定であると解する方向
により強く作用したと考えられる11。

8　市原義孝「判解」最判解民事篇平成 25 年度（法曹会、2016 年）102 頁以下・124-125 頁。
9　金子宏『租税法〔第 24 版〕』（弘文堂、2021 年）99 頁参照。
10　金築裁判官補足意見（「法定税は、地方税法の規定に従って原則として全国一律に課税すべきこととされているものであって」（下

線筆者））、市原・前掲註（8）解説 131 頁、筑紫圭一「法律規定条例の法律適合性審査」北村喜宣先生還暦記念『自治立法権の再発見』（第
一法規、2020 年）27 頁以下・40 頁。なお、神奈川最判は、徳島最判の判示のうち、法律と条例の抵触性に関する一般的な判断枠組
みのみを引用し、「全国的に一律に同一内容の規制を施す趣旨」の文言を含む具体的な例示部分は引用しない。その理由につき、調
査官解説は、当該判示部分が、精神的自由を規制する刑罰法規が争われた事案に即して例示されたものであり、租税法規にそのまま
当てはめることは妥当ではないと考えられると説明する（市原・前掲註（8）解説 127 頁参照）。

11　木村草太「判批」ジュリスト 1456 号（2013 年）8 頁以下・9 頁参照。
12　宇賀克也『行政法概説Ⅰ〔第 7 版〕』（有斐閣、2020 年）78 頁参照。
13　我妻榮ほか著『我妻・有泉コンメンタール民法〔第 8 版〕』（日本評論社、2022 年）195 頁。民法上の強行規定は、私的自治に限界

を画するという機能を有する（四宮和夫＋能見善久『民法総則〔第 9 版〕』（弘文堂、2018 年）302 頁）。
14　碓井光明「判批」『地方自治判例百選〔第 4 版〕』56 頁以下・57 頁。一方、国家法的な規範との間に緊張関係が生じ、「2 つの法シ

ステム間の規範調整」を図る点で、民法上の「強行規定」概念との共通項を見出す見解もある（角松生史「判批」ジュリスト 1466 号（2014
年）55 頁以下・57 頁）。

15　強行規定に当たる法令の規定を条例で修正できないのは、国と自治体の役割分担原則のもとで、国がその役割に基づき、完結的な
決定を行っていると考えられるからである（北村喜宣「現行法律実施条例の分類と意義」北村喜宣ほか『法令解釈権と条例制定権の
可能性と限界 ―分権社会における条例の現代的課題と実践』（第一法規、2022 年）131 頁以下・140-142 頁）。

16　水道法制研究会『水道法逐条解説〔第 5 版〕』（日本水道協会、2021 年）（以下「逐条解説」と引用。）231 頁。水道は、国民が日常
生活を営むうえでのナショナル・ミニマムであるとされ、水道法は、生存権を保障する憲法 25 条のもとで、公衆衛生の向上・増進
を実現するための法律体系に位置づけられてきた（同 88 頁）。

　行政法規が強行規定と解され、当該規定との抵触
性が論じられるのは、一般的に、私人間の契約との
関係についてであった12。そうしたなか、神奈川最
判は、私人間の契約ではなく、条例との関係におい
て、法定普通税の規定を強行規定と捉え、当該規定
との抵触性を論じる。ここでいう強行規定は、民法
上の強行規定、すなわち、法令中の公の秩序に関す
る規定で、契約当事者の意思でこれを変更すること
が許されないもの13 とは異なると指摘される14。法定
普通税の規定が強行規定と解された根拠（前述の①
～③）を踏まえながら、法律と条例の抵触性に関す
る文脈に即して、神奈川最判にいう強行規定を捉え
なおすならば、「法令中の法定自治体事務に関する
規定で、条例による変更が許されないもの」を指し
て、「強行規定」の文言が用いられたといえよう15。

（2）本判決における強行規定の意義
　水道法 15 条 2 項と本件条例 16 条 1 項の関係性に
着目する本判決は、いかなる意味で「強行規定」の
文言を用いたのだろうか。
　重要な生活インフラである水道に関しては、公共
の利益の保護の観点から、厚生労働大臣による事業
認可をはじめとして、水道法は種々の規制を行って
いる16。そのひとつが、水道事業者への供給規程の
設定の義務づけである。本来、契約は当事者の自由
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意思に基づいて締結される（契約自由の原則）。し
かし、水道事業には地域的独占経営が認められてい
るため、需要者は水道事業者が一方的に定めた供給
条件への合意を事実上強制される。そこで 14 条 1
項は、水道事業者に供給規程の形で供給条件を成文
化させ、国の強い監督のもとに置く17。さらに、需
要者保護の必要性から、水道事業者が定める供給規
程にゆだねず、水道法みずから規定を設けて、契約
自由の原則に制限を加える場合があり、15 条の給
水義務の規定はその代表例とされる18。こうした規
定は強行規定であり、水道法が直接に水道事業者に
対して所定の義務を課しているため、これに反する
供給条件が定められたとしても無効であると解され
てきた19。したがって、15 条 2 項を「利用者保護の
要請に基づく強行規定」と解した本判決は、従来の
行政実務等における法解釈を踏襲したものと評価で
きる20。
　次に本件条例の性格について検討する。本事案に
おいて、水道事業者たる市は、水道法 14 条 1 項で
設定が義務づけられる供給規程を条例の形式で定め
た。同条項は、「水道事業者は、料金、給水装置工
事の費用の負担区分その他の供給条件について、供
給規程を定めなければならない。」と規定するのみ
で、条例での設定は求めていない。しかし、供給規
程には、料金に関する事項や「公の施設」に当たる
水道施設の設置・管理に関する事項が含まれること
から、水道事業者が自治体である場合には、地方自

17　逐条解説・前掲註（16）書 305 頁。事業認可の際に供給条件が審査されるとともに（法 8 条 1 項 5 号）、供給規程の技術的細目が省
令で定められている（施行規則 12 条以下）。

18　逐条解説・前掲註（16）書 304 頁及び 352 頁。同条は、「水道事業の公共性確保のための中心をなす規定」と捉えられてきた（厚生
労働省健康局水道課長通知「水道法の施行について」（平成 14 年 3 月 27 日健水発 0327001 号））。

19　逐条解説・前掲註（16）書 304 頁。強行規定にはいくつかの類型があるとされるが（四宮＋能見・前掲註（13）書 302 頁）、15 条は生
存権の保障に関わるものであることから、「基本的な自由を保障する規定」に分類できよう。

20　水道法 15 条 2 項が強行規定である旨を最高裁が明示的に追認した点に、本判決の意義が認められる（鈴木・前掲註（7）論文 2 頁）。
21　逐条解説・前掲註（16）書 305 頁。
22　逐条解説・前掲註（16）書 304 頁。碓井光明『行政契約精義』（信山社、2011 年）103 頁も参照。
23　公法私法二元論に基づく古典的な分類でいうところの私法上の契約である。塩野宏『行政法Ⅰ〔第 6 版〕』（有斐閣、2015 年）207 頁参照。
24　「自治体と住民（私人）の間で締結される私法上の契約の内容に関する条例であって、その条項の全部又は一部が当該契約の約款

に当たるもの」と定義される約款条例については、田中孝男「契約の約款となる条例（上）」自治実務セミナー 673 号（2018 年）32
頁以下を参照。

25　田中・前掲註（3）論文 59 頁。
26　旧高根町給水条例事件の控訴審判決（東京高判平成 14 年 10 月 22 日判時 1806 号 3 頁）においても、「条例の形式で定められた供

給規程も地方公共団体以外の水道事業者が定める供給規程と何ら異ならず、その実質は単なる約款にすぎない。」（下線筆者）と判示
されている（田中・前掲註（24）論文 33 頁）。

27　田中・前掲註（24）論文 33 頁。

治法 228 条や 244 条の 2 等により、条例制定が必要
とされる21。条例の形式をとるが、供給規程はあく
までも、水道事業者と需要者の間で締結される給水
契約の内容を示すものである22。すなわち、本件条
例は、給水契約という行政契約23 の約款を定める条
例（以下「約款型条例」24 という。）であり、住民の
権利制限又は義務賦課を行う条例（以下「法規型条
例」という。）とは、性格を異にする25。
　本件条例が約款型条例に分類される以上、当該条
例に定められる内容は、私人間で締結される契約の
条項とほぼ同一視しうる26。前述のとおり、水道法
15 条 2 項は、需要者保護の観点から水道法が直接
規律している事項であり、水道事業者はこれに反す
る供給条件を定められない。約款型条例としての本
件条例の性格を考慮すると、本判決は水道法 15 条
2 項につき、契約当事者の意思による変更が許容さ
れない法令の規定という、民法上の強行規定と同様
の意味合いにおいて、「強行規定」の文言を用いて
いると考えられる。

（3）法律と条例の関係からみた本判決の射程範囲
　法律と条例の関係性をめぐる従来の判例及び議論
は、法規型条例を念頭に展開されてきた27。法規型
条例の場合、法律との抵触性が問題となるのは、自
治体の条例制定権を規定する憲法 94 条が、「法律の
範囲内で」という制約を設けているからである。そ
して、法律と法規型条例の抵触の有無につき、徳島
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最判が一般的な判断枠組みを示し、神奈川最判もこ
れを引用する。一方、水道法 15 条 2 項との関係性
が論じられた本件条例は、約款型条例である。約款
型条例は、条例の形式をとるが、実質的には、自治
体と私人の間で締結される契約の内容を定めたもの
であり、民法の規律が及びうる。法律と約款型条例
の抵触性が問題となるのは、契約内容の自由に関す
る民法 521 条 2 項が、「法令の制限内において」と
いう制約を設けているためである28。本事案に即し
ていえば、水道事業者の給水義務を規定した水道法
15 条 2 項が強行規定と解される以上、その内容を
約款型条例で変更するのは、民法 521 条 2 項に反す
る29。法規型条例と約款型条例の違いから、本判決
は、法律と条例の抵触性に関する判断枠組みについ
て、徳島最判を引用せず、また、強行規定である法
律に反する条例の効力について、神奈川最判を引用
しなかったと思われる。
　以上の検討を踏まえると、法律と条例の関係とい
う観点からは、本判決の射程範囲はきわめて狭く、
約款型条例のみに限定されるだろう。本判決は、私
人間の契約と同様に、約款型条例にも民法 521 条 2
項の規律が及び30、強行規定と解される法令の規定
を変更するような条例の制定が許容されない点を明
らかにしたものと位置づけられる。

4　約款型条例の法律抵触性
　法律と条例の関係をめぐる議論において、これま
では法規型条例に焦点が当てられてきたなか、本判
決は、約款型条例を扱うものであり、強行規定と解
される法律と条例の関係性に言及した点で特徴的で

28　文言上、「法律の範囲内で」（憲法 94 条）と「法令の制限内において」（民法 521 条 2 項）は大きく異ならないが、法規型条例と約
款型条例で、法律（法令）の制約が及ぶ趣旨には質的な違いがあると考える。前者は、国の立法権と自治体の立法権が矛盾抵触する
場合の調整規定であるのに対し、後者は、契約自由の原則が認められない例外的な場合に関する規定である。この違いは、法律（法令）
による制約自体の妥当性を判断する基準に関わり、前者は国と自治体の役割分担原則との整合性が、後者は契約自由の原則を制限す
る合理性が、それぞれ基準となるだろう。

29　田中・前掲註（3）論文 59 頁。なお、民法 521 条は 2017 年改正で新たに追加された条文であるが、同改正前においても、91 条の解
釈により、強行規定と異なる意思表示は無効と解されてきた。

30　あわせて、2017 年民法改正で追加された定型約款に関する規定（548 条の 2 以下）にも留意する必要がある。田中孝男「契約の約
款となる条例（下）」自治実務セミナー 674 号（2018 年）32 頁以下・32-34 頁、提中富和「民法（債権法）改正と自治体実務との関
係を考える ―改正民法の規定は任意規定か強行規定か（下）」自治実務セミナー 691 号（2020 年）60 頁以下・61 頁参照。

31　田中・前掲註（24）論文参照。
32　この判決及び調査官解説では、住宅地区改良法 29 条 1 項等の強行規定性や、公営住宅条例の約款型条例としての性格への明示的

な言及はみられない。
33　事業規制法との関係で、自治体が定める約款型条例については、「単に法令に違反していないというだけではなく、より模範的な

行動を要求すべきである」との指摘がある（田中・前掲註 (30) 論文 34 頁）。

ある。約款型条例は、水道事業以外にも、公の施設
の利用・管理や交通事業、公営住宅制度といった行
政分野でも登場する31。したがって、給水条例のみ
ならず、これらの行政分野の約款型条例の立案及び
解釈にも、本判決の影響が及ぶ可能性はある。
　ただ、本事案では法律と条例の抵触性が争点では
なかったことから、約款型条例の場合の判断枠組み
が明確には示されていない。同様に約款型条例とし
ての性格を有すると考えられる公営住宅条例につ
き、住宅地区改良法 29 条 1 項等との抵触性が争点
となった判例として、最 1 小判平成 29 年 12 月 21
日民集 71 巻 10 号 2659 頁がある。同判決も、徳島
最判を引用せず、「法の規定及びその趣旨に違反し
ない限りにおいて」、住宅地区改良事業の施行者で
ある自治体が、改良住宅の管理について必要な事項
を条例で定められると判示するにとどまる 32 。約款
型条例に係る法律抵触性の判断枠組みに関しては、
純粋な私人間の契約の場合と同一視しうるかも含め
て 33、さらなる検討の余地があるように思われる。
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　本稿は、JSPS 科研費 19H01438（代表：北村喜宣）、
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　　日本都市センターでは、都市自治体が直面している様々な政策課題に

ついて、複数の学識経験者及び都市自治体職員から構成される研究会を設

置し、学際的かつ理論と実務を融合させる総合的な調査研究を進めてきた。

一方、地方分権改革の進展を経て、更には超高齢・人口減少社会を迎える

なかで、日本の都市自治体をめぐる状況は大きく変化しており、都市自治

体の行政については、様々な分野にまたがる学際的な立場からの調査研究

が必要となっている。

　そこで、「都市行政研究の視点」のコーナーにおいて、都市自治体の行

政に関して、行政的、政治的、法的など多角的な観点から考察し、都市自

治体関係者への情報提供と問題提起を図っていくこととしている。

　第6回となる今回は、まず、「地域イベント開催の意義について－消費

行動と自治体の役割－」と題して、自治体が中心となって地域イベントを

開催する意義を、コロナ禍の消費行動を分析したうえで考察していく。ま

た、日本都市センターでは2022年に「ポストコロナの都市交通・まち

づくりに関するワーキンググループ」を設置し、地域公共交通政策、まち

づくりに関わる近年の取組み事例を題材として、議論を行ってきた。ワー

キンググループで対象とした事例について、その概略を紹介するとともに

ポストコロナの都市交通とまちづくりの政策について考察していく。

都市行政研究の視点
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地域イベント開催の意義について
―消費行動と自治体の役割―

日本都市センター研究員　中川　豪

　本稿では、地域イベントの重要性・貢献性に焦点を当てることで、自治体が地域イベントを開催する意義を明確にした
い。住民は自治体と協働することでソーシャル・キャピタル（社会関係資本）の活性化を促し、自治体は住民のニーズを
満たすことで地域経済・社会の成熟化に貢献してきた。それらの役割が最も色濃く反映される瞬間が地域イベントである。
地域イベントはあまりにも自然に存在しているがゆえに、地域経済・社会に対する重要性・貢献性について考察する機会
は必ずしも多くなかったのではないだろうか。しかしながら、地域イベントは「シティプロモーション」あるいは「シビッ
クプライド」との関連性が強いだけでなく、地域社会の民主主義を根底から支える重要な役割を担っている。

はじめに
　自治体と住民が新型コロナウイルス感染症と向き
合うようになって早 3 年が経過している。この間、
テレワーク、Web 会議、オンライン授業等が急速
に普及し、自然科学は 2019 年以前と異なる方法で
社会全体に貢献性を示してきた。 他方、社会科学
は自然科学と異なる方法で社会全体への貢献性を示
したといえるだろう。例えば、新型コロナウイルス
感染症の影響によって世界規模でこれほど急激に社
会環境が変化する時代において、ほとんど変化しな
かったものを突き止めはじめている。最も顕著に
不変性を示したのが人々の消費行動とソーシャル・
キャピタルの重要性についてだった。結局のところ、
どのような状況下にあっても、人々は消費する生き

1　 経済学では上級財 ( 正常財）に分類されており、所得の増加にともないその財への需要が増加する。現代社会では、高級車・宝石・
ブランド品・酒類等があげられる（マンキュー 2000:94）。

2　 「ラグジュアリー」は贅沢のことである。優先されるのは、理想ではなく「欲望」、感情ではなく渇望を満たすことである。「古いラ
グジュアリー」では、王族・貴族階級がいかにして豊富な余暇を得るかであり、①「消費のための時間」：所有する奢侈品を消費す
るために必要な時間、②「文化のための時間」：心・精神を豊かにし、政治や慈善活動に奉仕するための時間、③「自由のための時間」：
将来の労働のために肉体的回復を促す受け身で無為な時間、から構成されていた。17 世紀以前、①と②を獲得できたのは、王族・貴
族階級であった（フリース 2021:49-50）。

3　 「新しいラグジュアリー」は「消費のための時間」から構成されている。「古いラグジュアリー」の時代に重要視された「余暇の豊
富な社会」とは異なる。「新しいラグジュアリー」は官廷内部の文化圏で規定されたものではなく、都市社会のなかで生まれたもの
である。支配的な文化ではなく、多様性があり、良心的な価格で人々が奢侈品の消費を楽しむことができる（フリース 2021:49-55）。

物であり、人と人との繋がり・絆を大切にしたので
ある。
　限りなく現代に近い形で人々が市場で商品（特
に奢侈品1）を購入するようになったのは、17 世紀
のオランダで見られた現象である。この時期、王
族・貴族階級が好んで消費していた「古いラグジュ
アリー2」を模倣し、人々は奢侈品を消費できるよう
になり、「古いラグジュアリー」から「新しいラグ
ジュアリー3」の時代が到来したのである（フリース 
2021）。この現象が常態化し、西欧諸国をはじめ世
界各国へ波及してからというもの、人々は奢侈品を
求めて消費行動する暮らしを継続している。また、
人々は消費行動と労働を通して市場と社会を構成す
る一員となり、他者と顔と顔を合わせ、コミュニティ



都市とガバナンス Vol.39 85

地域イベント開催の意義について
―消費行動と自治体の役割―

に属する生活を何世紀にもわたり続けてきた。その
現象は消費社会を誕生させ、後に大量消費の問題を
生み出す要因となっただけでなく、資本主義社会の
形成に深く関連していることも事実である。 日本
でも、17 世紀には商業が発展し、市場では農作物
だけでなく、布・絹・焼物・タバコ等の奢侈品が貨
幣によって取引されていた（佐藤・五味・高埜・鳥
海 2008:275-276）。18 世紀後半の農村では、自給自
足的な経済のあり方が変容しただけでなく、都市の
経済活動は幕府や藩の力では左右できないほど強い
自立性を持っており、資本主義社会が台頭しはじめ
ていた（佐藤・五味・高埜・鳥海 2008:287）。すな
わち、日本もオランダを筆頭とした西欧諸国と同様
に 17 世紀頃から「新しいラグジュアリー」の時代
が到来していた。奢侈品の取引によって生活を潤し
ていたのは商人だけではない。奢侈品を製造できる
職人、それを買い求める消費者も同様に「新しいラ
グジュアリー」の恩恵を受けていた。事実、日本経
済は 17 世紀から急速に発展した。
　18 世紀前半は緩やかに発展したが、田沼時代の
18 世紀後期には再び急速な発展を遂げた。その間、
農業部門で生じた余剰を上手く活用することで、醸
造業・繊維産業等の第二次産業が発達した（井奥 
2017:49）。第二次産業の発展は奢侈品の効率的な生
産・普及に貢献しただけでなく、日本における「新
しいラグジュアリー」の時代を支えたのである。19
世紀になると市場で取引される奢侈品はより完成度
を高めただけでなく、芸術性の高い奢侈品が買い求
められることが常態化し、人々は奢侈品を購入する
ために「労働」を行なってきた。裏を返せば、完成度・
芸術性の高い奢侈品を購入する機会に恵まれない社
会では、人々の勤勉性を高めることが難しくなると
いえるだろう。つまり、人々の勤勉性は奢侈品を購
入するという消費行動が基礎にあり、これは少なく
とも 400 年近く変わらない現象といえる。また、長
きにわたり市場経済の担い手は常に人であったし、
人と人の繋がりがソーシャル・キャピタルの基礎と
なる「信頼」・「規範」・「ネットワーク」を機能させ
てきた（Putnam 1994）。

１　コロナ禍における消費行動－消費行動の不
変性について－

　未知の感染症・パンデミックというかつて経験し
たことのない脅威のなかでも、人々の消費行動に大
きな変化はみられなかった。人々は退勤後、帰路に
つく途中で酒類等を購入して会社の同僚や友人と

「Zoom 飲み会」等を利用し、新しい手法で奢侈品
の購入と消費を継続した。
　ティモティウス（Elkana Timotius）とオクタヴィ
ウス（Gilbert Sterling Octavius）は、コロナ禍に
おける消費行動を調査し、ドイツ、スペイン、ロシ
ア、ニュージーランド、中国、インド、イスラエル
等の消費行動に関する先行研究をもとに比較を試み
た。その結果、消費者が対面からオンラインに購入
方法を切り替えたが、購入している商品がコロナ禍
以前と大きく変化していなかったことをつきとめた

（Timotius　Octavius 2021）。
　他方、野村総合研究所が行なった生活者 10,000
人に対するアンケート調査では、「とにかく安くて
経済的な物を買う」と答えた人々が 35%（2000 年
のアンケート調査では 50%）だったのに対して、「価
格が品質に見合っているかをよく検討してから買
う」と答えた人々が 66％（2000 年のアンケート調
査では 52%）であり、この 20 年程で、日本の消費
者が価格よりも品質・コストパフォーマンスを重視
していることがわかった（松下・林　2022:56）。さ
らに、消費スタイルを「安さ納得消費」、「徹底探索
消費」、「利便性消費」、「プレミアム消費」の 4 つに
分類した場合、「自分が気に入った付加価値には対
価を払う（高くても良い・お気に入りにこだわる）」
に該当する「プレミアム消費」が 2000 年のアンケー
ト調査では 13% だったのに対して、2021 年のア
ンケート調査では 24% と上昇傾向にあることがわ
かった（松下・林 2022:60）。「製品にこだわりなく、
安ければよい（安さ重視・こだわりはない）」に該
当する「安さ納得消費」が 2000 年のアンケート調
査では 40% だったのに対して、2021 年のアンケー
ト調査では 24% と減少傾向にあることを考慮する
と、日本の消費者はコロナ禍にあっても品質の高い
奢侈品を好む傾向にあったといえるだろう。すなわ
ち、新型コロナウイルス感染症は人々の生活と社会
を変化させる影響力を持っていたが、人々の消費行
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動を変化させる影響力を持っていたとは必ずしもい
えないのである。
　それではなぜ、人々の消費行動は非平時において
も不変的だったのだろうか。このことは、デューゼ
ンベリー（James Duesenberry）が提唱した消費理
論「相対所得仮説」から分析することができよう。
デューゼンベリーは消費行動を「歯止め（ラチェッ
ト）効果」と「デモンストレーション効果」に分類
して分析した。「歯止め（ラチェット）効果」は、人々
が過去の最高所得に依存して消費を行うと定義して
いる（デューゼンベリー 1969:133-139）。例えば、（手
取り）月収 100 万円の人が、家賃ひと月 30 万円の
賃貸物件に住み、その他毎月 50 万円を支出し、20
万円を貯金していたとする。この場合、この人は毎
月 80 万円を消費にあてていたことになる。しかし、
その人がリストラと再就職によって（手取り）月収
が 30 万円に変化したとしても、いきなり消費行動
を変化させることができず、貯金を切り崩しながら
毎月 80 万円近くを消費にあてようとするのである。
これこそが「歯止め（ラチェット）効果」であり、
習性や「経路依存性」に類似した不変性が高い消費
行動の一要因である。
　もちろん、長期的に不況と所得の減少が続くなら
ば、消費行動に影響をあたえるが、1 年から 2 年程
度の短期間では、それほど消費行動に変化を与えな
い。事実、新型コロナウイルス感染症は各産業に従
事する労働者の所得に変化を生じさせたが、「プレ
ミアム消費」のように奢侈品を好み、購入・消費す
る人々の絶対数を必ずしも減少させなかった。
　他方、「デモンストレーション効果」 は、消費の
決定に関して他者の消費行動が影響を与えると定義
している（デューゼンベリー 1969:37-42）。人々は
他者の生活水準と自身の生活水準を比較する。そし
て、より高い生活水準を目指し、奢侈品を購入して
きた。身分社会の文化が薄れた現代社会では、高級
車やブランド品等の奢侈品を顕示することで自身の
生活水準をアピールしている。人々は他者が購入し
た奢侈品を視界に入れることで消費行動を促してい
る。この社会環境が個人の消費行動に強い影響を与
えるのである。例えば、新型コロナウイルス感染症
対応の初期段階では、緊急事態宣言と行動規制措置
によって不要不急の外出が制限された。また、自粛

ムード等の影響によって、消費行動が抑制された。 
しかしながら、人々は対面からオンラインによる購
買に切り替えることで、奢侈品の購入・消費を継続
した。この新しい奢侈品の購入方法がマスコミュニ
ケーション・SNS 等で情報発信されたことで、「デ
モンストレーション効果」 が高まり、人々の消費行
動に影響を与えたと推測できる。
　コロナ禍において、「歯止め（ラチェット）効果」
と「デモンストレーション効果」が同時に消費行動
を促した時期があった。中央政府が 2020 年度に実
施した「GoTo トラベル」では、公式に外出・旅行
する大義名分が付与された人々の消費行動が刺激さ
れた。政策の恩恵を受けた人々は、自粛ムードの影
響で抑制されていた消費行動を旅先で発散し、その
行動が他者の消費行動を刺激したのである。この効
果は、2022 年度に実施した「全国旅行支援」にお
いても期待できる。
　千代田区に位置するホテルニューオータニ東京で
は、コロナ禍以前よりも 2 連泊以上する宿泊客が約
5 倍増加しており、一人あたりの宿泊費が増加する
結果となった。さらに、客室でアフタヌーンティー
を提供する「ヌン活」や仕事（ワーク）と旅行（バケー
ション）を両立して楽しむ「ワーケーション」のニー
ズに応えることで、客単価を上げる工夫を凝らした

（小玉・片岡 2022:71）。コロナ禍における自粛ムー
ドのなかで、人々は新しいスタイルで奢侈品の購入・
消費を試みたのである。それは結局のところ、「新
しいラグジュアリー」の時代が簡単に終焉を迎える
ことはなく、どのような状況においても奢侈品が購
入・消費されることを示唆していた。

２　地域イベントの効果と再開の方法－自治体
の取組みと先行事例－

　コロナ禍において、自治体が消費行動を促す「デ
モンストレーション効果」を高め、地域経済を活性
化させる施策として地域イベントがある。特に、自
治体が主催する地域イベントの開催は、公式に住民
の消費行動を刺激し、コロナ禍・自粛ムードが漂う
状況を一変させる影響力を持っている。
　多田憲一郎は地域イベントの効果の一つとして

「経済的効果」をあげている。多田は、商品販売、
入場料の徴収、施設建設と会場設等によるハード整
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備に関わる経済波及効果は一般的に知られている
が、これは地域イベントが地域経済に与える効果の
一部にすぎないとしている。そして、地域イベント
の真の効果は地域イベント実施後、いかに地域経済
に多様な影響を与えるかという点からの評価が重要
である、と主張している（多田 2022:49-50）。例え
ば、地域イベントを開催する過程で、住民・自治体
職員・地域産業の担い手は、地域内の既存産業・資
源を把握する機会を得る。そして、地域イベントを
通して、その既存産業・資源が地域外の人々にどれ
ほどの需要があり、今後の地域経済の強みになるか
否かを判断し、協働体制を築く。多田は、こうした
取組みによって地域経済を発展させることを「内発
的発展4」と定義している。ひとたび、この産業なら
全国屈指の需要と供給があると認識し、今後の地域
経済発展に活かす取組みをすれば、それは結果的に

「移出力」を有する産業を構築することに繋がる（多
田 2022:51-52）。
　地域イベントを通した「移出力」の構築に関する
事例として、笠間市の笠間焼と「笠間陶炎祭」、益
子町の益子焼と「益子陶器市」あげられる。これら
の市町は陶器のまちとして全国的に知られている。
そして、両市町が協働して地域の歴史的魅力や特色
を生かす「かさましこ～兄弟産地が紡ぐ “ 焼き物語 ”
～」は 2020 年、日本遺産に認定された（菊地・木
間 2022）。笠間市では「笠間陶炎祭」、益子町では「益
子陶器市」を毎年開催5 しており、来場者数はとも
に約 40 万～ 60 万人を記録する一大イベントとなっ
ている。これらの地域イベントは陶器の魅力を伝え
るだけでなく、イベント開催後も継続的な取組みが
行われてきたことで、「移出力」を高める効果をも
たらしてきた。
　前述したように、地域イベントは開催すればそれ
で終わりではなく、その後の継続的な取組みが地域
経済に効果をもたらす。このため、この 3 年間はコ
ロナ禍において、どのようにして地域イベントを開
催し、次年度に繋げていくかが住民・自治体職員・
地域産業の担い手にとって喫緊の課題であった。地

4　「内発的発展」は地域外の企業あるいは中央政府の補助金などに依存せず、地域内の企業・住民の創意工夫・努力によって新たな産
業を創造する。このため、地域資源の有効利用は不可欠であり、自然環境や伝統文化の維持・継承・活用、人材の発掘・育成等、幅
広い地域資源の発掘・研磨が地域産業の優位性（移出力）を保つことにつながる（多田 2022:52）。

5　「益子陶器市」は春と秋、年 2 回開催している。

域イベントの完全中止は地域経済を支える「移出力」
に影響を与えるだけでなく、過去・現在・未来へと
繋がってきた伝統・文化・歴史の承継を断絶させる
可能性があったといえる。そこで、いくつかの自治
体は、2019 年度以前のように完全開催型の地域イ
ベントではなく、特定の催し物に限ってイベントを
行う部分開催型を選択し、新しい課題への対応を試
みている。

（1）京都府長岡京市「長岡京ガラシャ祭」の事例
　長岡京市では毎年 11 月第 2 週の日曜日に住民参
加型の地域イベント「長岡京ガラシャ祭」を開催し
ている。この地域イベントが重要な理由は、住民の
アイデアによってこのイベントが生まれ、今日まで
地域の住民・事業所・団体と自治体が協働して開催
してきたことである（田邉 2022:77）。一般的に祭事
は神事等からはじまり、伝統的に継承されてきたも
のが多いため、「長岡京ガラシャ祭」には一定の希
少性があるといえるだろう。「ガラシャ」とは、明
智光秀の娘「玉」、のちの細川ガラシャのことである。

「長岡京ガラシャ祭」は細川ガラシャが長岡京市に
位置した勝龍寺城で約 2 年過ごしたという歴史・文
化を、イベントを通して継承する目的で開催されて
きた。
　2019 年度までの「長岡京ガラシャ祭」では、細
川ガラシャと彼女の夫である細川忠興、そして長岡
京市にゆかりのある人物を中心とした歴史文化行列
と輿入れをお祝いする町衆祝い行列（総数約 1,000
人）が市内中心部約 2.7km を巡行していた。また、
2019 年度までは約 65,000 人が来場する一大イベン
トであったが、2020 年度・2021 年度は新型コロナ
ウイルス感染症拡大が懸念され中止となった。しか
しながら、2020 年度の開催中止を決定する際、住民・
自治体職員・イベント関係者の間でこの祭りを途絶
えさせてはいけないという声があり、それまでイベ
ントの一部として簡易的に開催していた「婚礼の儀」
を再現する動画を作成し、オンラインで配信した（田
邉 2022:78-79）。2020 年度は、多くの地域イベント
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が完全中止されており、選択肢として 0（完全中止）
か 100（完全開催）しかないと思われていたなかで、

「長岡京ガラシャ祭」は部分的に開催されたのであ
る。その結果、この動画の視聴者から来年度は本物
が見たいとの声があり、2021 年度は 2 年ぶりにガ
ラシャ・忠興役を住民から一般公募し、行列巡行が
できない代わりに、「勝龍寺城公園」や「楊谷寺」
の特別な部屋を使用した記念のロケ撮影と 1,000 席
ある大ホールで「婚礼の儀」を開催し、住民が直接
鑑賞することが可能となった。さらに、「婚礼の儀」
の様子は動画配信され、当日足を運べなかった住民
も視聴できた。
　部分的な開催よって、「長岡京ガラシャ祭」は住
民の記憶から消えることなく長岡京市の歴史・文化
を承継することに貢献した。そして、2022 年度は 3
年ぶりに市内中心部を歴史文化行列と町衆祝い行列
が巡行した。雨の中の開催であったが、多くの住民
らが沿道に集まり、行列を観覧した。このことは、
住民・自治体職員・イベント関係者の創意工夫と取
組みがもたらした結果といえるだろう。こうした取
組みに焦点が当たることは少ないが、地域イベント
完全開催に向けた継続的な取組みとして評価される
事例といえよう。

（2）長野県諏訪市「諏訪湖の花火」の事例
　「諏訪湖の花火」の歴史は 1949 年まで遡る。当時、
終戦の混乱のなかで、住民が明るい希望を持ち、一
日でも早く立ち直る願いを込めて開催された。以降、

「諏訪湖の花火」は全国的な人気を博し、開催には
自治体職員、警察官、消防隊員、医療関係者等、1,000
人以上が従事している（河西 2022:62-63）。「諏訪湖
の花火」が全国屈指の花火大会となったことは、諏
訪市を観光地としてブランディングすることに貢献
した。また、知名度の高い地域イベントの開催は、
諏訪市の観光産業発展と雇用創出に繋がっており、
地域イベントを通した「シティプロモーション」の
代表事例の一つになっている。
　地域住民・団体・企業にとってもこの地域イベン
トの存在は大きい。「諏訪湖の花火」を協働して育
て上げてきたという共通認識があり、「シビックプ
ライド」の醸成に繋がっている。このため、2020
年度、新型コロナウイルス感染症拡大防止のために、

このイベントを中止することは諏訪市の住民・自治
体職員だけでなく、産業の担い手にとっても望んだ
選択肢ではなかったといえる。しかしながら、諏訪
市はコロナ禍の逆境を跳ね除け、2021 年度・2022
年度、新しい方法で「諏訪湖の花火」を再開した。
2019 年度まで 8 月 15 日のみに開催し、2 時間で約
40,000 発を打ち上げていた「諏訪湖祭湖上花火大会」
の開催を中止する一方で、2021 年度は 8 月 1 日～
15 日の 2 週間、毎日 10 分程度花火を打ち上げる「第
73 回諏訪湖祭湖上花火 Two Weeks」の開催に踏み
切ったのである。この時の大会コンセプトは「with
コロナ時代における新たな諏訪湖祭湖上花火 Two 
Weeks 開催へ」であり、コロナ禍で自治体がどの
ようにすれば地域イベントを再開できるかに取り組
んだ事例といえる。
　諏訪市は新しい取組みの一つとして、花火打ち上
げの様子をテレビ・ラジオ・YouTube で生配信し、
花火大会に足を運べなかった人々にも再開を認識し
てもらう機会を提供した。また、花火大会の規模が
縮小されるなかで、参加煙火師 1 社の他に、従来の
参加協力煙火店から花火玉を提供してもらい、伝統
承継の火を絶やさなかった。2022 年度は「第 74 回
諏訪湖祭湖上花火 The Legacy」を開催し、2021 年
度同様、8 月 1 日～ 15 日の 2 週間、毎日 10 分程度
花火を打ち上げた。さらに、「諏訪湖サマーナイト
花火」を 7 月 24 日～ 31 日と 8 月 16 日～ 27 日に開
催し、毎日 10 分程度花火を打ち上げた。このため、
諏訪市では 7 月 24 日～ 8 月 27 日というロングラン
で花火の打ち上げが行われたのである。
　開催に関しては、「分散開催という状況のなかで、
地域経済が循環し潤うには ?」と「厳しい状況下で
協賛いただくことに対し、その気持ちに報いる何ら
かの仕組みができないか ?」という 2 つの視点で、
協賛企業が協賛しやすい環境整備に取り組んだ（河
西 2022:65）。このように、諏訪市では、花火の打
ち上げを分散化することで漸進的に開催規模をひろ
げ、次年度に繋がる取組みを続けている。

３　地域イベント参加者の役割
　地域イベント開催に至るまでの過程に参加せず、
地域イベントに参加だけする住民もいる。こうした
住民はその地域経済・社会に貢献していないのだろ
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うか。答えは否である。地域イベントの面白いとこ
ろは、ただ地域イベントに参加しただけで地域経
済・社会に貢献できることである。例えば、ほとん
ど参加者がいない地域イベントに率先して参加した
いと思う人は稀有であろう。多くの人々は、賑わい
のある地域イベントに参加し、その場で他者との交
流を楽しもうとしている。その際、一人で参加する
よりも、友人・家族等を誘って複数人で参加すれば、
参加する地域イベントをより一層楽しめるに違いな
い。そして、参加者で賑わう地域イベントの映像・
情報が配信されることで、翌年度はその地域イベン
トに興味・関心を持った新しい人々が参加するので
ある。
　参加者は、地域イベントに参加することで、地域
経済・社会に貢献している実感を持つことはほとん
どないだろう。なぜなら、ただ参加し、奢侈品を購
入し、友達・家族等と奢侈品の消費を楽しんでいる
だけだからである。しかし、この消費行動を俯瞰で
見ると、これらの行動が地域イベントに彩を添え、
地域経済・社会に貢献していることがわかるだろう。
　18 世 紀 初 頭、 マ ン デ ヴ ィ ル（Bernard de 
Mandeville）は人々が利己的に消費を楽しむことの
重要性に早くから気付いていた。彼は『蜂の寓話』
のなかで「私悪は公益なり6」と主張した（マンデヴィ
ル　2015）。蜂は一匹の行動だけを見ていると利己
的で自由気ままに飛んでいるようにみえる。しかし
ながら、蜂の行動をより俯瞰で観察すると、そこに
は大きく美しい蜂の巣が作られていることがわか
る。蜂が作り出した蜂の巣は、その空間を豊かにす
るだけでなく、新たな生命を生み出すことにさえ貢
献している。マンデヴィルは、蜂が意図的に組織に
貢献しているというよりも、一匹の利己的で自由気
ままな行動が、結果的に組織（社会）に貢献してい

6　18 世紀初頭、奢侈品（ぜいたく品）を購入・消費することは道徳的に美徳とされない行為として認識されていた。マンデヴィルは
奢侈品をいかなる程度であれ、また、他の道徳や行動とどのような関係にあれ、悪徳として捉えていた。そして、その悪徳が社会全
体の公益に繋がるとした（中野 2004:65）。

7　アレントは人々の営み、人間を条件付ける要因として、「労働（labor）」、「仕事（work）」、「活動（action）」の 3 つを分析した。「労
働」は消費の準備を果たしている。「労働」と消費はともに循環し、相互に依存性がある。「仕事（work）」、は「人工的」世界を作り
出す。「労働」の生産物が消費財であるのに対して、「仕事（work）」の生産物には耐久性があり、芸術作品等が該当する。「活動」は、
物質の媒介なしに、直接、人々の間で行われる。「活動」は、地球上に複数の人々が存在することを前提としている。人々は、他者
と向き合うことで差異を認識し、自身のアイデンティティを形成していく（アレント 1994:19-20）。

8　アレントは、「労働」が最も低い地位から、人間のすべての活動力のなかで最も評価され、最高の地位を獲得できたのは、ロック（John 
Locke）が「労働」はすべての財産の源泉であることを発見したときと主張している（アレント 1994:157）。以降、「労働」はすべて
の生産性の源泉となり、人間性を表現する一要因となった。

ることを寓話にして表現した。事実、人間社会にお
いても同様に、ただ利己的に自分の欲しい奢侈品を
購入するという行為が、結果的に購入された奢侈品
の産業発展に貢献し、最終的に一国の経済発展に寄
与している。
　もちろん、マンデヴィルの着想は地域イベントに
も応用できる。地域イベント参加者は必ずしも地域
イベントあるいは地域経済・社会に貢献しようとい
う道徳的な美徳に縛られる必要はない。参加する、
交流する、楽しむ、感想を伝える、こうした自然な
行動の一つ一つが集約されると、参加者は無意識に
地域経済・社会に貢献しているのである。

４　地域イベント開催の意義－「活動」の場と
地域社会の民主主義－

　地域イベントを開催する意義は「デモンストレー
ション効果」によって消費行動を刺激する等、経済
的効果にとどまらない。長岡京市と諏訪市の事例か
らもわかるように、地域イベント開催には自治体職
員だけでなく、住民、地域産業の担い手が意見を出
し合い、地域イベント開催に向けた協働が必要不可
欠となる。すなわち、地域ベント開催に至るまでの
過程で、住民、自治体職員、地域産業の担い手によ
る対話の場、アレント（Hannah Arendt）のいう「活
動7」の場が生まれることになる。第一節で述べたよ
うに、「新しいラグジュアリー」の時代が到来した
ことによって、多くの人々が奢侈品を購入できる機
会が提供され、奢侈品の購入を目的に勤勉に賃金を
稼ぐ労働者が生まれた。この時期から資本主義社会
が台頭し、消費社会の時代を迎えた。アレントは、
資本主義社会・消費社会では「労働8」の役割が高く
評価され、効率的に商品を製造できる生産性の高
さが重要になったとしている（アレント 1994:157-



都市とガバナンス Vol.3990

都市行政研究の視点

176）。
　この現象は 21 世紀の社会においても恒久化して
いる。アレントは「労働」の役割が重要視されるよ
うになった一方で、それまで民主主義の根底を支え
た「活動」の役割が軽視されるようになったという

（アレント 1994:139-143）。「活動」とは、人々が顔
と顔を合わせ、対話をすることである。社会的な地
位や身分にとらわれず、その地域に貢献するシステ
ムを共に作り上げることが、資本主義社会・消費社
会以前の社会では非常に重要であり、人々が「活動」
を行う「活動」の場が社会をより良い方向へ導く一
要因だったのである。
　現代社会において、「活動」の場が完全に消失し
たわけではない。住民同士の会合や自治体職員と住
民・地域産業の担い手による会合も存在する。し
かし、「活動」には特有の脆さがある。それは、複
数の人々が取り組む「活動」を記録・表現しない
限り、影響力を後世に残せないことだ（アレント 
1994:304-311）。そして、「活動」を記録・表現する
方法として「仕事」があり、作り手として地域産業
の担い手が存在する。地域社会で「活動」の場が提
供され、参加者同士が共通の目標達成に向かって対
話・協働を行える機会を設け、それが「仕事」とし
て記録・表現されるのが地域イベントである。地域
イベント開催にあたり、住民・自治体職員・地域産
業の担い手が一意団結できる一要因は、地域社会の
文化的・歴史的価値観に関して共通認識を持ち、こ
れらの価値観の耐久性・永続性を高めようとしてい
るからではなかろうか。そして、近年では、「シビッ
クプライド」という言葉を通して、このことに関す
る認識が深まってきている。
　片山泰輔は文化芸術に関する地域イベント開催が
①アイデンティティ形成 、②多様性の受け入れと
共生社会、③創造性の醸成に貢献するだけでなく、
地域社会の民主主義を確立する役割を担っていると
指摘している（片山　2022）。例えば、文化芸術に
関する地域イベントは、地域に根付く言語、宗教、
食文化、ファッション、音楽、舞踊等を表現する場
であり、「住民から見た地域社会」、「イベント参加
者（住民以外）から見た地域社会」、「住民から見た
イベント参加者」、「イベント参加者から見た住民」
等、多種多様な視点を生み出すことで、住民のアイ

デンティティ形成に寄与している。また、住民はア
イデンティティを形成することで、別の地域に住む
人々（イベント参加者等）との差異を認識し、多様
性について理解を試みる。イベント参加者は地域イ
ベントをきっかけにその地域社会・住民に対する興
味関心を持ち、多様性に気付かされる。この多様性
に関する気付きと理解は異なる価値観を持った他者
との交流を生み出し、共生社会と民主主義に多大な
影響を与えるのである。
　今日、自然科学の発展によってオンラインによ
る交流が容易にできるようになった。しかしなが
ら、人々は対面による交流とその重要性を認識して
いる。顔と顔を合わせる交流はソーシャル・キャピ
タルを高める役割を果たしている。そして、地域イ
ベントは住民・自治体職員・地域産業の担い手がイ
ベント参加者と気軽に顔を合わせる場を提供してき
た。また、参加者が限定されている閉ざされた場よ
りも、地域イベントのように開かれた場には、あら
ゆる人々が気軽に参加することができる。このよう
に地域イベントの役割を認識すれば、地域イベント
が地域経済や「シティプロモーション」に貢献する
だけでなく、「活動」の場を提供しながら地域の多
様性、共生社会の実現、民主主義の確立に影響を与
え、地域社会に貢献していることがわかる。
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ポストコロナの
都市交通とまちづくり

日本都市センター研究員　髙野　裕作

　日本都市センターでは、「感染症への対応を踏まえた都市政策に関する調査研究」の一環として、2022年に「ポスト
コロナの都市交通・まちづくりに関するワーキンググループ」（WG）を設置し、地域公共交通政策、まちづくりに関わる
近年の取組み事例を題材として、議論を行ってきた。本稿は、WGで対象とした事例（熊本市、高松市、東近江市、小山市、
由布市、柳川市）について、その概略を紹介するとともに、事例およびディスカッションから示された、ポストコロナの
都市交通とまちづくりの方向性に関する6点の論点を整理した。

１　背景・目的：ポストコロナの自治体交通政策
　2020 年から発生した新型コロナウイルス感染症

（以下、コロナ禍という）とその感染拡大防止のた
めの措置は、人々の行動を大きく変容させ、外出機
会の減少によって公共交通機関の利用者は減少し、
それに伴って交通事業者の経営状況が悪化するな
ど、大きな変化が起きた。2023 年現在、感染症法
上の位置づけの見直しの方針も示されるなどコロナ
禍は収束に向かい、経済活動は徐々に旧来の形に戻
りつつあるが、交通行動の面では、リモートでの業
務の普及など新たな生活や仕事の様式が定着し、コ
ロナ禍以前の需要に完全に戻らない部分もあると思
われる。コロナ禍以前からの中長期的な傾向として、

少子高齢化、人口減少、モータリゼーションが特に
地方部ほど深刻に進行してきたが、10 年後、ある
いは 20 年後に想定されていた移動需要（利用者）
の減少が、コロナ禍によって急速に時計の針を早め
て到来してしまったのが現状と言えるだろう。
　地域公共交通の計画、運営に関する行政の関与は、
特に 2000 年代以降の法制度の改正を受けて、基礎
自治体の役割が大きくなってきている。2020 年の
地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（以
下、活性化再生法という）の改正により、地域公共
交通計画の策定は自治体の努力義務となり、従前よ
り地域公共交通網形成計画を策定していた自治体に
加え、公共交通政策に主体的に取り組む自治体は増

表 1　ポストコロナの都市交通・まちづくりに関する WG　各研究会のテーマと対象事例
回 開催日 テーマ 事例

第 1 回 2022/2/9 地方中核都市における公共交通網再編 熊本市（バス共同経営）
高松市（鉄道を軸にした交通網再編）

第 2 回 2022/9/21 自治体の都市経営におけるローカル鉄道 東近江市（近江鉄道）

第 3 回 2022/10/6 大都市圏郊外‒周縁都市におけるモビリティ・
マネジメントとウォーカブルシティ政策 小山市（おーバス）

第 4 回 2023/2/1 地方圏・中小規模都市の公共交通と
持続可能な観光・景観まちづくりの戦略

由布市、柳川市（公共空間のデザイ
ンと交通まちづくり）
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えていくことが想定される。各自治体が計画を策定
し、具体的な施策・事業を展開していく上で、共通
の課題を抱えた自治体の取組みから得られる示唆は
大きいだろう。
　以上の背景を踏まえ、日本都市センターでは「感
染症への対応を踏まえた都市政策等に関する調査研
究」の一環として、地域公共交通分野について「ポ
ストコロナの都市交通・まちづくりに関するワー
キンググループ」（以下、WG という）を設置した。
本 WG では多様な自治体の特性、交通機関の特性
を踏まえ、主に 2020 年前後に新たな施策を実施し
た自治体の事例を取り上げ（表 1）、成果と課題に
ついて議論を行ってきた。本稿では、WG で紹介さ
れた事例の要点、議論において提示された論点など
を整理し、ポストコロナの公共交通政策への示唆に
ついて、考察を行う。

２　自治体の交通特性に関する分析
（1）分析の概要
　都市・地域単位における交通計画、とりわけ公共
交通計画を考えるうえで、その地域における住民の
交通行動特性を把握することは、基本的な情報とし
て重要である。本稿では、最新の国勢調査である
2020 年調査と、通勤通学時交通手段が前回調査さ
れた 2010 年調査の比較から、全国 815 市区を対象
として 110 年間の変化を分析する。自治体の規模と
交通手段の特性に関する全国的な傾向、この 10 年
間の変化から、本 WG で議論の対象とした自治体
の位置づけを示し、相対的な視点から事例を検討す
る助けとしたい。本分析データに関する詳細は、末
尾の補論に記す。

（2）人口規模と自家用車・バイク割合
　自治体における住民の交通行動特性を端的に表す
指標として、ここでは 15 歳以上の自宅外に通勤・

１  2010 年国勢調査から 2020 年国勢調査の間で新たに市となった自治体、合併により領域が変化した自治体は以下の通りである。2010
年のデータは、2020 年の自治体単位に再集計し、2020 年時点の 815 市区を対象として比較分析を行っている。なお、熊本市は 2012
年に政令指定都市となったが、現市域への拡大は 2010 年 3 月に行われており、国勢調査の集計単位に変化はない。その他、自治体
間の微小な境界変更は考慮しない事とする。

・   単独市制施行（領域変化なし）：岩手県滝沢市・宮城県富谷市・埼玉県白岡市・千葉県大網白里市・石川県野々市市・愛知県長久手市・
福岡県那珂川市

・   合併：岩手県一関市（一関市＋藤沢町）・栃木県栃木市（栃木市＋西方町＋岩舟町）・埼玉県川口市（川口市＋鳩ケ谷市）・愛知県西尾市（西
尾市＋一色町＋吉良町＋幡豆町）・島根県松江市（松江市＋東出雲町）・島根県出雲市（出雲市＋斐川町）

通学する人の「通勤通学時の交通手段」のうち、自
家用車とバイクを利用する人の割合を用いる。自家
用車・バイク割合を全国規模で集計すると 48.1% で
あるが、自治体ごとの集計値を自治体種別・人口規
模による類型とクロス集計した結果は表 2 に示すと
おりである。

表 2 自治体類型と自家用車・バイク割合のクロス集計

2020 自家用車バイク割合階層

自治体類型 20%
未満

20 ～
40%

40 ～
60%

60 ～
70%

70 ～
80%

80%
以上 計

政令指定都市 3 9 5 2 1 20
特別区 23 23

20 万人以上 10 24 12 27 16 89
10 ～ 20 万人 16 24 29 28 45 10 152
5 ～ 10 万人 7 22 51 32 82 46 240
3 ～ 5 万人 7 15 95 62 179
3 万人未満 3 17 44 48 112

計 59 79 107 121 283 166 815
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図 1　人口と自家用車・バイク割合の散布図

　また、x 軸（対数）に人口、y 軸に自家用車・バ
イク割合を取った散布図は図 1 のとおりであり、
WG で取り上げた 6 自治体の位置づけも示している。 
　これら 2 つの図表から読み取れるのは、人口規模
が小さい（特に 5 万人未満）自治体ほど自家用車・
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バイク割合の高い自治体が多いことである。人口規
模が大きい政令指定都市や 20 万人以上の中核市な
どは、大都市圏の自治体であれば自家用車・バイク
割合が 20% 未満のところもあるが、地方部の自治
体では 60%、70% 以上のところも一定数存在して
おり、モータリゼーションの進展の度合いは多様で
ある。
　第 1 回研究会で取り上げた熊本市や高松市も、公
共交通政策に積極的に取り組んでいる自治体ではあ
るが、自家用車・バイク割合は 60% を超えている。
一方で、第 4 回研究会で取り上げた由布市、柳川市は、
同等の人口規模の自治体の多くが 80% 前後に付置し
ているのに対し、それよりやや低い 70~75% 程度に
とどまっている。都市構造（土地利用）や産業構造
の特性として、一定数の公共交通や徒歩・自転車の
利用が維持されていることが要因と考えられる。

（3）人口変化と自家用車・バイク割合の変化
　図 2 に、2010 年から 2020 年の間での人口変化（x
軸）と自家用車・バイク割合の変化（y 軸）によっ
て散布図を示す。
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図 2　人口変化と自家用車・バイク割合変化の散布図

　ほとんどの自治体が自家用車・バイク割合が増加
しているが、人口が減少している自治体ほど、その
増加幅が大きいという傾向が読み取れる。これは、
人口減少とともに少子化・高齢化も進展しており、
2010 年に徒歩・自転車で通学していた若年層（主
に高校生）が 10 年後には自動車を利用して通勤す
る層になり、2020年における同じ年齢層（15～20歳）
の人口は 2010 年と比べて減少していることが直接
的・構造的な要因と考えられる。

　人口減少と少子化・高齢化は密接に関係しており、
特に地方部の小規模な自治体ほど、人口減少ととも
に自家用車への依存度が高まっていること、またこ
れは地域公共交通の衰退も相まって進行している傾
向であると推察できる。
　WG にて取り上げた 6 自治体は地方圏の都市ある
いは大都市圏の郊外都市であり、自家用車・バイク
割合が減少しているところはない。人口規模が大き
い熊本市、東京への交通利便性が高い小山市は若
干ではあるが人口が増加しており、高松市、東近江
市も微減にとどまっている。人口規模が小さく、大
都市からも離れた由布市と柳川市は、それぞれ約
5%、10% と大幅に減少しており、自家用車・バイ
ク割合も約 4 ポイントの増加となっている。

（4）本WGで対象としなかった地域の課題
　本 WG では、公共交通機関が多く利用され自家
用車・バイク割合が 40% 未満となる大都市圏の中
心部～近郊の都市や、逆に自家用車・バイク割合が
80% を超える過疎地域、中山間地域の都市は事例
として取り上げることができなかった。
　前者の大都市においては公共交通機関の混雑が依
然として問題である一方、コロナ禍によって事業者
の経営体力・投資余力が失われ、運賃の値上げ、日
中の運行頻度の減便などサービスレベルの低下など
が起こっている。また、主にバス運転手を中心とし
た人手不足は地方部と共通の課題であり、需要があ
る路線であってもそれに対応できない状況も発生し
つつある。
　後者の過疎地域では、もはや営利事業としての公
共交通は成り立たないが、住民の移動を支えるサー
ビスは必要であり、それを財政、運営（特に人手）
を持続可能な形で維持していくことが求められる。
また、地域間を結ぶ役割を担うローカル鉄道（特に
JR が運行する路線）のあり方について、議論が始
まろうとしている。

３　WGで取り上げた事例の概要
　本章では、WG の各回における話題提供をもとに、
各事例の取組みの概要を紹介する。
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（1）熊本市：路線バスの共同経営
（a）共同経営に至る経緯
　熊本市では、路線バスを運行している 5 社（九
州産交バス・産交バス、熊本電鉄バス、熊本バス、
熊本都市バス）によって、2021 年 4 月より独占禁
止法の適用除外の特例を受けて、路線バスの共同経
営を開始した。
　その背景は、全国共通的な課題として利用者数の
減少による赤字路線の増加、運転手不足などがある
が、熊本固有の経緯として、2003 年の九州産交バ
スの経営危機を契機とした県・市と事業者によるバ
ス事業の見直しの議論が行われ、もともと熊本市交
通局が運行していた路線が民間 3 社の出資する新会
社（熊本都市バス）に移譲され、熊本都市バスが中
心となってバス路線の再編が進められていた。熊本
地震の影響によって事業者の経営環境がさらに厳し
くなり、運輸連合に向けた勉強会などが行われてい
たところ、地域公共交通分野における独占禁止法の
適用除外の議論が国の未来投資会議で行われ、共同
経営として制度化されたことから、熊本地域として
これに取り組むこととなり、2020 年に共同経営準
備室が発足、2021 年の共同経営開始に至っている。

（b）共同経営の概要
　共同経営推進室は熊本都市バスの中に設置されて
おり、2020 年 4 月に共同経営準備室として始まり、
1 年後の 2021 年 3 月に推進室となった。共同経営
の方向性は、以下の 6 つが示されている。 
①　重複区間等の最適化
②　新規路線等の拡充
③　コミュニティ交通等と連携したネットワーク維持 
④　バスレーンを伴う階層化
⑤　利用促進策の拡充
⑥　経営資源の最適配置
　2021 年 4 月から始まった共同経営計画の第 1 版
では、複数事業者による重複があった熊本市内の 4
つの区間において、運行事業者の一本化・調整や運
行間隔の均等化（待ち時間の平準化）など最適化を
行うとともに、捻出した運転手・車両が熊本駅ビル
開業に合わせた路線の充実に充てられた。

（c）共同経営の成果と今後の課題・方向性
　コロナ禍の影響で全体的な利用者が減少している
なかで、共同経営を実施した区間ではバスの実車走
行距離が他区間に比べて相対的に減少させることが
できており、一定の効率性向上の効果があった。ま
た、市民アンケート調査によれば、共同経営の取組
みについて 74.6% が概ね認知しており、取組みに対
する賛同も 61% であった。多少の減便が行われて
も、運行間隔の均等化などによって実質的なサービ
スが維持されていることから、市民の理解も広がっ
ている。
　共同経営実施前の 2019 年 9 月に実施した「熊本
県内バス・電車の無料の日」では公共交通利用者の
増加、道路混雑の緩和といった非常に大きな効果が
表れた。その後 2020 年 1 月頃までは公共交通利用
者の増加がみられたが、コロナ禍の影響でその効果
は失われてしまった。2022 年 11 月には「熊本県内
バス・電車 100 円の日」、12 月には熊本市内で「無
料の日」が実施された。

（2）高松市：地方鉄道を基軸とした交通網再構
築とコンパクト・プラス・ネットワークの
まちづくり

（a）都市計画と交通政策の関係性
　高松市では、2004 年に香川県全域で線引きが廃
止されたことが都市計画制度上の大きなできごとで
あった。その後 2008 年に都市計画マスタープランを
策定し、「多核連携型コンパクト・エコシティ」とい
う都市像を掲げてまちづくりが進められてきた。
　拠点への都市機能の集積を図るためには、計画に
おいて ｢拠点｣ を設定して土地利用の規制を行うだ
けではなく、公共交通のサービス水準を上げて「移
動を束ねる」ことで市場原理に働きかけることが重
要である。
　高松市では 1992 年から 2016 年にかけて路線バス
が 4 路線 28 系統廃止されたが、廃止された系統の
多くは行政の負担によってコミュニティバスなどの
形で維持されてきた。また補助金スキームの関係で
中心部から郊外に向けて長大な系統が運行されてお
り、非効率であることが課題であった。
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（b）公共交通網再構築の概要
　長大なバス路線を分割し、需要に応じた効率的な
運行を実現することが再構築の目的であるが、単純
に系統を分割してしまうと乗り換えの抵抗が大きく
なってしまう。そこで高松市では、高松琴平電鉄（こ
とでん）という地方鉄道を基軸として、バスをフィー
ダー化する方針によって再構築を目指すこととした。
　鉄道とバスの乗り継ぎとした場合でも抵抗は生じ
てしまうため、それを最小限とするために鉄道に新
駅を設置し、効率的な乗り継ぎが可能となる駅前広
場の整備と鉄道の速達性を下げないための複線化を
実施することで、全体的な時間抵抗を抑えることと
した。
　計画された駅のうちの一つとして伏石駅が 2020
年 12 月に開業（駅前広場は 2021 年完成）し、本格
的なバス路線の再編が実施された。

（c）MaaSの実現に向けて
　高松市では 2004 年に総合都市交通計画を策定、
2007 年に公共交通利用促進条例を施行し、市の責
務として「公共交通の維持・改善が可能なまちづく
りを推進し、利用促進に係る施策を実施する」こと、
すなわち市が公共交通に対して公的資金を投じてい
くことが理念として示された。これを踏まえて IC
カードを活用した施策が行われている。上述の鉄道
とバスの乗り継ぎにあたっても、IC カード利用に
よって乗り継ぎ割引を適用し、初乗り運賃の抵抗を
抑える運賃体系が実現されている。
　高松市の交通網再構築において ｢需要に合わせた
供給の最適化｣ が重要な視点として位置づけられて
おり、その一つの手法として、｢バタクス｣ という
デマンド型交通の実証実験が一部地域で行われてい
る。｢バタクス｣ では、本事業専用に車両・運転手
を雇わず、一般乗用の車両運用の中から ｢バタクス
｣ に車両を回してもらい、サービスの利用範囲と時
間帯を限定し、タクシー需要の閑散時間帯において
運賃を下げることを試みている。

（３）東近江市：地方鉄道の存続に向けた広域的
取組み

（a）近江鉄道の概要
　近江鉄道は、創業から 120 年以上の歴史がある地

方私鉄である。米原を起点とし彦根、東近江市の中
心部である八日市を経て甲賀市の貴生川に至る本線
と、八日市から近江八幡に至る八日市線（万葉あか
ね線）、高宮から多賀大社前に至る多賀線を合わせ
て営業キロ 59.5km・33 駅の路線網を滋賀県東部に
持っている。
　線区別の輸送密度としては、2019 年度の値とし
て彦根～高宮（2,754 人）と八日市～近江八幡（4,605
人）の区間は一定の利用があるが、それ以外の区間
は 2,000 人を下回っている。また、全線の乗車人員
の推移は 1967 年に 1,126 万人をピークとして現在
はその約 1/3 まで減少し、コロナ禍の影響も受けて
非常に厳しい状況にある。

（b）全線存続に至る議論と取組み
　上述のような経営状況を踏まえ、1998 ～ 2011 年
度、2012 ～ 2021 年度の 2 期間にわたって、安定輸
送にかかる設備投資のために行政からの補助が行わ
れてきたが、事業者単独による路線の維持が難しく
なってきた。これを受けて、2019 年 11 月に活性化
再生法に基づく協議会が設置され、県、沿線自治体
によって近江鉄道の存廃を巡る可能性について議論
が交わされた。
　仮に近江鉄道が廃線となった場合、他の交通機関
や行政サービスで代替する場合のコストはいくら掛
かるのかというクロスセクター効果の分析が行われ
た結果、鉄道が無くなることの影響は幅広い行政分
野に及び、その代替費用は少なくとも約 19 億円、
最大では約 50 億円を超えるという試算が出された。
LRT や路線バスの強化といった代替案と比較して
も、近江鉄道線を存続させ、利活用を図っていくこ
とが最も費用対効果が高いという結果となった。
　この分析を踏まえた議論の結果として、近江鉄道
は全線存続し、これまで以上に行政が積極的に関与
していくことが決定され、2024 年度に上下分離方
式による公有民営に転換することが沿線市町と県と
の間で合意された。

（c）東近江市における取組み
　東近江市内には近江鉄道の 33 駅のうち 13 駅が立
地し、市内の交通の重要な役割を果たしていること
から、市民一人一人が一回でも多く利用してもらう
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ことで、自分のまちのインフラを守ることにつなが
るという意識を共有することが重要となる。
　利用促進のための施策の一つとして、金土日と祝
日限定で、大人 500 円・子ども 100 円で近江鉄道全
線が乗り放題になる切符を企画し、2020 年度から 3
か年で順調に利用を伸ばしている。
　もう一つの取組みとして、近江鉄道と近江鉄道バ
スそれぞれの通学定期を新学期に購入すると、1 ヶ
月、3 ヶ月、6 ヶ月それぞれに対して 1,000 円、5,000 
円、10,000 円を補助するキャンペーンを実施した。
この補助金には、現金ではなく東近江市の地域通貨
である ｢三方よし商品券｣ で交付することで、地域
消費を喚起する効果もある。この補助制度では約
1,000 件弱の申請があり、対象となる学生の 7~8 割
程度が利用している。
　このほか、上下分離時に東近江市が負担する額の
一部をクラウドファンディングで募集する試みや、
近年勝運の神様として注目を集めている太郎坊宮

（阿賀神社）という神社の最寄り駅である太郎坊宮
前駅の改修（社会資本整備総合交付金を活用）など、
ソフト・ハードの両面において利用促進に向けた取
組みが行われている。

（４）小山市：コミュニティバスの改善とモビリ
ティ・マネジメント（MM）

（a）小山市におけるモータリゼーションの状況
　小山市は栃木県南部に位置する人口 16.7 万人の
都市であり、鉄道は東北新幹線をはじめとして充実
しているが、北関東の郊外都市において共通する特
徴として自家用車の保有台数が多く、民間路線バス
は 2003 年に撤退してしまった。市街地においては
コミュニティバス ｢おーバス｣ が放射状に路線網を
持ち、郊外では予約制のデマンド型交通が導入され
ているが、｢おーバス｣ の改善に取り掛かる前は、
運行頻度が高い路線でも毎時一本、低い路線では 1
日 6 本程度しか走らず、非常に不便な状況であった。
　パーソントリップ調査の結果としても、バスの分
担率が 0.3% に過ぎず、他の地方都市圏の自治体や
北関東の自治体の平均的な値である 2~3% と比較
しても極めて小さい。その結果、30~34 歳の女性の
移動のうち送迎が大きな割合を占めてしまっていた
り、高齢者の代表交通手段のうち自動車の割合が高

くなっていたりと、自動車依存の弊害が問題視され
るようになった。
　モータリゼーションによる影響として、中心市街
地の衰退も問題である。小山駅西口地区の人口は
ピーク時に約 9000 人であったところから約 4000 人
まで減少してしまった（近年はまちなか居住の取
組みによって維持）。人口減少によって土地利用が
空洞化し、地区全体の土地の面積うち、道路が約
14%、駐車場が約 24%、あわせて約 4 割が自動車の
ための空間で占められてしまっている。

（b）｢おーバス｣ の改善とMM
　上述の状況を変えるため、2018 年度から立地適
正化計画と総合都市交通計画を策定し、「おーバス」
の改善と MM はこれらの計画に基づいて取り組ん
でいる。
　「おーバス」の新規路線の設定、既存路線の増便、
大型化を積極的に行い、利便性を向上させるだけ
でなく、全市民を対象とした MM を実施した。具
体的な施策の一つとして、市内の全世帯 5.3 万戸に
バスのあるライフスタイルを提案する生活情報誌

「Bloom!」を 3 回配布した。「Bloom!」は、「小山に
生きる。おーバスが活きる」をキャッチコピーとし
て、ライフスタイルを発信し、もともとお年寄りの
ための乗り物というイメージが強かったバスのイ
メージを刷新することを狙いとしている。第二の取
組みとして、「おーバス」の市内全線が乗り放題で
従来の定期券から最大 7 割引きになる新たな定期券
｢noroca｣（紙媒体）を発行した。定期券の保有者は
noroca を導入してから増え続けている。

（c）MMの効果と今後のまちづくり
　小山市の MM の取組みは、2020 年にグッドデザ
イン賞を受賞した（2021 年から導入した [ スマホ 
de noroca] に対しても 2022 年にグッドデザイン賞
受賞）。評価されたのは、MM によってバスに乗る
人が増えたという点と、おーバスと市民の絆が深
まった、気持ちを変えたという点である。
　バスの利用者数の推移としては、MM 開始前か
ら増加基調にあったが、コロナ禍の影響で既存路線
は 7~8 割に減少、新規路線の整備によって 2020 年
度以降も全体の利用者数は増加している。市民や利
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用者の意識の変化としては、Bloom! を配布した後
はおーバスに対する苦情が減ったり、おーバスやま
ちのことが好きというメッセージが多く寄せられる
ようになった。さらに、小山市在住のインフルエン
サーの間でもバスを利用して自発的に SNS やブロ
グなどで PR される状況が生まれている。
　MM を通じて徐々に自動車依存から脱却し、ま
ちなかを自動車中心から歩行者中心の空間に変えて
いくための取組みとして、2021~22 年度に ｢小山駅
周辺地区まちづくりプラン｣ の策定に向け、ワーク
ショップなど積極的な市民参加を取り入れながら検
討を行っている。この中で小山市のまちなかが今後
目指していく方向性として ｢自然を生かした学びと
遊びがあり地域で子育てができるまち｣ という主題
が示されている。

（5）由布市：観光地における公共空間デザイン
と交通マネジメント

（a）湯布院におけるこれまでのまちづくりの経
緯

　由布市湯布院町（以下、湯布院）は、年間約 360
万人の観光客が訪れる観光地であり、地域の住民が
約 1 万人に対して、年間平均するとほぼ同じ数の観
光客が毎日訪れる状況である。外部資本によるリ
ゾート開発の圧力が高いため、1990 年の「潤いの
ある町づくり条例」に代表されるように長年にわ
たって開発を抑制しながらまちづくりをしてきた経
緯を持つ。
　2007 年に湯布院町、庄内町、狭間町が合併して
由布市となった。その後 2009 年には由布市景観マ
スタープラン、2013 年には由布市都市計画マスター
プランが策定され、湯布院地域の土地利用規制につ
いては標高約 500 ｍの給水区域の外側の開発を規制
し、盆地の内側に住居と旅館があるという方針が示
された。
　土地利用規制の議論と前後して、交通計画につい
ても検討が行われてきた。観光客が多く訪れる週末
などは、歩行者と自動車が錯綜して危険な状況が
発生していることから、2002 年には、町民の約 5%
がスタッフとして参加した総合交通社会実験が行わ
れた。この社会実験は、湯布院地区の中心部への自
動車の流入を抑制するため、周縁部の道の駅や南由

布駅、臨時の駐車場などに駐車して、トロッコバス
や自転車で中心部にアクセスし、歩いて楽しいまち
を目指したものであった。

（b）駅前の空間整備と交通マネジメント
　国際的な観光地に相応しいインフォメーションセ
ンターが必要という機運から、従前は市営駐車場で
あった由布院駅前の土地に新たなツーリストイン
フォメーションセンター（TIC）が 2015 年に整備
された。TIC が整備された後、由布院駅前の空間
整備・交通マネジメントの検討が行われた。従前、
駅前の空間は狭く、通勤通学の送迎、旅館の送迎、
コミュニティバス、タクシー、辻馬車、スカ―ボロ（観
光用乗合バス）などが混在し、列車を乗降する歩行
者とも錯綜して非常に危険な状況であった。駅前通
りは双方向通行であり、歩行者が歩道からはみ出し
て歩いていた。
　この状況を変えるため、街区全体でロータリーの
ような機能を持たせる方針として、駅前通りの一部
区間を一方通行化、商店街通りの一方通行の方向逆
転、TIC 前の土地にタクシープール設置など、自
動車交通の流れを整理する計画とした。駅前通りは
一方通行化によって歩道幅員の拡幅が可能となり、
従前よりゆとりのある空間となっている。

（c）観光客と住民の需要に対応した地域モビリ
ティ

　2020 年からは駅からの回遊性を向上させるための
施策として、TIC を拠点としたレンタサイクルと、
グリーンスローモビリティについて、それぞれ社会
実験を行っている。
　レンタサイクルには、スカートや着物でも乗るこ
とができるウォーキングバイシクルという乗り物を
導入した。この社会実験ではサイクリングルート
マップの配布の有無による行動変化を調査し、マッ
プ配布時には多くの利用者がマップに示したルート
に沿って行動していることが観測された。
　グリーンスローモビリティは「nolc（ノルク）」
と名付けられ、由布院駅を拠点として住民の通勤通
学利用や観光客の利用を考慮したルート・時刻で運
行が行われている。大型連休には、周縁部に臨時の
駐車場を設置し、駐車場利用者が「nolc」を無料で
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利用して中心部にアクセスできる社会実験を実施し
たところ、利用者の満足度は高かった。

（６）�柳川市：観光地におけるまちなかの回遊性
向上

（a）柳川観光の課題と戦略
　柳川は城下町に水路が張り巡らされた ｢水郷柳川｣
として知られ、コロナ禍前には年間約 140 万人が訪
れていた観光地である。福岡市内から西日本鉄道（西
鉄）で約 50 分でアクセスできることから、観光客
の約 30% が鉄道で訪れ、日帰り客が多いことが特徴
である。このため、滞在時間の延長、宿泊客の増加
によって観光の経済効果をより高めることが課題で
あった。
　主要な観光コンテンツは舟で水路をめぐる川下り
であるが、観光客は玄関口である西鉄柳川駅の近く
から舟に乗って城下町の中心で北原白秋の生家があ
る沖端まで行き、そこでうなぎを食べたら舟業者の
バスに乗って駅に戻るという行動パターンが一般的
であり、駅と沖端との間のまちなかにほとんど滞在
していない。まちなかを歩いて楽しめるように回遊
性を向上させることが、今後の戦略として位置づけ
られている。

（b）駅前空間整備とまちなかの再生
　西鉄柳川駅の駅前広場は、従前はバスやタクシー、
自家用車が錯綜して雑然とした空間となっていた。
2005 年に旧柳川市と三橋町が合併して当駅が柳川
市内となったことを契機として、観光地の入り口と
して相応しい駅舎・駅前広場とするための検討が始
まり、市民とのヒアリングやワークショップが多数
行われた。また、景観、交通などの専門家と事業者（西
鉄、柳川市、福岡県）で構成されるデザイン検討会
議によって調整が行われた。2015 年に新たな橋上
駅舎が整備され、駅前広場は歩行者のための空間が
多く確保され、市民によってイベントなどで活用さ
れるようになっている。
　駅前空間の整備に続いて、市街地・商店街のまち
なみに関するワークショップが行われ、空き家再生
の取組みが始まった。ワークショップ参加者によっ
て ｢柳川暮らしつぐ会｣ が 2015 年に結成され（2017
年に一般社団法人化）、複数の空き家が花屋、ゲス

トハウス、絵本のあるスナックなど新たな活用方法
で再生されている。

（c）歩行者動線と小さな交通拠点づくり
　西鉄柳川駅と沖端との間の回遊性を高めるため
に、コミュニティバスの再編（まちなかの循環路線
の設定）と、歩行ルート上に小さな交通拠点を配置
することが検討されている。
　小さな交通拠点は「まちの伝言板こてん（coten）」
と名付けられ、公共交通やレンタサイクルだけでな
く、まち歩きルートの案内図や周辺の食事処の情報
を手に入れることができるボードが設置される。第
一段階として、沖端の観光案内所と市民文化会館
suito、温泉施設のある水の郷ホールに設置し、こ
れらの間のまち歩きルートをつなぐ試みが検討され
ている。
　この他、滞在時間の延長、宿泊客の増加のための
施策として、水路沿いの夜景整備によって夜の川下
りを観光コンテンツとすることや、西鉄柳川駅前の
第二期整備として駅前まで水路を引き込んで川下り
の舟に直接乗り込むことができるようにするなど、
様々な取組みが進められている。

4　ワーキンググループにおける議論の要点
　本章では、WG におけるディスカッションをもと
に、各事例に共通する論点を整理し、今後の都市交
通政策、まちづくりへの示唆について考察する。

（１）持続可能なまちづくりのための都市交通
　本 WG の事例に限らず、あらゆる都市・地域に
おいて共通することであるが、地域公共交通政策は
それ自体が目的ではなく、都市・地域の持続可能な
まちづくりのための手段であることを、第一に指摘
したい。
　熊本市や高松市では、その地方（県）における中
心都市としての機能集積を維持するために中心市街
地の活性化は不可欠である。そのための都市全体の
マスタープランのコンセプトとしてコンパクトシティ
が掲げられ、コンパクトシティを実現するためには移
動を束ねる必要があることから、公共交通の充実に
取り組んでいる。
　東近江市における近江鉄道は、市内における移動
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の幹線として、また湖東地域における交流のネット
ワークとして欠かせない存在であり、後述のクロスセ
クター効果分析でもその存在意義、価値が示された。
　小山市のような大都市圏郊外都市では、モータリ
ゼーションが進展して路線バスを中心とした公共交
通が衰退してしまったが、自動車への過度な依存に
よる負の影響の軽減のため、また郊外での新たなラ
イフスタイルの選択肢として、コミュニティバスの
充実が重要な役割を果たしている。
　由布市と柳川市においては、地域内における自動
車流入の抑制や観光客の回遊性向上という、観光地
としての地域課題解決、価値向上のための手段とし
て地域モビリティが位置付けられる。また、大都市
とのアクセス手段としての鉄道は必要不可欠な存在
であり、地域への玄関口となる駅前の空間整備がま
ちづくりの重要な要素となっている。

（２）�地域における幅広い社会的影響を考慮した
公共交通機関の価値の評価

　公共交通機関が地域に存在することの価値は、単
に収支が黒字か赤字かということに留まらず、様々
な社会的な影響を考慮して評価することが必要であ
る。その評価手法の一つとして、近江鉄道の事例に
おいて検討されたクロスセクター効果の分析は有効
である。
　熊本市や高松市では過去に事業者の経営危機を経
験したが、このような地方の中核都市では仮に公共
交通機関・事業者が廃止されてしまった場合の渋滞
などの負の影響は自明であり、それを契機として行
政の関与を強める形での事業者の再建、公共交通政
策・交通網の再編が行われてきた 2。
　仮に廃止されてしまった場合の直接的な負の影響
の検討だけでなく、その交通機関が存在することで
様々な都市政策・戦略（産業、教育、観光、交流な
ど）が展開できるようになることの正の影響、前項

（1）で述べたまちづくりにおける位置づけ含め、存
在価値は評価されるべきだろう。

２　 熊本市や高松市の他にも、2000 年前後に民間事業者の経営破綻や公営企業の事業が継続困難になるなど危機を経験し、その後の
公共交通網の再生・再構築にあたったことが、先進的な取組みとなっている都市は数多い。髙野裕作（2018）｢地方都市における
公共交通機関を取り巻く危機とその対応｣ ｢都市自治体による持続可能なモビリティ政策 - まちづくり・公共交通・ICT-｣ pp24-33、
日本都市センター

（３）�現状維持を前提としないサービスレベルと
独立採算を前提としない事業運営のあり方

　公共交通機関はただ存在するだけではなく、利用
されることでその価値を発揮する。上述の存在価値
の評価においても、現状のサービスレベルが低く利
用が難しいのであれば、廃止・代替した場合の影響
も小さく評価されてしまう。現状の維持ないしは収
支が均衡する範囲での改善ではなく、戦略的にサー
ビスレベルを向上させることで自家用車利用からの
転換や需要の創出を促し、より高い社会的便益を追
求する議論もあるべきではないだろうか。
　現状より高いサービスレベルを実現する上で問題
となるのは、①供給を増やすために施設、機材、人
員等に対する投資が必要になること、②単に供給量
を増やしただけでは人々の行動は変わらないこと、
③収支の均衡点より多くの供給をするために定常的
に赤字運営となることである。
　①の施設等の制約については、特に老朽化した施
設の改修、安全性向上のための投資は公的補助が一
般的に行われており、また兵庫県の北条鉄道の事例
のように輸送力を強化するための投資や車両の購入
費に対して公的補助が行われるケースもある。
　②は、無暗に供給量を増やすのではなく、需要に
応じて柔軟に供給でき、利用者にとっても応分の負
担と利便性が享受できるサービス形態が求められ、
その一つの方法として高松市の ｢バタクス｣ のよう
なシステムは今後発展の可能性があるだろう。併せ
て、MM によって行動変容を働きかけることも必
要である。
　③は、原則として独立採算が成立することを前提
とした制度となっている日本の公共交通事業の経営
のあり方を見直すものである。フランスに代表され
る欧州の都市公共交通は、（契約形態などにより細か
い差異はあるものの）独立採算を放棄した公共サー
ビスとして位置づけられ、必要な経費を公的財源で
賄うことで、高いサービスレベルと安価な利用料金
を両立させ、都市の魅力や競争力、住民の QoL を高
めることを実現している。小山市のコミュニティバ
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ス ｢おーバス｣ は、従前は年間 1 億円であった運営
費用の予算の枠を取り払い、サービスレベルの向上
とともに格安の定期券 ｢noroca｣ を導入することで、
利用者の満足度を高めることに成功している。

（４）地域公共交通統合のためのシステムと技術
　個々の交通機関・路線ごとの実質的な供給の質・
量の改善だけでなく、地域全体のネットワークとし
てサービスを統合し、シームレスに利用できるよう
にすることが重要となる。
　公共交通ネットワーク統合の一つの到達目標とな
るのが、ドイツにおける ｢運輸連合｣ やフランスに
おける ｢モビリティ政策局（AOM）｣ のような組織
による、都市圏ごとの運賃制度、路線網、ダイヤ等
の統合システムである。これらの組織・制度も国ご
と、都市圏ごとにその詳細は異なっているが、熊本
などで取り組まれている共同経営は、まさに ｢日本
版運輸連合｣ への足掛かりとなるものである。
　一方で、日本においては大都市圏の JR・大手民
鉄を中心に、現在は各地方都市圏においても IC カー
ド乗車券の導入が進み、カード相互の共通利用も可
能になりつつある。IC カードを持っていれば乗車
の都度切符を買う手間が無くなり、利用者にとって
は事業者や交通モードを跨いだ利用の抵抗は小さく
なっている。IC カードの利用環境・技術を基盤と
して、上述の運輸連合のような運賃制度の統合が図
られれば、より利便性の高い地域公共交通システム
の構築が可能となる。
　今後課題となるのは、IC カードに係る費用負担
の大きさである。例として東近江市においては、
JR と近江鉄道のバス、市のコミュニティバスで IC
カードが導入されているが、近江鉄道の電車では導
入されていない。近江鉄道のような中小の地方交通
事業者にとって、新たに IC カードを導入するイニ
シャルコストの負担は大きい。熊本や高松など地域
独自のカードを導入し、事業者と行政が連携した施
策を行っている地域でも、今後の維持、改修を事業
者単独で行っていくのは難しいことが指摘されて
いる。IC カードを中心とした運賃決済のシステム、
利用データの管理などを、事業者と行政が連携して
行っていくことは、｢日本版運輸連合｣ の一つの機
能となる可能性がある。

（５）住民・利用者とのコミュニケーション
　モータリゼーションが進展した地方都市や大都市
圏の郊外都市では、日常的に地域公共交通を利用し
ている住民は多くないため、行政が公共交通を充実
させようとする取組みに対して理解を得ることは難
しい。当たり前の事であるが、本章（1）で挙げた
まちづくりにおける意義、（2）で挙げた公共交通の
社会的影響について、丁寧かつ分かりやすく伝える
コミュニケーションは重要である。また、熊本県に
おける ｢バス・電車の無料の日（2019 年）・100 円
の日（2022 年）｣ や、近江鉄道で 2022 年 10 月 16
日に実施された ｢近江鉄道全線無料デイ｣ のように、
実験的に無料あるいは低額乗り放題の日を設定し、
普段利用していない層の利用経験を促すことで、そ
の価値に気づいてもらうという方法も、これらの実
験の成果からも今後広がっていく可能性がある。
　小山市における MM の取組みからの示唆は、コ
ミュニティバスのイメージを転換し、現役世代、特
に子育て世代の利用を促すことの重要性である。多
くの人にとって、自家用車を日常的移動で利用する
ことは、積極的な動機によるものではない。特に自
分自身の移動のためではなく、子どもが部活動、塾、
習い事などへの通う際や、高齢の親族が病院や福祉
施設等に通う際の送迎において、現役世代の貴重な
時間が消費されてしまっている。ほかにも、勤務後
の疲れた体での運転、飲み会の後の運転代行を呼ぶ
費用が高い（あるいはそれを敬遠して飲み会に行か
なくなる）といった様々な ｢消極的なクルマ利用｣
の代替手段として、現役世代が利用しやすい地域公
共交通サービスが供給されることは、市民の可処分
時間、ひいては可処分所得を増やし、社会的な便益
が大きくなる可能性がある。

（6）総合交通計画と駐車場マネジメント
　公共交通を充実させることで、コンパクト・プラ
ス・ネットワークの都市構造に転換する、さらに近
年はウォーカブルシティを目指すという目標が掲げ
られるが、その実現のためには、公共交通政策だけ
でなく自動車・道路交通も併せて検討する、総合交
通政策として取り組むことが重要である。
　中心部への過剰な自動車流入を抑制するための環
状道路、バイパス整備や、幹線バスや路面電車、新
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交通システムの導入空間確保のための道路拡幅な
ど、道路整備が必要な部分があるのは確かだが、一
方で道路混雑が緩和されたことで新たに生じる誘導
需要については、第三回研究会でゲストコメンテー
ターとして参加した松浦健次郎氏監訳の ｢ウォーカ
ブルシティ入門｣（ジェフ・スペック著）で指摘さ
れている。
　また、道路整備に対する予算と比較して、公共交
通政策に対する予算は非常に小さい。本章（3）で
指摘したように、行政による公共交通への支出を、
設備投資と運営費用の両面において大きく増額し、
サービスレベルを戦略的に向上させて人々の行動を
変えることができれば、現状の道路混雑に対して単
純に道路拡幅や新規の道路建設で対応するよりも効
率的に政策効果を得られるのではないだろうか。
　また、中心市街地や観光地の回遊性向上のため
に、駐車場の計画・マネジメントは重要である。地
方都市の中心市街地では、地主にとって月極や時間
貸しの駐車場が効率的に収入を得られるため、駐車
場以外の用途にする経済的インセンティブが働きに
くい状況が生まれてしまう。湯布院での交通社会実
験のように、中心部への自動車の流入規制や、駐車
場配置を公共交通計画と併せてコントロールするこ
とで、歩行者の回遊を促すことは、有効な手法であ
ろう。

•
(

)
•

•

•

•

•

( )
•

•

•

図 3　モビリティ・マネジメントとウォーカブルな
　　　　 まちづくりの政策間の連携・関係性

5　結語
　本WGが設置されていた2021～22年度にかけて、
国土交通省においてもローカル鉄道や貨物鉄道、バ
ス・タクシーなど交通手段ごとに、今後の持続可能

な公共交通網の維持に向けた方向性を議論する検討
会が設置されていた。その議論・提言を踏まえて、
本稿を執筆している 2023 年 2 月現在では活性化再
生法の改正案が国会に提出されるなど、国全体で地
域公共交通を取り巻く環境は大きく変化している。
　今後、特に利用が少なくなっているローカル鉄道
については、事業者又は自治体の要請により国土交
通大臣が組織する ｢再構築協議会｣ を設置し、鉄道
輸送の維持・高度化かバス等への転換のいずれかに
より利便性・持続可能性の向上を図るための方策に
ついて協議を行うことができるようになり、各地域
では現状の運営形態からの転換も含めた議論が活発
化することが想定される。
　具体的な今後のあり方は地域ごとの議論によるた
め、ここであるべき姿を示すことはできないが、本
WG で紹介された各地域の取組み、本稿 4 章で整理
した各論点から示唆されることは、持続可能な地域
づくり、まちづくりのためには、公共交通は現状維
持ではなく、何らかの改善が必要ということである。
　本稿 2 章で示したとおり、本 WG で対象とした
事例は、モータリゼーションが進展しつつも、一定
の公共交通利用が現状においてあり、比較的人口が
維持されているあるいは減少が緩やかな都市が中心
である。また規模が小さい地方都市である由布市、
柳川市についても、人口減少が進んでいるものの観
光地としての魅力・競争力の高い都市である。
　人口減少がより著しく、既存の交通機関の存続が
難しくなっているような地域においても、第一には
近江鉄道の事例のように幅広い社会的影響からその
存在価値について検討し、第二には地域にとって真
に必要・有用な公共交通サービスのあり方を検討し、
需要に応じた最適なサービスが実現すれば、それは
既存の交通機関の維持よりもより社会的便益が高い
ものとなる可能性がある。
　本稿、および本WGのディスカッションの内容が、
地域公共交通に関わる多くの自治体関係者にとっ
て、検討の一助となれば幸いである。

謝辞
　各研究会のゲストの皆様には、充実した話題提供、
重要なコメントをいただいた。本 WG にご参画い
ただいた筑波大学システム情報系・谷口守教授、国
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土交通省国土交通政策研究所・南聡一郎主任研究官
には、WG の企画にあたり多大な助言をいただいた。
ここに記して感謝を申し上げたい。

本WGにおける資料、議事録は日本都市センター
ホームページにて公開している。
https://www.toshi.or.jp/research/17984/

●研究会　ゲスト講師・コメンテーター

第 1 回

熊本都市バス株式会社代表取締役社長
（共同経営推進室長） 高田晋 氏 
高松市都市整備局建築指導課長補佐 
 （兼総務局デジタル推進部デジタル戦
略課副主幹 兼都市整備局交通政策課副
主幹） 伊賀大介 氏

第 2 回

話題提供：東近江市都市整備部 管理監
（公共交通政策担当） 山本享志 氏
コメンテーター： 流通経済大学経済学部 
教授 板谷和也 氏

第 3 回

栃木県小山市 都市整備部技監 
淺見知秀 氏
コメンテーター：千葉大学大学院工学
研究院 准教授 松浦健治郎 氏

第 4 回 一般社団法人地域力創造デザインセンター
代表理事 高尾忠志 氏

（所属等は研究会当時）

●�補論：国勢調査・通勤通学時利用交通手段の統
計に関する基礎的分析

　本稿 2 章の分析で用いた、通勤通学時利用交通手
段の統計は、15 歳以上の自宅外へ通勤通学する人
に対して、通勤通学時の利用交通手段を 10 種類（「不
詳」を含む）から回答させるものであり、国勢調査
の大規模調査（10 の倍数年に実施）において調査
される。このデータは、国勢調査の集計結果として、
全国の自治体別の数値が公開されており、全国網羅
的に、自治体単位で比較・分析をすることができる
データとなっている。
　2020 年調査における 10 種類の交通手段の構成割
合（10_ 不詳を含む）を全国集計でみると、主なも
のは 01_ 徒歩のみ =6.4%、02_ 鉄道・電車 =23.5%、
03_ 乗合バス =6.3%、05_ 自家用車 =45.6%、08_ 自

転車 =13.1% となっており、これら以外は 1~3% で
ある。都道府県別の集計は図 4 に示すとおりであり、
東京都や大阪府をはじめとした三大都市圏の都府県
では公共交通の割合が大きく自家用車の割合が小さ
いのに対して、地方部の県では自家用車の割合が約
60 ～ 80% と高くなっている。

0% 20% 40% 60% 80% 100%

01_ 02_

03_ 04_

05_ 06_

07_ 08_

09_ 10_

図 4　全国及び都道府県別・利用交通手段構成割合

　自治体別の分析、2010 年との比較にあたって、
A_徒歩自転車＝ 01_徒歩のみ＋ 08_自転車、B_公
共交通＝ 02_鉄道・電車＋ 03_乗合バス＋ 04_勤め
先・学校のバス＋ 06_ハイヤー・タクシー＋ 09_そ
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の他 3、C_自家用車・バイク＝ 05_自家用車＋ 07_オー
トバイの 3 種別に再集計した 4。本稿 2 章では上記の
うち自家用車・バイクの割合について自治体別の分
析結果を示している。
　再集計された 3 分類の全国における構成割合につ
いて、2010 年調査から 2020 年調査の変化は図 5 に
示すとおりである。A_ 徒歩・自転車は約 1.4 ポイ
ント減少、B_ 公共交通は約 0.3 ポイント増加、C_
自家用車・バイクは約 1.0 ポイント増加であり、コ
ロナ禍によって公共交通の利用が減少したことの影
響は、ここからは見られなかった。

 

20.9%

32.0%

47.1%

19.5%

32.3%

48.1%

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

A_ _ _

2010 2020

図 5　大分類ごとの 2010 年から 2020 年の変化

　これは、コロナ禍によって出勤が減った、リモー
トワークが普及したと言っても、完全にリモートの
みで勤務が出来る人はごく少数に限られ、多くの人
は出勤回数自体が減っても、少なくとも国勢調査へ
の回答としては何らかの手段で通勤通学している実
態があるということである。また、混雑する公共交
通の利用を敬遠して自家用車にシフトする、という
傾向も、マクロな集計レベルでは観測できなかった。
大都市圏では自家用車で通勤することは道路混雑や
勤務先の駐車場の制約から困難であり、地方都市で
は自家用車で通勤していた人は引き続き自家用車を
利用しているためであると考えられる。
　A_ 徒歩・自転車が減少し、C_ 自家用車・バイ
クが増加したのは、コロナ禍による影響よりも、よ

3　 ｢09_ その他｣ については、離島などが存在し、フェリー・渡船等の利用が多いと推定される自治体が、これの割合が高い自治体で
あることが確認されたため、本分析では公共交通として集計した。

４　 ｢10_ 利用交通手段 ｢不詳｣｣ は全国集計で約 2.5% であるが、自治体ごと、時点ごとにその割合が異なる要因を推定することが困難
である。｢不詳｣ 以外の交通手段割合の差異・変化が、｢不詳｣ の割合の差異に影響されることは、本質的な考察の妨げになることから、
以下の分析では ｢不詳｣ を集計対象から除いている。

５　https://www.mlit.go.jp/report/press/toshi07_hh_000206.html（2022 年 11 月 30 日公表）

りマクロな年齢別人口構成の変化、すなわち少子化
の影響が大きいと考えられる。2010 年から 2020 年
の間で、総人口は約 1.5% の減少、本統計の集計対
象となる 15 歳以上の自宅外通勤通学者の総数は約
2.2% の減少であったのに対して、15~24 歳の人口は
約 7.5% もの減少となっている。15~24 歳、特にこ
のうち 18 歳以下の高校生は、公共交通機関のほか、
徒歩や自転車を利用する主な層である。この年齢層
の人口構成比が相対的に小さくなったこと、それと
併せて高齢になっても働き続ける人が増えているこ
とが、交通手段別構成割合変化の構造的な要素であ
る。少子化はさらに加速しており、このトレンドは
今後も継続するものと推察される。また地域別にみ
ると、自家用車・バイクの割合は地方圏で増加、三
大都市圏で減少している自治体が多い傾向がある。
　国勢調査における ｢人｣ 単位の統計では、上述の
とおりコロナ禍による劇的な変化は観測されず、む
しろ長期的な人口構成変化の影響が大きいことがわ
かったが、パーソントリップ調査における ｢移動｣
単位の統計では、コロナ禍の影響は大きいことが示
されている。2021 年秋に実施された第 7 回全国パー
ソントリップ調査（全国都市交通特性調査）5 による
と、外出率や生成トリップ数が過去最低であった前
回（2015 年）よりもさらに減少したことが示された。
公共交通機関にとってはトリップ数の減少が利用者
数・収入の減少に直結し、事業者の経営に大きな影
響を与えている。
　国勢調査の利用交通手段は通勤・通学という定常
的な移動を対象とした統計であり、自治体の単位で
は上述の長期的な人口変動に加え、事業所の立地・
撤退など雇用環境の変化の影響も受けるものであ
る。逆に言えば、自治体が交通政策・計画を検討す
るにあたっては、公共交通計画や都市計画だけでな
く、産業・経済政策や子ども・子育て政策など、総
合的な政策との連携を考慮する必要があり、その基
礎的な検討材料として、本統計を活用することが重
要であると考えられる。



〇第13回都市調査研究グランプリ（CR-1 グランプリ）

　人口減少・少子高齢化の進展により、都市自治体を取り巻く
社会情勢は未だ厳しく、行政課題の複雑化とともに、住民の公
共サービスに対するニーズもますます多様化している。こうし
たことから、都市自治体においては地域特性や住民ニーズを十
分に踏まえた政策立案がこれまで以上に求められている。そこ
で、優れた調査研究事例の共有を図り調査研究能力の向上に寄
与するため、日本都市センターでは、毎年、全国の都市自治体
で行った調査研究や都市自治体職員が自主的に行った調査研究
事例を募集・表彰している。今回は、2022年度に実施した「第
13回都市調査研究グランプリ（CR-1 グランプリ）」について
報告する。

都市自治体の調査研究活動
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第13回都市調査研究グランプリ
（CR-1グランプリ）

日本都市センター研究員　中川　豪

　（公財）日本都市センターでは、第13回都市調査研究グランプリ（CR-1 グランプリ）を実施した。ここでは、
最優秀賞、優秀賞、奨励賞を受賞した調査研究の概要と講評を中心に紹介する。

1　趣旨
　当センターでは、全国の都市自治体や都市自治体
職員、都市シンクタンク等が行った調査研究を募集、
選考、表彰、周知し、優秀な調査研究事例を共有す
ることにより、全国の都市自治体等の調査研究能力
の向上に寄与することを目的として、2010 年度か
ら都市調査研究グランプリ（以下、「CR-1 グランプ
リ」という。）を実施している。

2　応募状況
　第 13 回 CR-1 グランプリには、15 件の応募があっ
た。その内訳は、政策基礎部門 10 件、政策応用部
門 3 件、実務部門 2 件である。

3　審査・選考
　入賞作品は、当センターによる第 1 次審査、学識
者 3 名で構成される「第 13 回 CR-1 グランプリ審
査委員会」による第 2 次審査、最終審査を経て、当
センターが決定した。

4　表彰式
　2023 年 1 月 30 日に表彰式を執り行い、入賞団体

（者）に賞状（最優秀賞 1 作品、優秀賞 1 品、奨励
賞 2 作品）を授与した。また、受賞作品について、
研究報告を行っていただいた。

おわりに
　当センターでは、今後とも CR-1 グランプリを継
続して実施する。皆様からの熱意と意欲のある調査
研究の応募をお待ちしている。

審査委員会　委員名簿（2023 年 3月 1日現在）

座長 政策研究大学院大学
特別教授 横道 清孝

委員 高崎経済大学
地域政策学部 教授 佐藤 徹

委員 宮崎大学地域資源創成学
部 講師 尾野 薫
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全体講評

　今年度は、全 15 作品の応募があった。
　調査研究の内容は、子育て支援、公共施設の活用方法、地域資源の再利用など地域・まちづくりに着
目したもの、その他労働環境の再考、地域産業の人的資本、持続可能なコミュニティ形成など、いずれ
も今後の都市自治体の行政運営に必要不可欠な視点及び地域の実情に即した具体的な施策につながるも
のである。
　調査研究の手法は、アンケート調査・実地調査・ヒアリング・ワークショップなどが用いられている。
さらに、統計分析・質的又は量的調査を有効に活用しながら、エビデンスに基づく丁寧かつ詳細な分析
がなされているものもある。いずれの作品も、取組手法の主体性と独自性が高く､ 都市調査に対する研
究熱意を感じ取ることができる。
　また、地域の実情に即した具体的な調査研究に基づくこれらの成果物は、他の都市自治体にとっても
意義深い知見を提示しており、狭域に留まることなく、広域的に地域課題の探究・解決に貢献する役割
も担いうるものである。今後も、他の都市自治体への示唆に富む有意義な調査研究を期待したい。



都市とガバナンス Vol.39108

都市自治体の調査研究活動

最優秀賞

学校施設の活用に影響を与える要因に関する調査研究
上田　一成（うつのみや市政研究センター（宇都宮市））

講　評
　本調査研究は、先行研究をもとに調査・分析が丁寧に行われている。また、独自の調査項目を加える
等の工夫がされていた。
　近年、廃校となった学校施設の利活用は全国の自治体で課題となっており、有効的な活用方法をアン
ケート調査によって、明らかにした点は興味深い。
　本調査研究は中核市に焦点が当てられているが、中核市以外の自治体に対しても汎用性の高い分析が
されており、課題解決に関する基礎的な調査研究として高く評価できる。
　今後は、本調査研究の成果を踏まえた具体的かつ効果的な政策提言とその実現が期待される。

応募部門 政策基礎部門
研究期間 2021 年 4 月～ 2022 年 3 月

研
究
の
概
要

課
題
・
目
標

・少子化が進行する中、地域コミュニティの核の一つとして機能してきた学校が廃校となっ
ているが、継続して活用していくことが望まれている。

・全国の廃校となった学校施設の活用について、活用用途と学校施設の諸元との関係に着目
して調査を行い、宇都宮市の学校施設の将来的な活用方法についてあらかじめ検討してお
くことを目的とする。

結
論
・
提
言

・回答を得た 53 市のうち 9 割の 48 市の中核市・政令市に廃校がある。廃校と市町村合併と
の相関は見られなかった。また、廃校活用に当たっては、財政力指数との相関は見られなかっ
た。

・活用が図られている廃校は、DID 内にあること、築 50 年未満であること、延床面積 3,000
㎡前後であることという特徴がある。

・活用用途単位での分析により、社会体育施設・社会教育施設へ活用されている例では、引
き続き地域振興が図られるメリットがある一方、維持管理費が継続して生じること、地域
の活動が低下していくことがデメリットとして挙げられている。
企業や法人等の施設へ活用されている例では、DID 外にあるものが多く、用途として工場、
農業作業所、研究所などがあった。メリットとして地域の雇用や売却した場合の税収増が
あるが、デメリットとして、賃貸の場合の維持管理費の負担がある。

・以上の調査結果から、地域コミュニティを維持・継続していく視点から、行政として活用
の方針を策定する必要性を提言した。また、活用に向けては引き続き事例を蓄積するとと
もに、活用に当たってはサウンディング調査など広く情報収集を行う必要性を提言した。

手
法

・中核市・政令市の廃校活用部門を対象とした質問紙調査を実施
文部科学省で継続的に行っている廃校の活用調査で用いられている用途を採用し、それら
の用途と学校施設の諸元（所在地・階数・構造形式・延床面積等）とについて、質問紙を
作成・送付し、全国の中核市 42 市と政令市 11 市から回答を得た（回答率 65.4％）。

・回答のあった 397 校について、廃校学校の所在地を GIS 上でプロットし、国土数値情報ダ
ウンロードサービスから得られる平成 27 年 DID と重ねて DID の内外を判断した。

・そのほか、回答のクロス集計を行い、各諸元と廃校の活用・未活用とについて、カイ二乗
分析により相関の優位性をみた。

特
徴

・ 廃校の所在地と活用の関係を明らかにするとともに、活用用途単位での特徴を分析した点
が特徴的である。

※研究の概要は、応募用紙の記載内容をもとに、当センターが作成した。
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優秀賞

アクアトピア水系および周辺公共施設を活かしたまちづくりに向けた具体的な事業の立案
～住みたい西条の実現に向けた水辺空間を活用した賑わいの創出へ～

西条市自治政策研究所

講　評
　本調査研究は、西条市の地域資源を活かすため、綿密に現地調査・先行事例研究が行われており、現
実的な政策提言がされている点に独自性がある。
　担当課・関係者へのヒアリング調査を行い、現状把握に努めているだけでなく、政策提言において、
自治体主導ではなく、民間・住民主導の取組みを促している点が評価できる。
　アクアトピア水系と都市の関係性、実現した政策がどのような成果をもたらすか等を、より具体的に
提示できれば、本調査研究が更に説得力を得ることができると考えられる。

応募部門 実務部門
研究期間 2021 年 5 月～ 2022 年 3 月

研
究
の
概
要

課
題
・
目
標

・2021 年 5 月に西条市が SDGs 未来都市に選定され、市内中心部に整備されているアクアト
ピア水系が西条市 SDGs を象徴するシンボルゾーンとして位置づけられた。

・西条市 SDGs の推進及び賑わい創出のためには、アクアトピア水系が有するブランド価値
を活用するとともに、周辺に立地する多くの公共施設の分野横断的なあり方について再検
討を図りつつ、「経済」「社会」「環境」の三側面をつなぐ統合的な事業展開が必要不可欠で
ある。

・そのため、アクアトピア水系および周辺公共市施設の現状と課題を分析し、市民の声や先
進事例の調査を行うことで、「住みたい西条」の実現に向けた “ 賑わい空間の創出 ” につな
がる具体的な事業提案を行うこととした。

結
論
・
提
言

・調査結果を基に課題を整理し、民間で解決が困難な「公共空間の利活用促進」「アクティビティ
の誘発」「推進体制の整備」の 3 つに着目した。

・それぞれの観点から、全国の先進事例などを踏まえ、イベント実施団体等の認証制度やゲー
ミフィケーションの導入、さらには市民・企業・NPO などが担い手となって地域の価値向
上に取り組むエリアマネジメントの推進などについて、本市の実情や地域課題に照らし合
わせて、具体的な事業提案を行った。

手
法

・ヒアリング調査
アクアトピア水系および周辺公共施設の管理部署が多岐に渡り、課題や考え方も様々であ
ることから、現状整理のため、それぞれの管理部署へヒアリング調査を行った。また、賑
わい創出を図るための具体的な事業提案のため、アクアトピア水系でイベントや環境保全
活動を行う団体や利用者（一般市民）へヒアリング調査を行った。

・先進事例調査
　全国の自治体の様々な先進事例を調査するとともに、全国 5 箇所の自治体に足を運び調査

を行った。

特
徴

・アクアトピア水系に携わる関係者に広くヒアリング調査を実施し、課題を多面的に捉える
とともに体系的に整理した上で、全国の様々な事例の収集、導入に向けた効果検証を行い、
実現可能性の高い研究成果を創出した。

・市内部の報告会においては、市長、副市長及び関連部署の職員との間で将来的な事業展開
への可能性について活発な議論が交わされ、内部的にも当該研究への関心が高いことから、
近い将来の成果創出に期待ができる。

※研究の概要は、応募用紙の記載内容をもとに、当センターが作成した。
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都市自治体の調査研究活動

奨励賞

盛岡市における子育てのあり方について
－保護者の子育ての楽しさ・つらさと子ども・子育て支援活動に着目して－

盛岡市まちづくり研究所

講　評
　本調査研究は、子育てに関して強い問題意識を持ち、アンケート調査・インタビュー調査・観察調査
等の複数の手法を組み合わせることで実態把握に努めている点が評価できる。
また、子育て支援に関する政策提言は近年、全国の自治体で重要性が増しており、都市自治体において
も注目度の高いテーマといえる。
　今後は、本調査研究を更に進め、地域シンクタンクならではの総合的・体系的な子育て支援政策の提
言に結びつくことが期待される。

応募部門 政策基礎部門
研究期間 2021 年 4 月～ 2022 年 3 月

研
究
の
概
要

課
題
・
目
標

・子育て世帯の家族構成の変化が社会の変化、子育て制度の変化をもたらしている。核家族共
働き家庭が増加し、男性の育児参加への機運、保育所や放課後学童クラブなど家庭以外の子
どもの居場所への需要が高まっている。現在、国の動きとして、子ども・子育て支援新制度
の実施や「こども家庭庁」の設立が進められ、子育て家庭を支える仕組みが整えられつつある。

・時代の変化に応じた施策を策定するため、盛岡市においては「子育ての楽しさとつらさ」
に関する項目を毎年調査し、子ども・子育て施策評価の指標としている。

・本調査研究では、この指標に着目して、子育ての楽しさを維持し、つらさを軽減するため
に有効な施策とは何かを検討することを目的とした。

結
論
・
提
言

・盛岡市の現状分析として、近隣の県庁所在地と比較検討を行い、医療費控除の年齢・収入
制限の有無、施策の数や質、子どもの出生率や現状の保育所数では、同市が比較的整備さ
れていることを明らかにした。

・子育て中の保護者の現状分析から、市内の子育て世帯の 4 分の 3 以上が核家族であること、
女性の就労割合が全国平均より高いこと、子ども数が子育ての楽しさとつらさのいずれに
も影響することを明らかにした。

・子ども・子育て支援活動の分析から、子育て支援団体による情報発信の課題は①生活困窮
世帯やひとり親など対象者が限られた活動の周知方法、②主催者の苦手意識、③参加者が
増えすぎる不安の 3 点であること、行政（市）に求めることは①支援が必要と思われる子
どもや家庭に関する情報共有、②活動の健全性、有用性の保証、③ニーズに関する情報共
有の機会、④教育機関との連携の 4 点であることを明らかにした。

・以上の結果を総合的に考察し、(1)“ 働く・休む・預ける ” の充実にかかわる施策、(2) 子育て
支援ネットワークの構築と情報発信、の 2 点から政策提言を行った。

手
法

・子育て中の保護者の現状分析については、市内在住 0 ～ 12 歳の子どものいる保護者 1,200
名を無作為抽出、質問紙調査を実施した。郵送で調査用紙を送付し、回答方法は Google 
form 回答、若しくは同封の返信用封筒返送のいずれかを選択して回答してもらった（有効
回答数 555、回収率 46.3％）。

・子ども・子育て支援活動の分析については、子育て支援活動に携わる 14 団体の代表者等 24
名に対してインタビュー調査を行い、その一部には観察調査も実施した。

特
徴

・保護者と子育て支援団体という被支援者、支援者双方の視点を取り入れた研究であり、近
年増加している子ども食堂や大学生の子育て支援活動の実態把握も試みている。　

・対象に応じた質問紙調査とインタビュー調査を活用している。
※研究の概要は、応募用紙の記載内容をもとに、当センターが作成した。
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第13回都市調査研究グランプリ
（CR-1 グランプリ）

奨励賞

石材取扱い業者の価値認識と関与の実態にもとづく大谷石の再利用方策に関する調査研究
三浦　魁斗（うつのみや市政研究センター（宇都宮市））

講　評
　本調査研究は、大谷石の再利用に関するニーズを丹念に調査・検討するだけでなく、インタビュー調
査から得た情報をもとに統計的な分析へと展開している点が評価できる。また、石材取扱い業者の意見
や実態に基づいた提案がされており、今後、都市自治体における資材の再利用に関する調査研究に役立
つものと考えられる。
　なお、政策提言及び合意形成に関する具体的な提案まで示されていれば、更に本調査研究の完成度が
高まると思われる。

応募部門 政策基礎部門
研究期間 2021 年 4 月～ 2022 年 3 月

研
究
の
概
要

課
題
・
目
標

・地域の歴史的な資産である地場産材を「持続的に」活用するうえで、建造物の解体時に生
じた古材を継承する「再利用」が重要視されている中、解体・加工・施工といった複数の
専門事業を伴う再利用を促進・持続させるためには、昨年度の研究で対象とした、消費す
る「市民」だけでなく、生産する「事業者」からの実態把握が必要である。

・大谷石の再利用に対する石材取扱い業者の関与実態と価値認識を解明し、それらと事業者
特性との関係を考察することを通じて、宇都宮市の地場産材「大谷石」を持続的に活用す
るための再利用促進方策を提案することを目的とした。

結
論
・
提
言

・大谷石の再利用への石材取扱い業者の意欲・関与の「拡がり」が示され、それらが事業者の「特
性」により異なることが明らかになるとともに、各々の立場や役割を活かした事業者と組合・
地方自治体との「連携」が、大谷石の再利用を促し得る可能性が推察された。

・事業者の特性を勘案した施策として「関与支援」・「意欲向上」・「置場管理」の 3 つを主に
提案し、また、事業者・組合・市役所の関係主体を包摂した、古材の買取・販売を支援し
再利用を促す「プラットフォーム」を提案し、各々の役割を考察した。

手
法

・インタビュー調査　
石材業者への半構造化インタビュー（大谷石材協同組合員のうち同意が得られた 14 者、う
ち書面回答を除く 13 者に約 2 時間／人、対面）を実施した。事業者の基本情報、再利用へ
の関与実態、意欲・課題意識などの価値認識を把握し、R を用いた Fisher の直接確率検定
を行い、再利用への関与実態・再利用への価値認識・事業者特性の関係性を分析した。

・先進事例視察　
福井県坂井市で地場産材「笏谷石」の再利用に取り組む民間企業の活動「笏谷石バンク」
を視察。担当者等への半構造化インタビューの実施により、活動の経緯・実態・課題を把
握した。

特
徴

・本研究は、昨年度に引き続く大谷石再利用に関する基礎的な研究であり、「大谷石」という
地域の歴史的な資産の持続的活用という観点から「再利用」を捉え直し、事業者特性を勘
案した支援施策だけでなく、事業者との連携のあり方についても議論している点が特徴的
である。

※研究の概要は、応募用紙の記載内容をもとに、当センターが作成した。
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３年ぶりの市民まつり

　現在住んでいる東京近郊の都市に転居して間もなく４年になる。転居の年の秋には開催された毎年恒
例の市民まつりが、翌年からの２年間すなわち市制施行50周年の2020年、そして翌2021年もコロナ禍
で中止に追い込まれたが、昨年の秋は３年ぶりに開催された。
　当日はやや強い南風が吹き、午後からはにわか雨が降る時間帯もあって「小春日和」とは言い難かっ
たが、少し動くと汗ばむような陽気にも恵まれ、３年ぶりの市民まつりはなかなかの盛況であった。
　従前の開催方法からの変更、具体的には新型コロナウイルス感染症対策として、
１）�会場では飲酒が禁止され（アルコール飲料の持込や販売も不可）、アルコール飲料と誤認されやす
いノンアル飲料や甘酒などの持込・販売も認めない徹底ぶり

２）飲食のスペースが指定され、食べ歩きや指定されていない場所での飲食は禁止
３）ステージや演目において、合唱など大声を出すような内容は取りやめ
４）会場でのマスクの着用
など、これまでにない措置が講じられていたが、おおむねルールは守られていたようである。
　今年の秋も継続して開催するとなった場合、これらの対策がいくらかでも緩和されることになるの
か、左党の方には特に１）会場での飲酒の禁止が気になるところであろうが、今の時点では見通し難
い。３）大声を出すようなステージや演目の取りやめと、４）会場でのマスクの着用も撤廃されること
を願いたいが、最終決定はもう少し先になるようである。
　一方で、２）については、食べ歩きこそがおまつりのいちばんの楽しみという方ももちろんおられる
であろうが、個人的には継続してもらいたいと考えている。会場内では「消費生活展」も開かれてい
て、今回のテーマは「ＳＤＧｓのくらし～私たちのくらしが世界につながる～」であったが、エコバッ
グがもらえるクイズラリーに参加して、４Ｒ運動（Refuse・Reduce・Reuse・Recycle）を徹底的にた
たき込まれたことも、いくぶん影響してのことである。
　ほかにもいろんなイベントがあったが、体力テスト（握力・上体起こし・長座体前屈・反復横跳び・
1,500メートル急歩・立ち幅跳び）では総合評価Ｄの判定、転居してしばらく通い続けた勤労福祉セン
ターのアスレチックルームが閉鎖されたことはあまり言い訳にはならず、日頃の運動不足をあらためて
思い知らされた次第である。
　さらに、被災地応援エリア（東日本大震災・熊本地震被災地から出店）は東日本大震災直後の2011年
から毎年設けられていたが、（２回の中止があったので）10回目の今回がフィナーレとのことで、多く
の人で賑わっていた。
　ウイズコロナ・アフターコロナの時代におけるイベントのあり方までは十分思いが至らなかったが、
それでもいろんなことを考えさせられた昨年秋の一日であった。

（ペンネーム）理想と現実の狭間で揺れ動く一市民

olumnC
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調査研究紹介

■都市分権政策センター会議
　日本都市センターと全国市長会が共同設置する

「都市分権政策センター」では、これまでの分権改
革を踏まえ、引き続き実際の都市政策や都市経営に
重点をおいた調査研究・情報提供等を実施している。
2022 年 11 月には、「第 32 回都市分権政策センター
会議」を開催した。会議の詳細は、１頁の講演録を
参照されたい。

■デジタル社会と都市政策に関する研究会
　本研究会は、デジタル社会における地方自治・地
方分権のあり方を検討するとともに、都市自治体が
今後いかにデジタル化・DX に対応していくべきか
を展望することを目的としている。2022 年度には計
4 回の研究会を開催し、論点の整理、アンケート調
査やヒアリング調査の実施に向けて検討を行った。

■気候変動への対応を踏まえた防災・減災のま
ちづくりに関する調査研究

　気候変動の影響を受け、豪雨や土砂災害などの激
甚な自然災害が全国各地で頻発している。本研究会
は、「流域治水」による防災・減災に資する総合的な
土地利用計画のあり方、防災まちづくりに対応する自
治体組織や人材のあり方などについて検討すること
を目的としている。今年度は2回の研究会を開催した。

■総合的な都市経営（エネルギー・交通・インフラ、
市民自治体等の分野）に関する内外比較研究

　一昨年度より研究会を設置し、今後の都市自治体

の公社等（第三セクターや公営企業等）も含めた総
合的な都市経営のあり方を検討してきた。先進事例
の調査を行うとともに、総合行政主体の議論も参照
しながら国際比較の観点も踏まえ調査研究を進め
た。また本調査研究の成果を取りまとめた報告書の
刊行を予定している。

■都市自治体の森林政策に関する研究会　
　都市自治体の森林行政における政策立案や施策実
施の方向性や進め方等について、研究会の開催及び
ヒアリング調査を実施した。

■都市の未来を語る市長の会（2022年度後期）
　「人口減少と都市自治体―世界の少子化対策から
考える―」を議題として 2023 年 1 月 11 日に開催し
た。学識者による講演、参加市長間の意見交換を行
い、問題意識の共有や情報交流が行われた。

■ポストコロナの都市交通・まちづくりに関す
るワーキンググループ

　感染症への対応を踏まえた都市政策等に関する調
査研究の一環として、特に人々の行動変容による影
響が大きい地域公共交通政策についてワーキンググ
ループを設置し、先進的な事例を題材として、コロ
ナ禍による影響、今後の展望や課題などについて、
学識者を交えた議論を行った。事例の概要、主要な
論点などについては、「都市行政研究の視点」に取
りまとめた。

日本都市センターでは、全国市長会と共同で設置している「都市分権政策センター」をはじめとして、都市自治体
が直面する政策課題についてそれぞれ研究会を設置し、調査研究を進めている。
　以下では、これら各調査研究の趣旨や研究会における議論の概要等を紹介する。
　なお、当センターのホームページ（https://www.toshi.or.jp）では、各研究会の議事概要及び資料を公開しており、
メールマガジンでも当該情報を配信している。

調査研究紹介
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刊行物のご案内

刊行物のご案内

　日本都市センターでは、研究成果やセミナー・シンポジウムの記録を出版しており、ホームページから直接ご
購入いただけます。また、2011年度以降の刊行物につきましては、商業出版のものを除き、ホームページから
PDFで全文ダウンロードが可能です。（https://www.toshi.or.jp/publication）

報告書

図　書　名 発行
価格

( 税込 )

森林政策と自治・分権
－「連携」と「人材」の視点から－ 2022 年 1,650 円

総合都市経営を考える
－自治体主導による新たな戦略的連携－ 2022 年 1,650 円

地域社会のグローバル化を見据えた包摂・
共生のまちづくり
～欧州・北米のコミュニティ再生と日本に
おける可能性～

2022 年 1,650 円

自治体ガバナンスを支える法務人材・組織の実践 2022 年 1,650 円

人口減少時代の都市自治体－都道府県関係 2022 年 1,650 円

地域産業の発展に向けた自治体のあり方
－人材育成と地域マネジメント－ 2022 年 1,650 円

子育て家庭の孤立を防ぐ
－公民連携に着目して－ 2022 年 1,650 円

都市自治体におけるツーリズム行政
－持続可能な地域に向けて－ 2021 年 1,650 円

ネクストステージの総合計画に向けて
－縮小都市の健康と空間－ 2020 年 1,100 円

コミュニティの人材確保と育成
－協働を通じた持続可能な地域社会－ 2020 年 1,100 円

都市自治体における専門人材の確保・育成
～土木・建築、都市計画、情報～ 2020 年 1,100 円

人口減少時代の都市行政機構
（第 6 次市役所事務機構研究会報告書） 2020 年 1,100 円

次世代モビリティ社会を見据えた都市・交通政策
－欧州の統合的公共交通システムと都市デザイン－ 2020 年 1,100 円

ネクストステージの都市税財政に向けて
～超高齢・人口減少時代の地域社会を担う
都市自治体の提言と国際的視点～

2019 年 1,650 円

AI が変える都市自治体の未来
－ AI-Ready な都市の実現に向けて－ 2019 年 1,100 円

自治体による「ごみ屋敷」対策
－福祉と法務からのアプローチ－ 2019 年 1,100 円

機関誌「都市とガバナンス」

図　書　名 発行
価格 

( 税込 )

都市とガバナンス　第 38 号 2022 年 1,100 円

都市とガバナンス　第 37 号 2022 年 1,100 円

日本都市センターブックレット

図　書　名 発行
価格

( 税込 )

No.41 文化芸術ガバナンスと公民連携
－第 21 回都市経営セミナー－ 2020 年 550 円

都市の未来を語る市長の会

図　書　名 発行
価格

( 税込 )

都市の未来を語る市長の会（2020 年度前期）
≪風水害と都市自治体（準備と避難）≫

2021 年 880 円

都市の未来を語る市長の会（2019 年度）
≪交通弱者対策（住民の移動手段の確保）≫
≪ SDGs への取組み～プラスチックごみ問題～≫

2020 年 550 円

商業出版（第一法規株式会社）

図　書　名 発行
価格

( 税込 )

法令解釈権と条例制定権の可能性と限界
－分権社会における条例の現代的課題と実践 2021 年 3,850 円



　（公財）日本都市センターは、2012年4
月より、都市政策、行政経営及び地方自治
制度等の都市に関する調査研究活動を行う
とともに、情報の提供及び研修事業等を行
うことに特化した公益財団法人へ移行いた
しました。
　今後も都市自治体をはじめ研究者の方々
に様々なメディアを通じ適切かつ迅速な情
報提供に努め、都市の発展に貢献してまい
ります。
　詳しくは、当センターホームページ
（https://www.toshi.or.jp）をご覧ください。

研究室スタッフ紹介
■理事・研究室長
　米田 順彦
■研究員
　清水 浩和　　加藤 祐介　　髙野 裕作
　田井 浩人　　中川 豪　　　田中 洸次
　佐々木 伸

　皆様のお手元に、『都市とガバナンス』第
39 号をお届けします。

　　本誌は、地方自治をめぐる諸状況や全国の
都市自治体のニーズを踏まえ、地方自治制度、
都市政策、行政経営等都市の政策に役立つ情
報を提供するため、（公財）日本都市センター
が年 2 回発刊している機関誌です。

　テーマ「自治体におけるナッジ」とシリー
ズ「ウィズ / ポストコロナ時代における都市
政策」では「自治体とシェアリングエコノ
ミー」を特集しました。本号が、都市自治体
関係者の皆さまの一助となれば幸いです。

　末筆となりますが、ご多忙にもかかわらず、
ご寄稿いただいた執筆者の皆様には心より感
謝申し上げます。

（研究員　佐々木　伸）

編集後記

〔お断り〕本誌の論文等のうち、意見にわたる部分は筆者の個人的見解です。

都市とガバナンス 第 39 号（年 2 回発行）
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